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序章 本研究の意義と方法 
 
第 1節 問題の所在と研究の目的 
本研究は，社会科学習におけるつまずき，困り感，苦手意識という子どもの実態から出発
している。本研究の目的は，そのような社会科に苦手意識をもつ，もしくは学習の成果があ
がりにくかった子どもの公民的資質を育成する社会科授業構成論を構築し，実践をとおし
てその有効性を明らかにすることである。 
いまだに社会科について，「社会科は暗記教科だ」と考えている子どもがいる。この「社
会科は覚えるだけの教科である」というネガティブな社会科観に対する反論は，「社会科は
決して暗記教科ではない。様々な知識を関連付けて社会のしくみを理解する教科だ」である。
この反論もまた「社会科は暗記教科だ」と同様，使い古されたフレーズとなっている。この
ように使い古されたフレーズで社会科が語り続けられるのは，社会科のあるべき姿につい
て子どもをベースにした議論が不十分だからである。なぜ，子どもが「覚えるだけでよい」
と考えるのだろうか。それは，子どもが「覚えられない」からである。子どもの「覚えれば
よい」という考え方の裏には，「覚えられない」が潜んでいることに気づかなければならな
い。「覚えられない」と悩む子どもに，「知識を関連付けて社会のしくみを理解するのだ」と
いう助言をしても何ら意味をなさない。また，「社会科は暗記教科でない」と主張したとこ
ろで，子どもに届くわけもない。これまで社会科教育は，苦手意識をもつ子どもの悩みに真
摯に応えてきたといえるのだろうか。子どもが知りたいのは，「どのようにすれば社会のし
くみがわかるのか」であり，「どのようにすれば知識を関連付けられるのか」である。本研
究では，このような子どもからの問いかけに応えるための社会科授業構成論を新たに提案
する。 
社会科教育学では，社会科の目標は「社会認識形成を通して公民的資質を育成する」と一
般的に説明される。先述の子どもベースで考えるならば，子どもがもつであろう「どのよう
にすれば社会認識は形成できるのか」，「どのようにすれば公民的資質は育成できるのか」，
そして「社会認識形成を通しての通してとは，どのような状態なのか」という問いかけに社
会科教育学は応える必要があるだろう。子どもベースの視点からの社会科授業構成論の構
築が必要なのである。 
例えば，これまで社会認識形成に関しては概念探究型授業 1)が，公民的資質の育成に関し
ては，意志(思)決定型学習 2)や社会参画型学習 3)が提案されてきた。これらの授業構成論の
構築が，社会科教育学の発展のために果たした役割は大きく，それ自体を否定するものでは
ない。しかし，これらはあくまで「どのように授業をするか」の授業者主体の授業構成論で
あって，子どもからの問いかけに応えるものにはなっていない。実際に，様々な授業構成論
が提案されてきたにも関わらず，先述の「社会科は暗記教科だ」という子どもの意識と社会
科教育学研究者の意識の間に乖離が存在する。その乖離の責を子どものみに負わせてはな
らない。今こそ，子どものつまずきをはじめとする教室のリアルな実態に基づく社会科授業
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構成論を構築すべきである。 
平成 29 年版学習指導要領 4)では，従前の公民的資質の育成が公民的資質・能力の育成と
なった。また，社会科学習で「社会的な見方・考え方を働かせ，課題を追究したり解決した
りする活動」を行うことが明記された。これらをはじめとして平成 29 年版学習指導要領の
記述には，「21 世紀型スキル」5)の影響がみられる。白水始は，「21 世紀型スキル」を「他
者との対話の中で，テクノロジも駆使して，問題に対する解決や新しい物事のやり方，考え
方，まとめ方，さらに深い問いなど，私たち人類にとっての『知識』を生み出すスキル」6)
と定義している。社会科の目標である「社会認識形成を通して公民的資質を育成する」の社
会認識形成は，社会のしくみをわかることである。そして，形成した社会認識をもとにして
社会的論争問題に対する意志(思)決定をすることで，公民的資質の育成を図る。「21 世紀型
スキル」として述べられている「問題に対する解決」は，社会科の学習では社会的論争問題
について意志(思)決定をすることが該当する。 
 なお，本研究では「いし決定」を意志決定と意思決定に区別して使用する。公民的資質は， 
未来の社会を形成できる一人ひとりが育成すべき力ととらえる。そして，未来の社会の形成 
に必要なのは一人ひとりが社会の一員として社会の形成を「成し遂げようとする心」＝意志 
であると定義し，意志決定の表記を用いる。意志決定とは，個人(I，You，He，She)による 
決定である。集団による「いし決定」は，「個人の意志をもとに調整などをとおして合意形 
成された考え」＝意思であると定義し，意思決定の表記を用いる。意思決定とは，集団(We， 
You，They)による決定である。また，様々な意志決定と意思決定を求める社会科授業構成 
論があるものの，他の社会科授業構成論，例えば，社会参画型学習の授業構成論との比較に 
おいて，意志決定学習と意思決定学習をまとめて考察することに意義がある場合は，意志 
(思)決定型学習の表記を用いる。ただし，いずれも引用部分については引用元の表記にした 
がう。 
以上のことから，社会科学習では問題解決的な学習が重視され，さらに他者との対話をと
おした意思決定学習がこれまで以上に重視されることは容易に想像できる。これからの社
会科には，より実社会に近いリアルな文脈の中で，社会について知り，社会をよりよくする
方法について考える学習の展開が求められるだろう。それらの学習にもはや「暗記教科」の
要素はない。しかし，手放しでこのことを歓迎することはできない。先述の社会科に苦手意
識をもつ子どもから，ますます社会科が離れてしまうことが危惧される。子どもの社会科に
対する苦手意識の軽減が図られることなく，学習が高度になったと感じさせることは回避
しなければならない。「何を他者と対話すればよいのか」，「話し合うためにどのような知識
があればよいのか」という問いかけに対して，他者と共有すべき知識を習得する方法や，「何
をどのように考えればよいのか」という問いかけに対して，習得した知識を関連付けて活用
する方法を学ばせずに「対話だ，議論だ」といっても，それは大海原に海図を持たせずに子
どもを放り出すようなものである。 
以上のような筆者の主張に対して，従前の意志(思)決定型学習でも，子どもに対して知識
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の習得や関連付けを指導し，根拠を明確にした合理的な意志(思)決定ができるようにしてき
たという反論があるだろう。しかし，従前の社会的論争問題に関する意志決定が，根拠と結
論に論理整合性があるからといって，論理的な思考に基づく合理的な意志決定といえるの
かという問題について再検討しなければならない。体裁としては論理的であるように見え
ても，子どもは直感的な意志決定をしていることがある。このような意志決定をもとに，集
団で議論をしても意味がない。また，社会科で求められている公民的資質の育成は，直感的
に意志決定をする子どもを育てることではなく，論理的な思考をもとに判断したり，意志決
定したりできる子どもを育てることである。したがって，従前の社会科学習によって，子ど
もの公民的資質や能力の育成を図ることができているのかについて再検討し，その上で子
どもの思考過程に合わせた新たな社会科授業構成論の構築が必要になる。 
 本研究では，子どもが論理的に思考をするための手立てを思考過程の可視化に求める。思
考過程の可視化によって，子どもが自分の思考過程を省察しながら意志決定し，問題解決を
図ることをめざす。対話や議論が注目され，社会科学習でも集団による活動が重視される傾
向がある。しかし，個人による意志決定なしに集団による意思決定は成立せず，公民的資質
の育成を図ることはできない。本研究では，個人による意志決定学習に着目し，その意志決
定の合理性を高めることで，子ども一人ひとりの公民的資質の育成を図ることをめざす。 
  
 
第 2節 研究の方法と論文構成 
 研究の目的を達成するために，次の六つの方法によって研究を行う。 
  (1)社会科教育学の先行研究分析と学習指導要領の記述分析をもとに，本研究における 
公民的資質の定義をする。(第Ⅰ章) 
  (2)公民的資質の育成をめざす社会科授業構成論を分析し，その成果と課題を明らかに 
する。さらに，公民的資質の育成に有効な授業構成論が意志(思)決定型学習であるこ 
とを，分析をもとに明らかにする。(第Ⅱ章) 
  (3)意志(思)決定型学習の成立要件を明らかにし，その成立要件をもとに子どもの意志決 
定学習の思考過程を認知的な視点から分析する。さらに，その分析をもとに従前の意 
志決定学習の限界と課題を明らかにする。分析の視点として，認知心理学と行動経済 
学の研究成果を援用する。(第Ⅲ章) 
  (4)(3)で明らかになった意志決定学習の課題を克服する授業構成論である「基礎的意志 
決定学習」を構築する。(第Ⅳ章) 
  (5)「基礎的意志決定学習」による中学校社会科授業を実践し，子どものワークシート 
記述の分析によって。その有効性と課題を明らかにする。(第Ⅴ章) 
  (6)(5)で明らかになった課題の分析をもとに，改善プランを策定する。改善プランによ 
る中学校社会科授業を実践し，その有効性を明らかにする。(第Ⅴ章) 
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【註及び引用参考文献】 
1)概念探究型授業については，次の文献に詳しい。岩田一彦『社会科授業研究の理論』明治 
図書,1994 年,163p. 
2)意志(思)決定型学習については，第Ⅱ章，第Ⅲ章で詳述する。 
3)社会参画型学習については，第Ⅱ章で詳述する。 
4)文部科学省『中学校学習指導要領(平成 29 年版)解説社会編』東洋館出版社,2018 年,p.29 
5)メルボルン大学の『ACT21S』プロジェクトの研究成果をもとに，日本において東京大学
大学総合教育センター大学発教育支援コンソーシアム推進機構 CoREF の研究成果とし
て示されたものが「21 世紀型スキル」である。次の文献に詳しい。三宅ほなみ(監訳)益川
弘和・望月敏男(編訳)『21 世紀型スキル』北大路書房,2014 年,265p. 
6)白水始「新たな学びと評価は日本で可能か」三宅ほなみ(監訳)益川弘和・望月敏男(編訳)
『21 世紀型スキル』北大路書房,2014 年,p.207 
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第Ⅰ章 本研究における公民的資質の概念規定 
 
本章では，本研究における公民的資質の概念規定を行う。 
第 1 節では，社会科教育において公民的(市民的)資質 1)がどのようにとらえられているか
について論じる。まず，公民には市民と国民の概念が包含されていることについて明らかに
する。そして，その公民の概念は『昭和 22 年版学習指導要領社会編(Ⅰ)(Ⅱ)試案』以来，学
習指導要領の目標記述にどのように反映されてきたか，学習指導要領がどのようにして公
民的資質を育成しようとしてきたかについて分析する。さらに，社会科教育学の研究者及び
実践者が公民的(市民的)資質をどのように定義し，その育成を図ろうとしているかについて
分析する。 
第 2 節では，第 1 節で明らかになったことをもとに，本研究における公民的資質の定義
を示す。 
 
第 1節 社会科教育における公民的(市民的)資質 
1 学習指導要領における公民的資質の記述の変遷 
 社会科教育において，教科の目標である公民的資質の育成を市民的資質の育成と置き換
えて使用することがある。市民的資質という用語を使用する理由として，公民という用語に
少なからず抵抗感をもつことがあげられる。しかし，現在では公民的資質を使用していよう
と，市民的資質を使用していようと，その違いで議論することはない。また，「公民的資質
＝市民的資質」ととらえるむきもある。仮に，二つの資質が同義であるならば，反対に市民
的資質を公民的資質と置き換えても何ら問題はないことになる。しかし，市民的資質を公民
的資質に置き換えることに対して抵抗感があるとするならば，それは公民的資質と市民的
資質は別の資質だということになる。もちろん，公民的資質と市民的資質に重なる部分はあ
る。しかし，二つの資質は完全に重なる同じ資質ではない。そこで，本項では，学習指導要
領における公民的資質の記述の変遷をたどり，公民的資質と市民的資質それぞれの定義に
ついて検討する。 
 
(1)公民に包含される国民と市民 
昭和 44 年 4 月 14 日の文部省告示第 199 号で「公民的分野」が誕生したころから，公民
的資質という用語に対する抵抗感をもつ人々がいた。 
- 6 - 
 
平田嘉三は，公民的資質という用語を用いることに抵抗感をもつ人々がいたことを述懐
し，次のように述べている 2)。 
 
    周知のとおり，昭和 44 年 4 月 14 日，文部省告示第 199 号で中学校学習指導要領が改訂され，従 
   前において「政治・経済・社会的分野」と称せられていたものが「公民的分野」となったのであるが， 
その際，「公民的分野」というのは“皇民”を育成するための分野であるとして，当時，革新的学者や 
組合から激しい批判と攻撃を受けた。 
 
 当時，学習指導要領や学習指導要領指導書の作成に携わった大森照夫や梶哲夫は,「公民
＝皇民」ととらえた批判に対して次のような論を展開し，その誤った解釈の修正を試みてい
る。大森と梶が，どのように誤った解釈の修正を試みたのかを振り返る。 
大森照夫は，「公民」の概念の変遷を次の表Ⅰ-1 のようにまとめている 3)。 
 
表Ⅰ-1 「公民」の概念の変遷 
時期 意図や特徴 
大化の改新 読みはオオミタカラ，天皇制古代国家の国民。 
明治時代初め 地方の有権者をさす用語，「市町村ノ公民」。 
明治時代末期
～昭和初期 
「市町村ノ公民教育」→公民教育，公民科へ発展。 
ドイツ流の公民教育の影響→市民を中核とする公民概念に国家と国民の
概念が包含。 
＊当初の公民科：国民と市民を合わせた概念。 
戦時下 公民＝皇民。 
戦後 社会科発足の前に構想された公民科でも，発足した社会科においても複
合性(市民と国民)をもつ昭和初期の概念を引き継ぐ。 
(大森の論をもとに王子作成) 
 
 大森は，天皇制古代の国民が「公民」と記述されても，「オオミタカラ」と読まれてい
たことと明治時代の初めから昭和初期にかけて「市町村ノ公民」とされていたことから，
公民は市民を中核とする概念であるとし，「公民＝皇民」の解釈の修正を試みている。ま
た，戦時中の特定の期間のみ「公民＝皇民」の概念が用いられていたことを明らかにして
いる。 
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梶哲夫は，公民の概念への批判に対して，次のように述べている 4)。 
 
   その批判(王子：公民に対する批判)の核心は，公民＝オオミタカラというように解し，したがって 
   それは戦前の公民教育の復活であり，国家，国益に奉仕させる押し付けの公民教育であるという点 
にある。しかし，日本国憲法，教育基本法の精神に基づく社会科教育において，公民をこのように 
解することが妥当ではないことはいうまでもない。 
 
 梶は，公民の概念について，次のように述べている 5)。 
 
いうまでもなく，児童・生徒は近い将来，必ず参政権その他の権利をもった，主権に参加する個々 
の国家構成員となることは明白なことであり，国民として，また，地方公共団体の住民として，公的 
な関係における権利・義務の主体者となり，よりよい社会の形成に関与することが期待されている。 
このような個人がまさに公民であり，公民という概念は，参政ということとの関連がきわめて強い。 
  
大森と梶の論から，社会科において児童・生徒に育成することをめざす公民的資質とは，
公的な関係における権利・義務の主体者となり，将来の市民社会の形成者と国家の形成者と
しての役割をはたすことのできる資質であることがわかる。その資質とは，国家の方針に従
順に従うことではなく，国家の方針を批判的に吟味し，責任ある判断ができる，よりよい社
会を形成する有権者としての資質である。  
大森は，公民の概念が市民と国民との複合概念であるとして，公民的資質を次のように分
類・整理している 6)。 
 
   ①市民概念からみた公民的資質 
②国民概念からみた公民的資質 
③政治教育を中心とする狭義の公民教育の観点からとらえた公民的資質(→公民として必要な政治 
 的教養) 
    ④政治ばかりでなく経済，社会等のより広い社会生活にわたって考えた広義の公民教育の観点か 
     らとらえた公民的資質(→公民として必要な経済的教養) 
     ⑤地理的・歴史的な認識面から見た公民的資質 
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 祇園全禄は，公民的資質について，次のように述べている 7)。 
 
  社会科は「社会認識を通して，公民的資質を育成する」教科である。公民的資質は，社会科の究極目 
  標ともいえ，それは「国際社会に生きる民主的，平和的な国家・社会の形成者として必要な資質」とい 
える。 
 
 祇園は，学習指導要領の記述分析をもとに社会科における公民について，次のように定義
している 8)。 
 
   社会科でいう公民は，市民社会の一員としての市民及び国家の一員としての国民を意味していると 
   解することができる。従って，公民的資質は市民としての側面と国民としての側面とをもつ態度・能 
力に重点がおかれた概念と解することができる。 
  
祇園は，公民を市民社会の一員と国家の一員として生きる人と定義している。そして，市
民社会を形成する人と国家を形成する人としての両方の資質を公民的資質としている。 
 梶は，公民的資質について，次のように述べている 9)。 
 
   ところで，国民主権にふさわしい公民としての資質つまり公民的資質を考察するには狭い意味の 
政治的教養のみでなく，社会的存在としての個人の望ましい資質を社会科教育の観点から吟味する 
ことが必要であると考える。すなわち，社会的存在としての個人は，集団の一員として，市民とし 
て，住民として，国民として，さらには国際社会の一員としての諸側面をもっている。 
 
 大森，梶と祇園の論から，公民的資質は，市民としての資質と国民としての資質の両方が
含まれている複合的な資質であることがわかった。 
以上のことから，公民的資質の育成とは，市民としての資質と国民としての資質との両方
を育成することをめざしていることがわかる。次に，各学習指導要領の社会科の目標記述の
変遷をたどり，その目標記述が市民としての資質と国民としての資質のどちらを求める傾
向があるかについて分析する。 
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(2)学習指導要領における公民的資質の記述分析 
 公民的資質に関する学習指導要領及び学習指導要補説編，学習指導要領指導書または解
説編の記述分析を行う。公民的資質という文言は，『昭和 22 年版学習指導要領社会科編
(Ⅰ)(Ⅱ)(試案)』を解説する目的で作成された『昭和 23 年版小学校社会科学習指導要領補説
編』(以後，『昭和 23 年版補説』)に示されている。『昭和 23 年版補説』における公民的資質
の記述は，次のとおりである 10)。 
 
一、社会科の目標  
    社会科の主要目標を一言でいえば、できるだけりっぱな公民的資質を発展させることであります。  
これをもう少し具体的にいうと、児童たちが、(一)自分たちの住んでいる世界に正しく適応できるよ
うに、(二)その世界の中で望ましい人間関係を実現していけるように、(三)自分たちの属する共同社会
を進歩向上させ、文化の発展に寄与することができるように、児童たちにその住んでいる世界を理解
させることであります。そして、そのような理解に達することは、結局社会的に目が開かれるという
ことであるともいえましょう。  
    児童たちが社会的に目を開くためには、社会の根本的諸機能と、それらの機能が相互に関係しあっ
て作っている社会生活全体を、人間らしい生活をいとなみたいという人間の根本的欲求、すなわち人
間性に関係させて深く理解しなければなりません。なかでも、社会生活を成立させ発展させている重
要な条件として、(一)人と人との間の相互依存関係、(二)人間と自然環境との間の相互依存関係、(三)
個人と社会制度や施設との間の相互依存関係、を理解することが肝要であります。  
 しかし、りっぱな公民的資質ということは、その目が社会的に開かれているということ以上のもの
を含んでいます。すなわちそのほかに、人々の幸福に対して積極的な熱意をもち、本質的な関心をも
っていることが肝要です。それは政治的・社会的・経済的その他あらゆる不正に対して積極的に反ぱ
つする心です。人間性及び民主主義を信頼する心です。人類にはいろいろな問題を賢明な協力によっ
て解決していく能力があるのだということを確信する心です。このような信念のみが公民的資質に推  
進力を与えるものです。  
    社会的に目が開かれていることは、民主社会を建設し維持するのに欠くことのできない条件です。
しかし社会的に目のあいていること、社会的な関心をもっていることは、さらに、よい共同生活をす
るのに不可欠なさまざまの技能や習慣や態度と結合していなければなりません。すなわちその時々の
事態に応じて適切に処理すること、建設的に協力すること、他人の権利を尊重すること、疑わしい意
見や正しくない意見とたたかうことなど、総じて民主的社会の有為な公民として必要な数多くの特性
を身につけていなくてはなりません。
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以上のように，戦後まもなく社会科が誕生した時から社会科の目標として公民的資質の
育成が意識されていたことがわかる。それでは，『昭和 23 年版補説』が述べる公民的資質と
はどのようなものであろうか。 
『昭和 23 年版補説』には，社会科が戦後の日本社会に民主主義を定着させる役割を担お
うとする姿勢が強く現れている。その背景には，戦前の国家の方針に無批判で従順な国民を
育てる教育に対して，教育者自身もまた無批判な国民の一人として無批判にそれを受け入
れてしまった反省がある。『昭和 23 年版補説』が述べる公民的資質は，国家の形成者として
よりも自分たちの住んでいる社会を民主的にする市民としての資質が強調されている。特
に，住んでいる世界を理解させることが児童の社会的な目を開いていくという論理は，本研
究で後に論じる初期社会科の実践を理論的に支えるものとなる。 
学習指導要領本体に社会科の目標として初めて公民的資質が位置づけられたのは，昭和
43 年版の小学校学習指導要領(以後，『昭和 43 年版小』)である。『昭和 43 年版小』におけ
る社会科の目標は，次のとおりである 11)。 
 
   第１ 目標 
社会生活についての正しい理解を深め，民主的な国家，社会の成員として必要な公民的資質の基礎 
を養う。このため，  
１ 家庭の役割，社会および国家のはたらきなどそれぞれの特質を具体的な社会機能と結びつけて 
正しく理解させ，家庭，社会および国家に対する愛情を育てるとともに，自他の人格の尊重が民 
主的な社会生活の基本であることを自覚させる。  
２ さまざまな地域にみられる人間生活と自然環境との密接な関係，自然に対する積極的なはたら 
きかけの重要性などについて理解させ，郷土や国土に対する愛情，国際理解の基礎などを養う。  
３ われわれの生活や日本の文化，伝統などはすべて歴史的に形成されてきたものであることを理 
解させ，わが国の歴史や伝統に対する理解と愛情を深め，正しい国民的自覚をもって国家や社会 
の発展に尽くそうとする態度を育てる。  
４ 社会生活を正しく理解するための基礎的資料を活用する能力や社会事象を観察したりその意味 
について考える能力をのばし，正しい社会的判断力の基礎を養う。 
 
 以上の『昭和 43 年版小』の目標の記述から，公民的資質の基礎は国民としてもつべき資
質の基礎だけでなく，地域社会や家庭の一員である市民としてもつべき資質の基礎を養う
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ことの両方をめざしていることがわかる。国民として，または市民としてもつべき資質を，
①所属する集団(家族・社会・国家)への愛情，②民主的な考え方の育成，③我が国の自然に
対する畏敬の念，④国際理解の姿勢，⑤歴史や伝統に対する敬意，⑥国家・社会を発展させ
る一員としての自覚，⑦社会において正しい判断ができる能力の育成，の態度と能力の目標
で示している。『昭和 43 年版小』では，社会や郷土などの文言を使用しているものの，市民
としてよりも国民としての資質を育成しようとする意図が強まる。また，②と⑦以外は，安
定した国家・社会を形成する一員としての態度を社会科で養おうとする態度重視の目標設
定となっている。 
『昭和 23 年版補説』と『昭和 43 年版小』の公民的資質の育成は，国民及び市民として
の両方の資質を育成しようとする意図がみられる。しかし，それ以降は時代によってその二
つの資質の育成に対する記述において，並列に扱っていないなどの違いがみられる。さらに，
①学習指導要領の目標として公民的資質が明示される『昭和 43 年版』以前と②『昭和 43 年
版』以降の学習指導要領の記述を分析し，それぞれの時代で学習指導要領がめざした公民的
資質について明らかにする。 
 大正 11 年(1922)に実業補習学校に後期修身科として公民科が特設され，さらに昭和 6 年
(1931)に中学校及び師範学校でも公民科が修身科とは別の教科として成立した。同年に示さ
れた『中学校令施行規則中改正』をうけて，公民科の要旨を次のように示している 12)。 
 
第 6 条 公民科ハ国民の政治生活，経済生活並ニ社会生活ヲ完ウスルニ足ルベキ知徳ヲ涵養シ殊に
法ノ精神トトモニ共存共栄ノ本義トヲ会得セシメ公共ノタメニ奉仕シ事ニ当ルノ気風ヲ養
ヒ以テ善良ナル立憲自治ノ民タルノ素地ヲ養成スルヲ以テ要旨トス 
 
社会科誕生以前の戦前公民科がめざした「善良なる立憲自治の民」とは，現在でいえば投
票によって意志表示をする選挙民と選挙民の信任によって選出されて実際に政治を進める
被選挙民を指す。戦前公民科に求められたのは，社会の構成員として責任ある判断を行い，
社会を形成することのできる国民の育成であった。 
次に，社会科が誕生した『昭和 22 年版学習指導要領社会編Ⅰ』(以後，『昭和 22 年版Ⅰ』)
から『昭和 33 年版小学校学習指導要領』(以後，『昭和 33 年版小』)と『昭和 33 年版中学校
学習指導要領』(以後，『昭和 33 年版中』)までの目標記述を分析する。分析の視点は，学習
指導要領の目標に初めて公民的資質が位置づけられた『昭和 43 年版小』の記述との比較に
- 12 - 
 
よって行う。既に論じたように，『昭和 43 年版小』の公民的資質は，国民としての資質と市
民(地域社会の一員)としての資質の両方を養うことをめざしていた。それらは，①所属する
集団(家族・社会・国家)への愛情，②民主的な考え方の育成，③我が国の自然に対する畏敬
の念，④国際理解の姿勢，④歴史や伝統に対する敬意，⑤国家・社会を発展させる一員とし
ての自覚，⑥社会において正しい判断ができる能力の育成でまとめることができる。この
『昭和 43 年版小』の目標記述を基準にして，他の学習指導要領が国民としての資質と市民
としての資質のどちらに重点を置いた目標記述になっているかについて明らかにする。 
『昭和 22 年版Ⅰ』から『昭和 33 年版小』，『昭和 33 年版中』までの分析結果は，次の表
Ⅰ-2 のとおりである。 
 
表Ⅰ-2 昭和 22年版～33年版学習指導要領 13)における公民的資質に関する目標記述 
学習指導要領(版) 目標記述 分析 
昭和 22 年版 
(以後，『昭和 22 年
版』) 
一 生徒が，人間としての自覚を深めて人格
を発展させるように導き，社会連帯性の意
識を強めて，共同生活の進歩に貢献すると
ともに，礼儀正しい社会人として行動する
ように導くこと。  
二 生徒に各種の社会，すなわち家庭・学校
及び種々の団体について，その構成員の役
割と相互の依存関係とを理解させ，自己の
地位と責任とを自覚させること。  
三 社会生活において事象を合理的に判断
するとともに，社会の秩序や法を尊重して
行動する態度を養い，更に政治的な諸問題
に対して宣伝の意味を理解し，自分で種々
の情報を集めて，科学的総合的な自分の考
えを立て，正義・公正・寛容・友愛の精神
をもって，共同の福祉を増進する関心と能
力とを発展させること。 (以降省略：王子) 
・『昭和 43 年版小』
にある国民，国
家，国土という
文言がない。 
・『昭和 43 年版小』
にある国際理解
という文言がな
い。 
・市民としての資
質の育成を求め
る傾向が強い。
国家レベルでは
なく，児童生徒
が生活する地域
社会で生きる資
質の育成を念頭
においている。 
昭和 26 年版 
(以後，『昭和 26 年
版』) 
一，自己および他人の人格，したがって個性
を重んずべきことを理解させ，自主的自律
的な生活態度を養う。  
二，家庭・学校・市町村・国その他いろいろ
な社会集団につき，集団内における人と人
との相互関係や，集団と個人，集団と集団
との関係について理解させ，集団生活への
適応とその改善に役だつ態度や能力を養
う。  
三，生産・消費・交通・通信・生命財産の保
全・厚生慰安・教育・文化・政治等の根本
的な社会機能が，相互にどんな関係をもっ
ているか，それらの諸機能はどんなふうに
・『昭和 43 年版小』
にある国民，国
家，国土という
文言がない。 
・『昭和 43 年版小』
にある国際理解
という文言がな
い。 
・二の記述にある
社会集団の中に
国という表記が
あるものの，主
に地域社会の形
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営まれ，人間生活にとってどんな意味をも
っているかについて理解させ，社会的な協
同活動に積極的に参加する態度や能力を
養う。 
四，(中略：王子)  
五，社会的な制度・施設・慣習などのありさ
まと，その発達について理解させ，これに
適応し，これを改善していく態度や能力を
養う。  
成者を育成しよ
うとしている。
二の記述で，家
庭・学校…のよ
うに並んでいる
ことからも市民
としての資質を
育成しようとす
る傾向が強い。 
昭和 30 年版小学校 
(以後，『昭和 30 年版
小』) 
１ 自己および他人の人格やそれぞれの個
性を重んずべきことを理解させ，自主的自
律的な生活態度を養う。  
２ 家庭・学校・市町村・国その他いろいろ
な社会集団につき，集団内における人と人
との相互関係や，集団と個人，集団と集団
との関係について理解させ，集団生活への
適応とその改善に役だつ態度や能力，なら
びに国際協調の精神などを養う。  
３ 生産・消費・交通・通信・生命財産の保
全・厚生慰安・教育・文化・政治などの社
会機能の働きや，その相互の関係について
基本的なことがらを理解させ，社会的な協
同活動に積極的に参加する態度や能力を
養う。  
４ (中略：王子)  
５ 社会的な制度・施設・慣習などのありさ
まと，その発達について理解させ，これに
適応し，これを改善していく態度や能力を
養う。 
・『昭和 43 年版小』
にある国民，国
家，国土という
文言がない。 
・『昭和 26 年版』
から「国際協調
の精神」が追加
された。2 におい
て，家庭・学校…
と並んでいるこ
とから市民とし
ての資質を育成
しようとする傾
向が強い。 
昭和 30 年版中学校 
(以後，『昭和 30 年版
中』) 
１. 国家・地方公共団体，その他さまざまの
社会集団における人間の相互関係につい
ての理解を深め，これらの集団の機構や機
能について，小学校よりも，より広い見地
から，系統だてて理解させる。そして歴史
的背景や世界的視野の裏付けのもとに，現
代日本において，政治・経済・社会・国際
関係などにおいて，どのような問題がある
かについて目を開かせ，日常生活を通して
民主主義を現代のわが国の政治的，経済
的，社会的活動に具体的に生かしていく能
力や態度を養う。(中略：王子) 
２. 日本の各時代の概念を明確につかませ，
歴史の発展過程を総合的に理解させ，国家
の伝統と文化について，正しい理解をもた
せる。また，日本の歴史ばかりでなく，世
界史的な内容も通して，日本史に関するも
のを主体としながらも，それとの関連にお
いて世界史の流れをとらえ，結果において
は，その時代系列のあらましがつかめるよ
うにする。そして現代のわが国における政
・『昭和 43 年版小』
にある国土とい
う文言がない。
国民，国家とい
う文言が使用さ
れ始める。 
・国を愛する心情
という文言が使
用される。 
・『昭和 30 年版小』 
と異なり，１が 
国家・地方公共 
団体の順になっ 
ている。また，国 
家の伝統と文化 
の理解を求めて 
いる。『昭和30年 
版中』は『昭和 30 
年版小』と異な 
り，国民として 
の資質の育成も
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治的，経済的，社会的な諸問題が，どのよ
うな歴史的背景をもっているかを理解し，
国家の伝統と課題について，歴史的考察力
を養う。(中略：王子)  
３. 政治的，経済的，社会的，国際的観点を
小学校よりも強化して，日本や世界の各地
域の生活の特色を，他地域との比較・関連
において明確につかませ，その地域の生産
その他の諸事象が相互に関連性をもつこ
とや，各地域が日本や世界の中で占めてい
る地位について理解させる。なお世界の中
でも，特にアジア＝太平洋地域における諸
問題についての関心を深めること，これか
らのわが国では国民が自然環境に対して
積極的に働きかけること，国際的協調に対
して努力することなどがたいせつである
ことについても，理解を深める。そして，
地域相互間の関係，人間と自然との関係を
考察し，人々の生活は土地によって特色が
あるが，その底には共通な人間性が流れて
いることを理解して，わが国が当面してい
る問題について地理的に考察する態度や
能力を養い，国家や郷土に対する愛情を育
てる。  
４. 小学校よりもさらに広く深い領域を学
習させることにより，民主主義の諸原則に
ついての理解をいっそう深め，それがわれ
われの幸福にどのような関係をもってい
るかについて理解させ，これを実際の生活
に生かしていく態度を養う。また，それぞ
れの具体的事象についての学習を通して，
国を愛する心情や他国や他国民を敬愛す
る態度を養う。  
重視する傾向が
みられ，『昭和 43
年版小』に近い
記述となってい
る。 
・国際的観点をも 
つことや国際協 
調に対する理解
を求めている。 
昭和 33 年版小学校 
(以後，『昭和 33 年版
小』) 
１ 具体的な社会生活の経験を通じて，自他
の人格の尊重が民主的な社会生活の基本
であることを理解させ，自主的，自律的な
生活態度を養う。  
２ 家庭・学校・市町村・国その他いろいろ
な社会集団につき，集団における人と人と
の相互関係や，集団と個人，集団と集団と
の関係について理解させ，社会生活に適応
し，これを改善していく態度や能力，国際
協調の精神などを養う。  
３ 生産・消費・交通その他重要な社会機能
やその相互の関係について基本的なこと
がらを理解させ，進んで社会的な協同活動
に参加しようとする態度や能力を養う。  
４ 人間生活が自然環境と密接な関係をも
ち，それぞれの地域によって特色ある姿で
営まれていることを，衣食住等の日常生活
・『昭和 43 年版小』
にある国土とい
う文言がない。 
・『昭和 43 年版小』
にある国際理解
という文言がな
い。 
・1 においては，
「具体的な社会
生活の経験を通
じて」と地域レ
ベルの共同体の
一員としての学
びを期待してい
る。5 においては
目標に国家，国
民という記述が
- 15 - 
 
との関連において理解させ，これをもとに
自然環境に対応した生活のくふうをしよ
うとする態度，郷土や国土に対する愛情な
どを養う。  
５ 人々の生活様式や社会的な制度・文化な
どのもつ意味と，それらが歴史的に形成さ
れてきたことを考えさせ，先人の業績やす
ぐれた文化遺産を尊重する態度，正しい国
民的自覚をもって国家や社会の発展に尽
そうとする態度などを養う。 
 
出現する。『昭和
30 年版小』より
も，国民として
の資質の育成が
期 待され てい
る。 
昭和 33 年版中学校 
(以後，『昭和 33 年版
中』) 
１ 自他の人格や個性を尊重することが社
会生活の基本であることについての理解
をいっそう深め，また民主主義の諸原則を
理解させ，これを日常の生活に正しく生か
していく態度や能力を養う。  
２ 人間生活と自然との関係，地域相互の関
係を考えさせ，人々の生活には地域によっ
て特色があることや，その底には共通な人
間性が流れていることを理解させ，広い視
野に立って，郷土や国土に対する愛情を育
てる。  
３ われわれの社会生活は長い歴史的経過
をたどって今日に及んでいること理解さ
せ，歴史の発展における個人や集団の役割
を考えさせ，よい伝統の継承や社会生活の
進歩に対する責任感を養う。  
４ 家族，村落，都市，国家その他の社会集
団の機能や，それらにおける人間の相互関
係，ならびにわが国の政治・経済の機構や
機能を理解させるとともに，わが国が当面
している諸問題に着目させ，社会生活に適
応し，さらにこれを改善していこうとする
積極的な態度や能力を養う。  
５ 世界におけるわが国の立場を正しく理
解させ，国民としての自覚を高め，民主的
で文化的な国家を建設して，世界の平和と
人類の福祉に貢献しようとする態度を養
う。 
・『昭和 43 年版小』
にある国民，国
家，国土という
文言が使用され
る。 
・日常生活にいか  
 すことや，家族，  
 村落，都市の表 
記がみられ市民 
としての資質の 
育成を意識して 
いる一方で「世 
界におけるわが 
国の立場」，「国 
民 として の自
覚」という表現
がみられる。中
学生に地域社会
の実践者として
の役割を期待す
るとともに，国
家が求める国民
としての基本的
な資質を育成し
よ うとし てい
る。 
  (王子作成，下線部：王子) 
 
『昭和 22 年版』と『昭和 26 年版』では，社会の一員として生活していく際にふさわし
い態度や社会の問題解決に積極的に参加することに重点がおかれている。国家レベルでは
なく，生徒が生活する地域社会で生きる市民としての資質の育成を念頭においている。 
『昭和 30 年版中』では「国家・地方公共団体」という文言が登場し，中学生に対して地
域社会の一員としての役割に加えて，国家を形成する一員としてのふさわしい態度と能力
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の形成を求めている。『昭和 30 年版小』には国家の文言がみられないことから，小学校で地
域社会の一員である市民としての資質を育成し，その資質に加えて中学校では国民として
の資質を系統的に育成しようとするねらいがみられる。また，国際理解に関しても同様で，
小学校では地域社会の一員としての資質の育成にとどまり，中学校では国際理解を求め国
民として国際社会でいかに生きていくかという資質を育成しようとしている。 
『昭和 33 年版小』では国家という文言が登場し，これまでの市民としての資質の育成に
加えて国民としての資質の育成を進めようとする意図がみられる。また，『昭和 33 年版小』
で「正しい国民的自覚をもって」という記述が，『昭和 33 年版中』では「世界におけるわが
国の立場を正しく理解させ，国民としての自覚を高め」という記述がある。これらの記述か
ら小中学校の学びを連続させて国民としての資質を育成しようとする意図がうかがえる。
『昭和 30 年版小・中』に比べて，『昭和 33 年版小・中』は国民としての資質を育成しよう
とする意図が強くみられる。両年版ともに社会のしくみの理解に基づく公民としての態度
の育成が強調されている。 
『昭和 33 年版小』では，「社会生活に適応し，これを改善していく」能力の育成が期待さ
れている。そして，その能力を育成するために様々な社会集団における相互関係や，集団と
個人，集団と集団との関係について理解することを求めている。『昭和 33 年版中』では，民
主主義の諸原則の理解に基づいて「民主主義の諸原則を日常の生活に正しく生かしていく」
能力の育成が期待されている。さらに，小学校からの学習を発展させた様々な社会集団の機
能や，それらにおける人間の相互関係，ならびにわが国の政治・経済の機構や機能の理解に
基づいて「社会生活に適応し，さらにこれを改善していこうとする」能力の育成も期待され
ている。以上のように，『昭和 33 年版小・中』において，国民や市民として求める資質は，
民主主義の原則や社会のしくみの理解を前提としている。つまり，社会認識形成をもとにし
て国民や市民としての資質の育成を図ろうとしていることがわかる。 
以上の『昭和 33 年版』までの学習指導要領及び補説編の目標記述の分析によって，次の
4 点が明らかになった。 
 
①学習指導要領本体に社会科の目標として公民的資質の育成という文言はないものの，
当初から国民としての資質，市民としての資質をともに育成しようとする意図がある
こと。 
②『昭和 22年版』と『昭和 26年版』では，国家や国民を強調せず，社会集団の一つとし
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て，国家や国民を意識させる記述となっていること。 
③『昭和 33 年版』の方が『昭和 30 年版』よりも国民としての資質を育成することが強
調されていること。 
④国民としての資質の育成に関しては，国家や社会を形成する能力の育成を求めておら
ず，態度の育成を求めていること。 
 
次に，学習指導要領の目標に公民的資質の育成が明示された『昭和 43 年版小』以降の記
述を分析する。分析結果は，次の表Ⅰ-3 のとおりである。 
 
表Ⅰ-3 昭和 43年版～平成 29年版学習指導要領 14)における公民的資質に関する目標記述 
学習指導要領(版) 目標記述 分析 
昭和 43 年版小学校 
(以後，『昭和 43 年版
小』) 
社会生活についての正しい理解を深め，
民主的な国家，社会の成員として必要な公
民的資質の基礎を養う。  
このため，  
１ 家庭の役割，社会および国家のはたら
きなどそれぞれの特質を具体的な社会
機能と結びつけて正しく理解させ，家
庭，社会および国家に対する愛情を育て
るとともに，自他の人格の尊重が民主的
な社会生活の基本であることを自覚さ
せる。  
２ さまざまな地域にみられる人間生活
と自然環境との密接な関係，自然に対す
る積極的なはたらきかけの重要性など
について理解させ，郷土や国土に対する
愛情，国際理解の基礎などを養う。  
３ われわれの生活や日本の文化，伝統な
どはすべて歴史的に形成されてきたも
のであることを理解させ，わが国の歴史
や伝統に対する理解と愛情を深め，正し
い国民的自覚をもって国家や社会の発
展に尽くそうとする態度を育てる。  
４ 社会生活を正しく理解するための基
礎的資料を活用する能力や社会事象を
観察したりその意味について考える能
力をのばし，正しい社会的判断力の基礎
を養う。 
 
 
 
 
・分析の基準 
・目標として，公民
的資質が初めて
示される。 
・従前の学習指導
要領と異なり，1
～4 で公民的資
質の基礎の具体
を示している。 
・国家，社会の成員
として必要なと
いう記述から，
公民的資質が国
民としての資質
と市民としての
資質の両方を包
含していること
がわかる。 
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昭和 44 年版中学校 
(以後，『昭和 44 年版
中』) 
地理，歴史および政治・経済・社会など
に関する学習を通して，社会生活について
の理解と認識を養い，民主的，平和的な国
家・社会の形成者として必要な資質の基礎
をつちかう。 このため，  
１ 広い視野に立って，わが国土に対する
認識とわが国の歴史に対する正しい理
解を深め，その基礎の上に，わが国の公
民としての基礎的教養をつちかうとと
もに個人の尊厳と人権の尊重が民主的
な社会生活の基本であることを自覚さ
せて，国家・社会の進展に進んで寄与し
ようとする態度を養う。  
２ 世界におけるわが国の役割を理解さ
せて，国民としての自覚を高めるととも
に，国際理解を深め，国際協調の精神を
養い，世界の平和と人類の福祉に貢献し
ようとする態度を育てる。  
３ 経済・社会・文化などが急速に変化発
展している日本や世界の現状に目を開
かせ，さまざまな情報に対処し，確実な
資料に基づいて公正に判断しようとす
る態度とそれに必要な能力の基礎をつ
ちかう。 
・公民的な資質と
い う文言 はな
い。 
・社会科の学習を
とおして，社会
認識形成を図る
ことで国家・社
会の形成者とし
ての資質の基礎
を培うという目
標と手段が明確
に示された。 
・小学校と同様，国
民としての資質
と市民としての
資質の両方を培
お うとし てい
る。 
昭和 52 年版小学校 
(以後，『昭和 52 年版
小』) 
社会生活についての基礎的理解を図り，
我が国の国土と歴史に対する理解と愛情
を育て，民主的，平和的な国家・社会の形
成者として必要な公民的資質の基礎を養
う。 
・民主的，平和的な
国家・社会の形
成者として必要
な公民的資質の
基礎を養うこと
から，国民とし
ての資質と市民
としての資質を
養おうとする意
図がみられる。 
・学年ごとの小目
標が設定される
ようになった。 
昭和 52 年版中学校 
(以後，『昭和 52 年版
中』) 
広い視野に立って，我が国の国土と歴史
に対する理解を深め，公民としての基礎的
教養を培い，民主的，平和的な国家・社会
の形成者として必要な公民的資質の基礎
を養う。 
・教養を培った上
で，公民的な資
質の基礎を養う
ことが目標とさ
れた。 
・各分野で小目標
が設定された。 
平成元年版小学校 
(以後，『平成元年版小』) 
社会生活についての理解を図り、我が国
の国土と歴史に対する理解と愛情を育て、
国際社会に生きる民主的、平和的な国家・
社会の形成者として必要な公民的資質の
基礎を養う。 
・昭和 52 年版の
「 基礎的 な理
解」が「理解」に
なった以外の変
更はない。 
平成元年版中学校 広い視野に立って、我が国の国土と歴史 ・昭和 52 年版に
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(以後，『平成元年版中』) に対する理解を深め、公民としての基礎的
教養を培い、国際社会に生きる民主的、平
和的な国家・社会の形成者として必要な公
民的資質の基礎を養う。 
「国際社会に生
きる」の文言を
追加した以外に
変更はない。 
平成 10 年版小学校 
(以後，『平成 10 年版
小』) 
社会生活についての理解を図り，我が国
の国土と歴史に対する理解と愛情を育て，
国際社会に生きる民主的，平和的な国家・
社会の形成者として必要な公民的資質の
基礎を養う。 
・平成元年版と同
記述。 
平成 10 年版中学校 
(以後，『平成 10 年版
中』) 
広い視野に立って，社会に対する関心を
高め，諸資料に基づいて多面的・多角的に
考察し，我が国の国土と歴史に対する理解
と愛情を深め，公民としての基礎的教養を
培い，国際社会に生きる民主的，平和的な
国家・社会の形成者として必要な公民的資
質の基礎を養う。 
・諸資料に基づい
た考察に関する
記述が追加。 
・公民的資質の育
成については変
更なし。 
 
平成 20 年版小学校 
(以後，『平成 20 年版
小』) 
社会生活についての理解を図り，我が国
の国土と歴史に対する理解と愛情を育て，
国際社会に生きる平和で民主的な国家・社
会の形成者として必要な公民的資質の基
礎を養う。 
・平成 10 年版から
大きな変更はな
い。「平和的→平
和で」に変更。 
平成 20 年版中学校 
(以後，『平成 20 年版
中』) 
広い視野に立って，社会に対する関心を
高め，諸資料に基づいて多面的・多角的に
考察し，我が国の国土と歴史に対する理解
と愛情を深め，公民としての基礎的教養を
培い，国際社会に生きる平和で民主的な国
家・社会の形成者として必要な公民的資質
の基礎を養う。 
・平成 10 年版から
大きな変更はな
い。「平和的→平
和で」の変更の
み。 
平成 29 年版小学校 
(以後，『平成 29 年版
小』) 
社会的な見方・考え方を働かせ，課題を
追究したり解決したりする活動を通して，
グローバル化する国際社会に主体的に生
きる平和で民主的な国家及び社会の形成
者に必要な公民的資質・能力の基礎を次の
とおり育成することを目指す。 
 (1)地域や我が国の国土の地理的環境，
現代社会の仕組みや働き，地域や我が
国の歴史や伝統と文化を通して社会
生活について理解するとともに，様々
な資料や調査活動を通して情報を適
切に調べまとめる技能を身に付ける
ようにする。 
 (2)社会的事象の特色や相互の関連，意
味を多角的に考えたり，社会に見られ
る課題を把握して，その解決に向けて
社会への関わり方を選択・判断したり
する力，考え方や選択・判断したこと
を適切に表現する力を養う。 
 (3)社会的事象について，よりよい社会
を考え主体的に問題解決しようとす
る態度を養うとともに，多角的な思考
・公民的資質だけ
でなく，公民と
しての能力の基
礎を育成するこ
とが目標となっ
ている。 
・社会的な見方・考
え方を働かせ，
課題を追究した
り解決したりす
ることで公民的
資質・能力の育
成を図ろうとし
ている。 
・公民的資質・能力
の基礎の育成を
具体的に (1) ～
(3) で示してい
る。共通してい
るのは，知識の
習得 (インプッ
ト )だけではな
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や理解を通して，地域社会に対する誇
りと愛情，地域社会の一員としての自
覚，我が国の国土と歴史に対する愛
情，我が国の将来を担う国民としての
自覚，世界の国々の人々と生きていく
ことの大切さについての自覚などを
養う。 
 
く，主体的に思
考したことを表
現する(アウトプ
ット)を求めてい
ることである。 
・地域社会の一員
としての自覚を
求めている。 
平成 29 年版中学校 
(以後，『平成 29 年版
中』) 
 社会的な見方・考え方を働かせ，課題を
追究したり解決したりする活動を通して，
広い視野に立ち，グローバル化する国際社
会に主体的に生きる平和で民主的な国家
及び社会の形成者に必要な公民的資質・能
力の基礎を次のとおり育成することを目
指す。 
 (1)我が国の国土と歴史，現代の政治，経
済，国際関係等に関して理解するとと
もに，調査や諸資料から様々な情報を
効果的に調べまとめる技能を身に付
けるようにする。 
 (2)社会的事象の意味や意義，特色や相
互の関連を多面的・多角的に考察した
り，社会に見られる課題の解決に向け
て選択・判断したりする力，思考・判
断したことを説明したり，それらを基
に議論したりする力を養う。 
 (3)社会的事象について，よりよい社会
の実現を視野に課題を主体的に解決
しようとする態度を養うとともに，多
面的・多角的な考察を通して涵養され
る我が国の国土や歴史に対する愛情，
国民主権を担う公民として，自国を愛
し，その平和と繁栄を図ることや，他
国や他国の文化を尊重することの大
切さについての自覚などを高める。 
・公民的資質だけ
でなく，公民と
しての能力の基
礎を育成するこ
とが目標となっ
ている。 
・社会的な見方・考
え方を働かせ，
課題を追究した
り解決したりす
ることで公民的
資質・能力の育
成を図ろうとし
ている。 
・公民的資質・能力
の基礎の育成を
具体的に (1) ～
(3) で示してい
る。共通してい
るのは，知識の
習得 (インプッ
ト )だけではな
く，主体的に思
考したことを表
現する(アウトプ
ット)を求めてい
る。 
・小学校では多角
的な考察を求め
ているのに対し
て，中学校では
多面的な考察も
求めている。 
・社会の課題を主
体的に解決しよ
うする態度の育
成を中学校では
求めている。 
・主権者としての
自覚を高めよう
としている。 
 (王子作成，下線部：王子) 
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『昭和 43 年版小』では，初めて目標に「公民的資質の基礎を養う」が明記される。『昭和
44 年版中』では，「国家・社会の形成者としての必要な資質」という表現が初めて登場する
ものの，公民的資質という表現はない。これは，この時に社会科が三分野に分かれたことか
ら，公民的資質の育成は公民的分野の目標とされたからである。したがって，『昭和 44 年版
中』の目標である「国家・社会の形成者としての必要な資質」は，『昭和 43 年版小』で示さ
れた公民的資質と同じ意図をもつものといえよう。また，『昭和 43 年版小』と『昭和 44 年
版中』から公民的資質の基礎を育成するための目標が小学校は 4 項目，中学校は 3 項目で
具体的に示されている。それらの小目標は，すべて社会的事象に対する理解やその理解のた
めの能力の育成が前提となっている。これらは，現在の「社会認識形成をとおして市民的資
質の育成を図る」で示される社会科の目標に通じるものである。また，『昭和 33 年版小』の
「具体的な社会生活の経験を通じて」と『昭和 33 年版中』の「日常生活に正しく生かして
いく態度や能力」という文言がなくなり，授業においてミクロな視点で社会を学ぶだけでな
く，マクロな視点で社会を学ばせようとする意図がうかがえる。 
『昭和 52 年版中』から中学校でも目標に公民的資質という文言が登場する。『昭和 44 年
版中』の理念を継承し，公民的資質は平和で民主的な国家・社会の形成者として必要な資質
であることを示している。『昭和 52 年版小・中』から『平成 20 年版小・中』までは，『昭
和 43 年版小』と『昭和 44 年版中』に示された具体的な資質育成のための目標がなくなり，
各学年及び各分野の目標として示されている。 
さらに，学習指導要領の記述の変遷から小学校の学習を中学校でどのように発展させる
かについても分析できる。例えば，『昭和 43 年版小』では「社会の成員(＝メンバー)」とし
ての資質の育成を求め，『昭和 44 年版中』では「社会の形成者(＝メーカー)」としての資質
の育成を求めている。これは，小中学校 9 年間(当時)の社会科の学習の系統性を重視し，公
民的資質の育成を図ろうとするものである。 
『平成元年版小・中』からは国際社会に生きるという文言が追加されている。公民的資質
が平和で民主的な国家・社会の形成者としての資質に加えて，国際社会に貢献できる資質へ
と拡大されていることがわかる。 
『平成 29 年版小・中』からは，従前の公民的資質の育成にとどまらず「公民的資質・能
力の育成」が求められるようになった。『平成 29 年版小・中』では，子ども自らが課題を発
見したり解決したりする学習を重視している。また，社会的な見方・考え方を働かせ，課題
を追究したり解決したりする活動をとおして公民的資質を育成し，その資質をどのように
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能力として発揮していくかを目標としている。このことから国家・社会の形成者として必要
な知識の習得にとどまらず，習得した知識や技能を活用できることもあわせて求めている
ことがわかる。 
以上の『昭和 43 年版』から『平成 29 年版』までの学習指導要領の目標記述の分析によ
って，次の 3 点が明らかになった。 
 
①社会認識形成をもとにして国家・社会の形成者としての資質を育成しようとしている
こと。 
②『平成元年版』から，国際社会を形成する一員としての資質の育成を求められるように
なったこと。 
③『平成 29 年版』から，公民的な資質のみでなく，公民的な資質・能力の育成が求めら 
れるようになったこと。 
 
(3)学習指導要領の記述分析からの考察 
 (1)で論じた公民的資質に包含される市民と国民としての資質と(2)で分析した学習指導要
領の目標記述分析から，次の 4 点が明らかになった。 
 
 ①公民的資質は，社会の形成者(市民)と国家の形成者(国民)の両方の資質を包含している 
複合的な概念であること。 
 ②『昭和 33 年版小・中』までは，市民としての資質を地域社会の形成者としての資質と 
とらえていること。 
 ③『平成元年版小・中』からは，公民的資質として国際社会に生きる人間としての資質が 
求められる。従前までの地域社会に生きる市民としての資質のみならず，平和で民主的 
な国際社会に貢献できる市民としての資質に対象を広げていること。 
 ④『平成 29 年版小・中』からは，従前からの資質の育成に加えて公民としての能力の育 
成を求めるようになる。知識のインプットにとどまるのではなく，アウトプットできる 
能力のある公民的資質を育成することをめざしていること。 
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 以上の分析をもとに，公民的資質の対象の変遷を次の図Ⅰ-1 として示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(王子作成)  
図Ⅰ-1 学習指導要領目標記述による公民の対象の変遷 
 
 社会科の目標として育成が求められる公民的資質は，時代の変遷とともにその対象と範
囲を拡大してきたことが学習指導要領の目標記述分析から明らかになった。既に論じたよ
うに，『昭和 33 年版小・中』では，市民としての資質を地域社会の形成者としての資質とと
らえている。本研究では，これを狭義の市民的資質と定義する。また，『平成元年版小・中』
からは，市民としての資質を平和で民主的な国際社会の形成者としての資質ととらえてい
る。本研究では，これを広義の市民的資質と定義する。 
以上のように，公民的資質には様々なとらえがある。しかし，すべてに共通している公民
的資質の理念は，政府の決定に従順に従う国民を意味するのではなく，政府の決定をも批判
的に吟味できる資質を意味する。それは未来の国家・社会を自ら形成し，さらに国際社会に
貢献することができる資質を育成することである。したがって，学習指導要領が示している
公民的資質とは，本研究で定義した広義の市民的資質に国民としての資質を加えたもので
ある。 
 
2 社会科教育学研究における公民的(市民的)資質  
 前項では，学習指導要領の記述をもとに公民的(市民的)資質の変遷を明らかにした。その
定義が時代の要請とともに変化をしていることから，公民的(市民的)資質は未だ明確に定ま
った定義がない。それゆえ，社会科の研究者や実践者の間では，公民的資質でもあっても市
①『昭和 22 年版』～   ②『昭和 43 年版小』～ ③『平成元年版』～ 
『昭和 33 年版小・中』   『昭和 52 年版中』     『平成 29 年版』 
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 地域社会
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国民 
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国際社会の一員 
 
 
 
国民 
 
地域社会の一員 
公民的資質 
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民的資質であってもその大まかな輪郭が共通理解されているだけで，社会科教育における
その射程とする範囲やめざす到達点は，各人に委ねられているのが現実である。 
永田忠道は，公民的資質に共通の固定的な見解がないことについて，次のように述べてい
る 15)。 
 
   そもそも社会認識や公民的資質の内実について，関係する実践者や研究者の間で，もし共通の固定 
   的な見解がつくられるとしたら，もはやそれは社会科ではない，別物になってしまう可能性が高いの 
ではないだろうか。 
     歴史を紐解いてみると，我が国では社会科が成立する以前，地理や日本歴史，修身といった既存の 
社会系教科は，そこで育成や形成を目指す社会認識や公民的資質について，非常に明確な統一見解が
示されていた。いわゆる戦前における社会系教科でねらわれた社会認識とは，自国優先拡大主義的な
国家認識であった。そして，そのような認識に即した軍国主義的・超国家主義的な皇国民としての姿
が，当時の統一化された公民的資質の実相であった。 
 
 永田は，公民的資質を統一的にとらえることの危険性を指摘し，公民的資質のとらえ方が
統一されていないことが「社会科らしさ」を担保している主張する。永田の論に依れば，研
究者や実践者のそれぞれのとらえ方による公民的(市民的資質)の育成を社会科の授業をと
おして図ることができればよいことになる。 
公民的資質を統一的にとらえることの危険性については賛同する。しかし，それも程度問
題であろう。社会科教育学の研究者や実践者は，実際にはある一定の範疇で公民的(市民的)
資質をとらえるべきである。例えば，国家の転覆を図る革命主義者は信念として「よりよい
社会をつくろう」と考えている。しかし，この信念は社会科で育てることが期待される公民
的(市民的)資質ではない。つまり，社会科教育学の研究者や実践者が「よりよい社会をつく
ろう」と考えるのは，あくまで現行の我が国の基本的な体制の中でのよりよい社会のあり方
を，社会科の授業をとおして追究するということである。それは，無論，国家の方針をすべ
て受容するということではない。国家の方針や社会のあり方を批判的に吟味しながら，現在
の社会をマイナーチェンジしていくことである。「よりよい社会をつくる」とは，「異なる社
会」をつくるフルモデルチェンジを求めているのでない。 
そこで，本項では社会科教育学の研究者の公民的(市民的)資質のとらえを分析し，社会科
が担うべき公民的(市民的資質)の射程を明らかにする。 
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今谷順重は，市民的資質の条件を類型化し，次のように述べている 16)。 
 
    つまり，これらの主張の中で民主的な市民的資質の条件として強調されていることは，社会生活 
についての豊かで質の高い知識，こういった知識を必要に応じて活用し発展させていくことを可能 
にする学問的社会的技能，個人的集団的な行為の選択基準として社会生活の中に存在している価値 
や規範を明確化し，それを思慮深くて勇気のある批判を通してより民主的なものに創り変えていく 
ことのできる，価値探究および価値形成の能力，自分の保持する願いや価値をふまえて，それを最 
も効果的に実現することのできる社会的行為を選択する合理的意志決定，これらの視点を統合的に 
活用しながら実際の生活場面に積極的にかかわり建設的に参加していこうとする実践的な社会的 
行動力という，5 つの要素に類型化することができるであろう。 
 
 今谷の述べる市民的資質の五つの要素は，①社会生活についての豊かで質の高い知識，②
①の知識を活用し発展させる学問的社会的技能，③価値探究および価値形成能力，④合理的
意志決定，⑤社会的行動力である。ただし，①~⑤の要素は並立するものではなく，関係性
や階層性がある。今谷の論を整理すれば，③価値探究，④合理的意志決定，⑤社会的行動力
は，①の習得した知識を②の技能で活用することでなされる。①と②は③~⑤の学習を支え
る基礎的な役割をはたし，③~⑤では求める市民的資質のレベルが異なる。したがって，①
②と③④⑤には関係性があり，③~⑤には階層性がある。つまり，社会科授業で育成をめざ
す市民的資質とは，価値判断ができる，意志決定ができる，社会参加ができる，のいずれか
となる。 
 
(1)価値判断，意志決定までを射程とする場合 
 小原友行は，マシャラス(Massialas ,B.G.)の論をもとに，市民的資質について，次のよう
に述べている 17)。 
 
   従って，マシャラスの主張するデシジョンメーキングの能力とは，問題場面で科学的な事実認識と
反省的に吟味された価値判断に基づいて合理的な社会的決断ができる能力であると考えることがで
きる。それは民主的社会に生きる市民にとって不可欠なものである。このようなデシジョンメーキン 
グの能力こそ，社会認識を通して育成される市民的資質の中身であると考えることができる。 
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 小原は，市民的資質として今谷に述べる③価値探究と④合理的意志決定までを求めてい
るものの，社会参加ができることまでを求めていない。 
池野範男は，市民的資質について，次のように述べている 18)。 
 
   市民的資質は社会の中に位置づけられた市民，あるいは社会を作り出す市民として必要な能力や態 
度である。このような能力や態度こそ，社会科が実質的に掲げるべき目標である。民主主義を社会編 
成原理にした現代社会の市民に必要な能力や態度とは自立した市民にとってのそれであり，その能力 
と態度は一言でいえば，批判であろう。(中略：王子)民主主義社会では，そこに存在するものはつね 
に合理性と正当性をもつ必要から批判にさらされるとともに，そのような批判を遂行する能力を個々 
人に要求する。     
 
 池野の述べる市民的資質は，物事を自明視したり，無批判に他人の意見を受容したりはし
ない能力である。社会問題や社会における様々な決定を批判的・反省的に吟味する過程を経
て，価値判断や意志決定ができる能力を市民的資質としている。 
 岩田一彦は，社会科授業で育成する市民的資質について，次のように述べている 19)。 
 
   社会科授業で育成する市民的資質の中核は，合理的意志決定能力である。それは，科学的探究を通 
して社会に関する構造的知識を習得し，それを生かした価値判断ができることである。 
 
岩田が社会科授業で育成する市民的資質の中核とする合理的意志決定は，分析検討した
情報をもとに根拠を形成し，その根拠によって価値判断することである。自身の形成した社
会認識を批判的に分析した上で，価値判断・意志決定の根拠を導き出していく。 
 小原，池野，岩田らは，子ども一人ひとりが社会科の授業で社会認識形成を図り，その社
会認識を活用して価値判断・意志決定ができることを求めている。社会認識を活用した価値
判断・意志決定による市民的資質の育成をめざしている。 
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(2)行動-社会参加までを射程とする場合 
 谷川彰英は，社会科の役割について，次のように述べている 20)。 
 
社会科は単に社会を認識させることにとどまらず，意思決定をし，どう行動できるようになるか 
が決め手である。 
    人間の行動には「社会市民的な行動」(socio-civic behavior)と「個人的な行動」(personal behavior)
とがある。(中略：王子)そして，社会科が担うべきなのは前者の市民的行動である。   
 
 谷川は，公民的(市民的)資質を育成するために社会科が担うべき役割として，子どもがど
のような行動をできるようになるかを求めている。 
唐木清志は，市民的資質の育成について，次のように述べている 21)。 
 
社会科教育とは市民の教育を意味し，協力して社会の共同福祉を実現できる人間の育成こそを  
    目指すべきである。それを見失った社会科は，もはや社会科とは言えない。 
      社会科の教師として，公民的資質の中核に社会参加を位置づけておくことは重要である。この 
ような理解に基づくことで，教師は，自らが計画・実践した社会科授業が子どもたちの「よりよ 
い社会の形成に参画する資質や能力」の育成に有効であったかを点検することができる。  
 
唐木は，社会参加という行動を公民的資質の中核にとらえている。さらに，唐木は社会参
画型学習のあり方について，次のように述べている 22)。 
 
    社会参画型授業でも，「Ⅰ 問題把握」や「Ⅱ 問題分析」の段階で，社会的事象に関する構造 
的な理解や，関連する基礎的・基本的な知識の習得が大切にされているということである。「社会 
参画」という言葉から，どうしても「Ⅳ 提案・参加」の側面を連想される方が多い。しかし，そ 
れは社会参加型授業の必要条件になりえても，十分条件になりえない。そもそも，安易に行動面ば 
かりを強調することになるし，また「体験あって学びなし」の授業が横行するばかりとなる。 
  
唐木は，社会参画型授業では社会的事象に関する構造的な理解や，関連する基礎的・基本
的な知識の習得を重視すべきであると述べている。このことから，唐木は，社会参画型学習
が「とにかく何かを提案すれば，行動すればよし」という活動主義に陥いることを戒めてい
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ることがわかる。唐木は，社会参画型学習がめざすのは意思決定力を高めることであるとし
て，次のように述べている 23)。 
 
    社会参画型授業の目指すところは，社会のしくみがわかる子どもを育成することではなく，望ま 
しい社会の成立を困難にしている課題を見つけ出し，その解決のための方策を考え，望ましい未来 
社会を育成することである。現代社会には解決困難な課題が山積している。そして，多くの場合， 
その解決策を巡っては人々の価値が対立しており，解決策を一つに絞り込むことは決して容易なこ 
とではない。解決策が対立する状況を前に，子どもはどのような判断を下せるのか。そのような葛 
藤状況場面へと子どもを誘い，子どもの意思決定力を高める。論争問題を教材化し，子どもの話し 
合い活動を組織することが，この段階では重要になる。 
 
 唐木の論から，社会参加をめざす学習であっても最初に社会参加ありきではなく，社会認
識形成と価値判断・意志決定をすることが前提となっていることがわかる。また，対立する
解決策に対してどのような価値判断をできるかが重視される。 
 以上のように，限られた社会科教育学研究者の主張ではあるものの，公民的(市民的)資質
の射程について分析した。公民的資質として求めることは，社会認識形成ができる，価値判
断ができる，合理的意志決定ができる，社会に対する提案や社会参加ができる，のいずれか
である。しかし，どの段階までを射程とするのかに関わらず，すべての基礎には社会認識形
成をもとにした合理的な意志決定があることがわかった。 
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第 2節 本研究における公民的資質の定義 
1 広義の市民的資質 
 既に論じたように，学習指導要領が目標として掲げる公民的資質は，国際社会の一員とし
て生きるための資質を包含している。これは，広義の市民的資質の育成である。しかし，広
義の市民的資質は公民的資質と同義ではない。図Ⅰ-1 で示したように，広義の市民的資質
は公民的資質に包含される一つの要素である。 
先の戦争の記憶と戦時下の皇民教育の反省から，「公民＝皇民」のイメージでとらえられ
る公民という言葉への抵抗感があったことは既に論じたとおりである。また，国民は国家を
形成する体制側に都合のよい無批判な大衆，市民は国家に対して批判的な立場で民主社会
を形成する民衆というイメージで扱われることもある。つまり，戦後社会科が誕生した時は
国民であるとともに市民であるとか，市民であるとともに国民であることが基本的には想
定されていなかったのである。したがって，まず戦後社会科が民主社会の形成者としての市
民の育成をめざしたことは当然といえる。戦時中は，大新聞が無批判に大本営発表を真実で
あるかのように報道し，大多数の国民がそれを鵜呑みにした。その結果，日本中が焦土とな
りたくさんの命が失われた。そのような先の戦争に対する反省と平和国家建設への決意が
戦後の社会科を支えたのである。第 1 節で取り上げた社会科教育の研究者のみならず，多
くの社会科教育の研究者が市民的資質という用語を使用する背景には，この戦後社会科に
課せられた使命が根底にある。戦後社会科に期待されたのは，主体的に平和で民主的な社会
を形成する能動的な市民の育成である。社会科教育学の世界で公民的資質を市民的資質と
表現することが主流となったのは，社会科で主体的に平和で民主的な社会の形成者を育成
するという意志の表明であったといえる。 
しかし，21 世紀の今，従前と同じ解釈で公民的資質をとらえてよいのだろうか。確かに
国際社会を生きる市民である地球市民をはじめとする漠とした概念はある。NGO や NPO
で活動することは，国際社会を生きる市民としての一つ生き方である。しかし，学習指導要
領は国際社会を生きる市民としての資質を求めておらず，国際社会の一員としての資質を
求めている。国際社会の一員としての資質とは，国際社会で起こっている問題を解決したり，
国家間の対立が起こっても国際協調を図りながら平和な世界を形成したりする資質である。
その場合，自らのアイデンティティや帰属を明確にすることを求められることがある。これ
は，先述の地球市民とは異なる役割に対する期待である。 
公民的資質には，国際社会の一員としてだけでなく，地域社会の一員としての資質も包含
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されている。さらに，国家を形成する主体的で責任ある国民としての資質も包含している。
これらは別々の独立した資質ではなく，それぞれが関連し一体として育成を図るべきもの
である。よりよい地域社会をつくることは，よりよい国家，よりよい国際社会をつくること
につながっている。また，国際社会の様々な価値観の中で合意形成を図るためには，自らの
立場を明確にした上で議論や意志表明をする必要があるだろう。国家に従順な態度をとる
人々だけでは不都合が起こるように，国際社会に従順な態度をとる人々だけでも不都合が
起こる。これからの社会では，誰かに無批判に従うとか，誰かが決めたことを無批判に守る
では通用しない。これからの社会は，範囲の広い狭いとはともかく，社会に対して自分が主
体的に関わったり，誰かが決めたことを批判的に吟味したりする資質と能力が必要になる。
いわば，社会に埋没した匿名の自分ではなく，自分の顔を見せる責任ある発言者，行動者と
しての資質が求められることになる。例えば，国際社会における議論や交渉の場で，自分が
誰であるかや，どのような立場であるかを明らかにして発言することが求められる。その時
に，「私は日本人でなく，地球市民です。」では国際社会において信用されない。「私は日本
人でもあり，地球市民でもある。」が国際社会で求められる姿である。つまり，公民的資質
とは広義の市民的資質に加えて，民主社会を実現する国民として主体的に国家の形成に関
わることのできる資質，民主国家の国民として主体的に平和で民主的な国際社会の形成へ
関わることができる資質を意味する。 
 以上のことから，公民的資質には広義の市民的資質と国家の形成者となりうる国民とし
ての資質が包含されていることは明らかである。本研究では，広義の市民的資質と国家の形
成者となりうる国民としての資質を社会科でめざすべき資質とし，以降は社会科で育成す
べき資質を公民的資質とする。その上で，本研究では，公民的資質を次のように定義する。 
 
 
 
 
 
2 「公民的資質」の育成の方法 
 本研究において定義した公民的資質をどのように社会授業で育成するのか。既に論じた
ように，社会認識形成ができる，価値判断ができる，合理的意志決定ができる，社会に対す
る提案や社会参加ができる，ことをめざすいずれの授業でも公民的資質の育成の一役を担
地域社会の一員として，国家の一員として，国際社会の一員として各社会で起こってい
ることを批判的に吟味して，民主的で平和な社会の形成に主体的に関わろうとする資質 
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うことはできる。ただし，社会認識形成でとどまるべきなのか，合理的意志決定まで進むべ
きなのか，社会に対する提案や参加までを射程に入れるべきなのかについては，さらに検討
する必要がある。 
本研究は，中学校社会科授業における公民的資質の育成を中核に進める。したがって，中
学生に対して，もしくは中学校の現状の中でどのレベルまでの公民的資質の育成を図るべ
きなのかもあわせて検討する必要がある。次章以降で，それぞれの授業構成論と実践を分析
し，中学校において有効性の高い公民的資質の育成を図る社会科学習のあり方について検
討する。 
 
【註及び引用参考文献】 
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2)平田嘉三「『公民』の概念と『公民的資質』」日本社会科教育学会『社会科教育研究』 
第 49 号,1983 年,p.2 
3)大森照夫『新社会科教育基本用語辞典』明治図書,1986 年,pp.31-36 
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第 11 巻,第一法規出版,1976 年,p.9 
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10)「小学校学習指導要領(昭和 33 年 10 月 1 日施行)」の記述は，国立教育政策研究所作成 
 「学習指導要領データベース」による。(https://www.nier.go.jp/guideline/,最終閲覧 2018 
年 10 月 8 日) 
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による。(https://www.nier.go.jp/guideline/,最終閲覧 2018 年 10 月 8 日) 
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17)小原友行「社会科学習原理としての探求」全国社会科教育学会『社会科研究』第 24号,1975
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18)池野範男「批判主義の社会科」全国社会科教育学会『社会科研究』第 50 号,1999 年，
pp.62-63 
19)岩田一彦『社会科固有の授業理論-30 の提言-』明治図書,2001 年,p.62 
20)谷川彰英「公民的資質」日本社会科教育学会編『社会科教育事典』ぎょうせい,2000 年,p.55 
21)唐木清志『子どもの社会参加と社会科教育-日本型サービス・ラーニングの構想-』東洋館
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第Ⅱ章 公民的資質の育成をめざす社会科授業構成論の分析 
 
本章では，公民的資質の育成をめざす社会科授業構成論を分析し，その成果と課題を明
らかにする。 
第 1 節では，公民的資質の育成をめざす社会科授業構成論をどのような枠組みで分析す
るのかについて示す。 
第 2 節では，第 1 節で示した枠組みに基づいて社会科授業構成論を分析し，分析をもと
に公民的資質の育成の観点から各授業構成論の有効性と課題について論じる。 
第 3 節では，第 1 節と第 2 節をもとに，公民的資質を育成するためにどのような授業構
成論に基づいて構成する授業が有効なのかについて論じる。 
 
第 1節 公民的資質の育成をめざす社会科授業構成論の分析の枠組み 
1 社会科授業構成論を分析する枠組み作成のための分類 
(1)公民的資質の目標と論争問題の種類による社会科授業構成論の分類 
 第Ⅰ章において，社会科教育学の研究者によって公民的資質の射程が異なることについ
て論じた。社会科教育学の研究者がめざす公民的資質は，①社会認識形成，②価値判断をす
る，③合理的意志決定をする，④社会に対する提案や社会参加をする，に大まかに分類する
ことができる。 
また，社会科の授業で取り上げる論争問題の設定は，次の二つに分類できる。 
一つは，子どもの居住する地域のみの問題，もしくは他の地域でも同様の問題がみられた
としても学習を発展させず，あくまで居住する地域のみの問題としての扱いにとどめる設
定である。このようにして設定された問題を「身近な論争問題」とする。例えば，「〇〇の
跡地をどのように開発すればよいか。」や「△△市の予算をどのように組めばよいか。」など
である。 
もう一つは，国内や世界で起こっている論争問題，もしくは地域の問題を取り上げたとし
ても学習の成果を他の地域や国内，世界の問題の学習に転用することを前提とする設定で
ある。このように設定された問題を社会的論争問題とする。例えば，国内の問題として「我
が国のこれからの電源構成をどのようにすべきか」や転用できる地域の問題として「△△市
の社会保障費をどのようにすべきか」がある。例えば，△△市の社会保障のあり方を考える
学習をもとに，「我が国の 2050 年の歳出に占める社会保障の割合をどのようにすべきか」
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を考える学習へと発展させることができる。 
 以上のことから，公民的資質の育成をめざす従前の社会科授業構成論を次の表Ⅱ-1 のよ
うに，学習の到達目標と論争問題の種類によって分類した。 
 
表Ⅱ-1 学習の到達目標と論争問題の種類による社会科授業構成論の分類 
  目標 
種類 
社会認識形成 価値判断・意志(思)決定 提案・参加 
身近な 
論争問題 
問題解決学習(初期社会科) 
概念探究型 
問題解決学習(初期社会科) 
価値判断・合理的意志決定 
社会形成 
問題解決学習(初期社会科) 
 
社会的 
論争問題 
概念探究型 価値判断・合理的意志決定 社会参画型・参加型 
社会提案型 
(王子作成) 
 
(2)学習の到達目標と学習方法による公民的資質の射程の分類 
 表Ⅱ-1 のように，それぞれの社会科授業構成論で学習の到達目標は異なる。例えば，表Ⅱ
-1 のように教室内で完結させる学習として社会認識形成，価値判断や意志(思)決定を，教室
をとびだす学習として実際に社会に対する提案をしたり，もしくは社会への参加や実際に
行動したりすることを求めるかで分類できる。さらに，何を論争問題として取り上げるのか
や，公民的資質を育成する方法として個人による学習を想定しているのか，集団による学習
を想定しているのかによっても分類できる。以上のことから，公民的資質の育成が，少なく
とも三つの視点によって分類ができることがわかる。つまり，公民的資質の育成については
統一的な見解はなく，それぞれの社会科教育学の研究者や実践者にその解釈と目標設定を
委ねるところが大きいといえる。 
唐木清志は，12 名の社会科教育の研究者にそれぞれの公民的資質の定義を問うている。
12 名の定義はそれぞれ異なっており，整理すると次の表Ⅱ-2 のようになる 1)。 
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表Ⅱ-2 公民的資質の定義 
№ 氏名 公民的資質の定義 
1 磯山 恭子 社会で起こっている問題に関心をもち，これらの問題の解決に向けて，
多様な人々と協調的に話し合いながら，より良い社会の実現を目指し
て，社会に働きかけること 
2 唐木 清志 人とつながり，社会とつながって，望ましい未来を創り上げる力 
3 櫻井 眞治 くらしの中にある問題を発見し，よりよいくらしの実現に向かって，
考え合ったり，行動したりしていくこと 
4 永田 忠道 社会的な事物・事象に対して，一面的・二面的だけでなく，多面的・多
元的な検討や考察を展開しながら，その都度の時点では暫定的ながら
も，常に調整を繰り返し，自らの主義主張や行動を各自の判断で柔軟
に創造することのできる市民としての姿 
5 前田 賢次 子どもの立場から大人と手を取り合いながら地域を学び，地域に働き
かける地域の生活者としての姿 
6 草原 和博 子どもが自己と外界(他者，社会，科学)との間に関わりを見出すことで，
新しい社会秩序を構想できること 
7 桐谷 正信 多様な人々が相互理解・承認することを通して共生できる多文化社会
を形成するために，さまざまな社会的課題を協働的に解決するための
認識・技能・態度・能力 
8 吉村功太郎 民主主義社会の主体的な担い手として求められる資質・能力の相対で
あり，その中核は社会問題について民主的な問題解決をはかることの
できる資質・能力 
9 桑原 敏典 社会に問題が生じ，人々が対立をしたり衝突をしたりした時，自分の
仕事をしながら，それ以外の時間に社会(公共)のことについて考え，行
動するための資質とそのための意欲 
10 
 
永田 成文 持続可能な社会の構築を視野に入れ，現代世界に表出する諸課題の解
決に向けて思考・判断したことを表現し，自己の行動を変革しようと
する態度 
11 国分 麻里 自分とは異なるものを受け入れ，その異なる側から物事を捉えようと
する能力 
12 鈴木 隆弘 社会連帯のための資質であり，社会とつながるための資質 
(唐木作成を王子一部改) 
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 表Ⅱ-2 で示した 12 名の社会科教育学研究者の公民的資質の定義を分類する。定義のみで
12 名の定義する公民的資質を分類することは難しい。しかし，唐木編著の『「公民的資質」
と何か』において，12 名は公民的資質の定義とともに理想とする授業の例を示している。
それらの授業例を分析し，公民的資質の定義の分類を試みた。先述の 12 名のうち，高校総
合学習を取り上げた鈴木以外の 11 名の取り上げた社会科授業を分類した結果，次の図Ⅱ-1
のようになった。めざす学習の到達段階と個人か集団のいずれで公民的資質の育成を図ろ
うとしているかで分類した。なお，図Ⅱ-1 中の桑原の示した横川授業は，道徳，特別活動，
社会科を連動させたものであったため，社会科授業のみを分析対象とした。また，横川授業
は主に社会認識形成を意図しているものの，一部価値判断・意志(思)決定を求める授業にな
っている。桐谷授業，永田授業，唐木の示した粕谷授業も同様の重なりがあるため，図Ⅱ-1
中のラベルの配置は重視されている方に偏りのある枠を越えた配置となっている。 
 
段階 
 
対象 
社会認識形成 
(教室内で完結) 
価値判断・ 
意志(思)決定 
(教室内で完結) 
社会への提案 
(教室と外をつなぐ) 
社会への参加 
(教室外で活動) 
個 
人 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
集 
団 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(王子作成) 
図Ⅱ-1 公民的資質の育成をイメージする授業の分類 
「自転車に関する問
題の対策を提案しよ
う」(磯山) 
「23 区に海水浴場
を取り戻せ」(粕谷
授業：唐木) 
「私と食べ物から
出るごみ」(櫻井) 
「わたしたちの願い
を実現する政治-8.20
届け！わたしたちの
願い」 
(田中授業：永田忠道) 
「水田の米作り」 
(村越授業：前田) 
「河川はいかに管理
されたらよいか？」
(NCSS 授業：草原) 
「奈良時代」(桐谷) 
「社会問題」 
(院生授業：吉村) 
「世界における捕鯨
対立問題の政策を考
える」(永田成文) 
「創始改名と
改姓名」(国分) 
個人による価値
判断・意志決定 
本研究の中核
となるエリア 
「ボランティアを
考える(社会科)」
(横川授業：桑原) 
 
B 
 
A C 
D 
 
 E 
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2 社会科授業構成論を分析する枠組み 
第Ⅰ章で，本研究における公民的資質は，地域社会の一員として，国民の一員として，国
際社会の一員として民主的で平和な社会の形成に貢献できる，それらを一体としてとらえ
た資質であると定義した。民主的で平和な社会を形成する一員として貢献できる資質の育
成を期待しているということは，個々の子どもの公民的資質を育成することをめざすとい
うことである。本研究は，社会科授業をとおして個人で価値判断や意志決定ができる子ども
を育てることを重視する立場をとる。なぜなら，個人で価値判断や意志決定をする，個人の
意志決定を集団で議論する，その議論をもとに再び個人による判断をする，いずれの場合も
図Ⅱ-1 中の「本研究の中核となるエリア」の学習がなされることが前提になる。個人の意志
決定なしに，集団による意思決定はできないのである。 
11 授業例の分析によって，次の 2 点が明らかになった。 
 
①公民的資質を育成する理想の社会科授業については，社会への提案や参加に対して積
極派と慎重派に分かれることである。積極派は，教室をとびだした学習を意図する。そ
れに対して，慎重派は学習を教室内で完結させることを意図する。 
②11 名中 9 名が集団による学習によって公民的資質の育成を図ろうとしている。 
 
図Ⅱ-1 の授業例の分布をみれば，集団による学習が重視され，個人による学習は社会認
識形成をめざした授業にとどまっていることがわかる。特に，本研究の中核となる個人によ
る価値判断や意志決定を求める学習は 11 の授業例にはない。 
さらに分析すると，公民的資質の育成をめざす学習目標には，次の 5 種類があることが
わかった。 
 
①学習目標は，社会認識形成とする。ただし，いずれも公民的資質の育成が社会認識形成
のみで行われるとは考えておらず，「まずは社会認識形成から」という意味合いが強い。
考えるための知識の習得を重視することを目標とする。 
②学習目標は，形成した社会認識をもとにして個人による価値判断・意志決定ができると
する。図Ⅱ-1 中の矢印 A の先にある本研究の中核となる学習過程である。 
③学習目標は，集団による価値判断・意思決定ができるとする。図Ⅱ-1 中の矢印 A から
[個人による価値判断・意志決定]を行い，矢印 B へむかう学習過程をたどる。矢印 B が
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両方向の矢印になっているのは個人による意志決定をもとに集団による意思決定が行
われれば，民主主義社会においてはその決定に従うことになる。つまり，意思決定の結
果を受け入れるということは，個人で新たな意志決定を行うことである。この学習では，
「意志決定Ⅰ(個人)→意思決定(集団)→意志決定Ⅱ(個人)」の過程をたどる。この授業は，
個人による学習と集団による学習の往還で行われる。 
④学習目標は，個人が社会に対して提案・参加・行動できるとする。図Ⅱ-1 中の矢印 A
から[個人による価値判断・意志決定]をもとにして矢印 C にむかう。 
⑤学習目標は，集団で社会に対して提案・参加・行動できるとするものである。図Ⅱ-1 中
の矢印 A から[個人による価値判断・意志決定]をもとにして矢印 D に向かう場合と集
団による意思決定に基づいて集団として提案のみをする矢印 E に向かう場合がある。 
 
11 授業の分析から，さらに次の 2 点が明らかになった。 
 
①集団による価値判断・意志決定のベースには個人による価値判断・意志決定があること。
②唐木が社会参画型の授業が活動主義に陥るのを戒めたように(第Ⅰ章参照)，提案・参加   
を意図する学習でも，そのベースには個人による価値判断・意志決定があること。 
 
ただし，11 授業では個人による価値判断・意志決定を学習の目標とするものがなかった。 
このことが個人による価値判断・意志決定を自明のものとしているのか，それとも軽視して
いるのかは不明である。また，集団による意思決定や提案・参加学習において個人による価
値判断・意志決定学習が前提となっているのかも精査する必要がある。仮に，個人の学びな
しに集団による議論を求めたり，社会参加を求めたりするのは「議論ごっこ」であり「社会
参加ごっこ」であるという非難はまぬがれない。 
以上のことをふまえて，本研究における社会科授業構成論の分析の枠組みを次のように
設定する。分析対象は，図Ⅱ-1 の分析をもとに，次の三つの学習とする。 
 
①初期社会科を中心とする問題解決学習 
②価値判断学習，意志(思)決定型学習 
③社会参画型学習 
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②の意志(思)決定型学習については，合理的意志決定学習，合意形成学習，社会形成学習
など多岐にわたっている。本章では，これらを意志(思)決定型学習とまとめて代表的な授業
構成論を分析にとどめる。なお，意志(思)決定型学習の詳細な分析は，第Ⅲ章で論じる。 
分析の視点は，次の二つとした。 
 
①個人による価値判断・意志決定ができているか。 
②価値判断，意志(思)決定，提案・参加のいずれであっても「公民的資質」の育成ができ 
ているか。 
 
図Ⅱ-1 をもとに抽出した分析対象と設定した分析視点によって，社会科授業構成論を分
析した結果については，次節で論じることとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
- 40 - 
 
第 2節 公民的資質の育成をめざす社会科授業構成論と授業実践の分析 
 第 2 節では，第 1 節で示した分析の枠組みをもとに，公民的資質の育成をめざす社会科
授業構成論とその実践事例を分析する。分析対象とする社会科授業構成論と実践事例は，前
節で示したとおり①問題解決学習を中心とする初期社会科及びその理念を継承する「社会
科の初志をつらぬく会」(以降，「初志の会」)，②意志(思)決定型学習の一つである合理的意
志(思)決定型学習，③社会参画型授業，とする。 
 
1 初期社会科及び「社会科の初志をつらぬく会」の授業構成論と授業実践の分析 
(1)初期社会科の性格とその背景 
 谷口和也は，初期社会科の性格とその課題について，次のように述べている 2)。 
 
   この「初期社会科」の性格は，①デューイの理論に基づき，社会的な経験の発展によって，子ども 
の理解・態度・能力を統一的に育成しようとする方法原理を持ち，②それによって，社会生活の理解 
と実践的な能力を身につけた民主的社会の構成員を育てることを目標にしていた。また，③学校生活 
の中心に位置し，従来の教科内容を含みこむ総合的で広域的な教科と位置づけられ，④具体的な学習 
活動の編成が学校に任されていた「試案」であった，というものであった。 
   「試案」であった当時の学習指導要領は，各学校や地域の状況に応じたカリキュラムを開発しなけ 
ればならないという困難さを伴っていた。    
  
 初期社会科は，現代の社会科より教科内容が広域的な教科であり，それゆえに教科として
の自由度が高かったといえる。しかし，自由度が高いということは各学校に任された裁量の
範囲が広いということで，そのカリキュラム開発には困難さが伴っていたことがわかる。 
 原田智仁は，問題解決学習を重視する初期社会科について，次のように述べている 3)。 
 
   「馬を水辺に連れていくことはできるが，水を飲ませることはできない」という諺が示すように， 
どんな教師が力んでも，子どもの側に学ぼうとする意欲がなければどうにもならない。では，どん 
なときに子どもは自ら学ぼうとするのだろう。それは，学ばざるを得ない事態に直面した時ではな 
いか。人は日常生活の中でさまざまな問題に直面する。それを解決しなければ先に進めない，それ 
を乗り越えればよりよい生活ができるとなれば，だれに言われなくても何とかしようとするだろう。 
それが学ぶということであり，社会がわかるとは日々の問題解決を通じて社会に主体的にかかわり， 
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自己と社会の双方に変容(＝成長)をもたらすころではないか。このように問題解決そのものを学び 
ととらえ，それを意図的に促そうとする方法を問題解決学習という。米軍占領下の 1947 年に成立 
した社会科は，新生日本の民主主義を象徴する教科として，この問題解決学習に依拠したのである。 
 
 初期社会科は，問題解決によって子どもの学ぶ意欲を高めようとした。原田が述べている
ように，問題解決学習をとおして，子どもによりよい社会をつくろうとする意欲の喚起と社
会に主体的に関わらせようとする理念は，公民的資質の育成に通じるものがある。ただし，
初期社会科は，国家の形成者としての資質よりも社会，それも地域社会の形成者を育成しよ
うという意図が強い。初期社会科の意図は，狭義の市民的資質の育成である。 
 
(2)初期社会科の授業実践分析 
 次に，公民的資質の育成の観点から初期社会科の授業実践を分析し，その特色と限界を明
らかにする。分析対象として，初期社会科の中学校における代表的な実践である大村栄『社
会科指導の記録-村落生活』4)と無着成恭『山びこ学校-山形県山元中学校の生活記録』5)を取
り上げる。 
①大村栄『社会科指導の記録-村落生活』の場合 
 大村の実践は，子どもが1947年12月の冬休みに自分の村について調べたことをもとに，
1948年 5月に村の生活について学習した。学習過程の概要は，次の表Ⅱ-3のとおりである。 
 
表Ⅱ-3 村落生活の授業過程 
学習過程 学習方法 主な問いと指示 
導入 発表会「わたしたちのいなかを語る」 ・発表を互いに比べてみる 
・問題がどこにあるのかみつける 
計画 討議①(問題の集約) 
討議②(研究の計画) 
 
予備踏査(註：一部生徒) 
・いなかにはどんな問題があるか 
・どのようにして(問題を)解決したら
よいか。 
展開 1 踏査(七北田村) 
発表(七北田村の四家) 
 
展開 2 予備踏査 
踏査(中田)と整理 
発表(踏査の交流) 
発表(中田の 5 テーマについて交流) 
 
 
・中田の生産概要 
・七北田村との比較をもとに，中田の 
特徴は何だろうか。 
まとめ 学習効果判定 
総合整理 
 
(大村の実践記録をもとに王子作成) 
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大村実践は，戦後の農地改革の最中に取り組まれた授業である。授業の題材としては，当
時の農村部の変革や混乱に身をおく子どもにとって，切実性がありながら，それでいて大人
ほど当事者意識のない問題を取り扱っている。子どもは自分たちの村の問題を自身の経験
に基づいて考えることができるだけでなく，さらに当事者から少し離れた客観的な立場か
ら分析できる稀有な存在であったといえる。つまり，村にある社会的な問題を絶妙なタイミ
ングと立場で取り上げた実践である。しかし，実践記録からは子どもが農地改革によって起
こった村内の問題や村民の混乱に気づいていたのにも関わらず，そのことについて学習を
深めた形跡はない。本実践は，「問題の発見→計画→調査(資料の収集，整理)→発表→考察」
という問題解決の学習過程をたどっている。しかし，実際の授業の討議や交流は自身が村内
で調べてきたことの情報交換に終始している。つまり，調べ学習によって村の特徴や問題に
気づくことはできても，村内にある問題を取り上げ，その解決策を検討するまでには至って
いない。 
 以上のことから，大村実践は問題解決学習として評価することはできない。評価されるべ
き点は，予備踏査から実踏査に至る綿密な準備や複数の踏査を比較することで子どもに発
見を促すフィールドワークの手法の基礎を学習させたことにある。 
 
②無着成恭『山びこ学校-山形県山元中学校の生活記録』の場合 
 無着の「山びこ学校」の実践は，1949 年度の山形県山元中学校の 2 年生に対して行われ
た実践である。一般的に生活綴方運動の実践として扱われる。しかし，その綴方は社会科の
教材やレポートして作成されたものが多い。無着は，先述の大村と同じく子どもが住む地域
の問題，すなわち農村問題を取り上げて授業を構成した。 
岩永健司は，無着の実践を分析して，次のように述べている 6)。 
 
    これまで無着成恭の『山びこ学校』における実践を考察してきた。その結果，その授業は問題 
    化，数量的分析，総合，比較という段階で構成されていることが明らかになった。 
     「問題化」から「総合」までの段階は，目標の前半部分，つまり「ほんとうの社会状態を知り」
の部分にあたっていた。「比較」から「問題解明(２または 4)」の段階は，目標の後半部分，つまり
「よりよい社会を建設する能力を育成すること」の部分にあたっていた。それらの構成は，数量的
社会認識の機能を軸として構成されていた。しかし，目標の後半部分にあたる段階では，数量的に
社会認識の限界が十分に意識されずに行われたいたために安易に問題解決方法に帰結する結果と
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なっていた。それに対して，目標の前半部分にあたる段階では，数量的社会認識の限界に十分に留
意して実践が行われていたために，その社会認識の科学性が保障されていた。 
      従来，『山びこ学校』はその綴方の側面から評価されてきた。しかし，これまでの考察から，その
実践の独自性は，授業構成の前半部分，すなわち「問題化」から「総合」までの，数量に基づく 
    社会認識の科学性にあることが明らかになった。 
 
 岩永の分析をもとに，「山びこ学校」の実践の概要を，次の表Ⅱ-4 で示す。 
 
表Ⅱ-4 『山びこ学校』の授業の概要 
 子どもから出た疑問 解決のための学習の概要 
1 【問題化】 
・なぜ，山元の子どもだけが学校でかかる
お金を親から遠慮してもらわないとい
けないのか。 
 
①【調査】 
学校はどのくらいお金がかかるものか
を調査する。 
☆学校で 1 年間かかる費用の総額の算
出，村の収入に対する予算配分の割
合の算出，家庭負担の割合の算出等。 
②【調査の結果の総合化】 
調査でわかったことから，結論を導き
出す。 
☆家計における教育費負担の割合が高 
い。 
③【比較と問題解明】 
問題解決の方向性を検討する。 
☆隣接地域との比較も加えて，村が教
育予算をもっとかけなければならない
のではないか。 
2 【新たな問題化】 
・教育を受けるとなぜ百姓をするのがい
やになるのだろう。 
・本当に百姓は割損なのか。 
①【調査】 
 農家の必要経費などを算出する。 
☆炭や繭の価格，農具・肥料などの価格
の上昇，日本の一戸当たりの耕地面積。 
②【総合】 
調査でわかったことから結論を導き出
す。 
☆一家で働いても生活ぎりぎりの収入 
しかないというのはおかしい。 
③【問題解明】 
問題解決の方向性を検討する。 
☆農村部の人と人との関係の変化と機
械化が必要。 
(無着の実践記録をもとに王子作成) 
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 無着実践は，当時の農村部の現実に向き合った教員がその改善にむけて情熱をかたむけ
たものといえよう。また，無着実践の意義は子どもが当然のことと半ばあきらめかけていた
生活の現状 7)の改善が可能だということに目を見開かせたことにある。子どもに数量的なデ
ータを分析させながら，自分たちの生活が抱える矛盾に対する気づきをうながした授業構
成は社会科学習として十分なものである。しかし，問題解決(王子註：無着実践では問題解
明)場面での安易な結論付けには課題が残る。例えば，村が教育にかける予算を増やすべき
という結論で問題解決がなされたとするのは安易である。例えば，村の予算を支える税収は
どこから集めるのか，はたして税収を増やすことが可能なのかの検討まではなされていな
い。つまり，当時の農村における貧困の構造を社会のしくみの一部として検討していないの
である。無着実践は，自身の家庭もしくは自身と級友の家庭の問題解決にとどまっている。 
 以上のことから，無着実践は社会的な問題に気づき，その問題を解決しようとする社会科
学習に対する意欲を喚起する役割を果たしているといえる。しかし，子どもの視野は自身の
家庭とその周辺までしか広がっておらず，社会全体のしくみの理解や問題解決にはつなが
っていない。つまり，子どもに自己を取り巻く問題とその克服をめざす意欲を生み出した点
では優れているものの，農村の貧困という当時の社会的な問題について不十分な社会認識
形成のままで解決させようとしている。結果的には，社会的な問題解決にはならず，村内と
いう極めて狭い地域社会の一員としての問題解決学習にとどまっている。したがって，無着
実践で育成されたのは極めて狭義の市民的資質である。 
 
(3)「社会科の初志をつらぬく会」の実践分析 
 次に，初期社会科の理念を継承する「初志の会」の実践を分析する。「初志の会」の実践
のうち，1970 年代~1990 年代初頭にかけての実践について分析する。 
「初志の会」の理念と実践の優れているところは，初期社会科の理念を継承しながらも，
初期社会科の課題である限られた地域の限られた人たちだけを対象とする問題解決で完結
させる学習を克服しようとした点にある。個人的な経験から生み出された問題意識から学
習がはじまったとしても，その学習を社会的な問題解決学習に発展させようとしている。例
えば，松本健嗣の「忠魂碑」の実践 8)は，身近にある慰霊碑の見学をとおしてうまれた子ど
もの疑問や問いをもとに問題解決学習が行われる。実践は，日中戦争に従軍した祖父をもつ
K 子を抽出児とし展開される。慰霊碑の見学から戦争に関する疑問や問題意識を発生させ，
調べ学習を行う。学習は日中戦争・太平洋戦争，戦時の教育，政治のしくみ，戦後の改革に
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まで及ぶ。そして，慰霊碑について再び考え，戦死した人の霊に手紙を書くことで学習は完
結する。身近な問題(本実践では慰霊碑の見学からうまれた疑問)をとおして当時の日本や世
界の状況を学び，さらに学んだことをもとに再度身近な問題を考えるという展開である。こ
れは，既に論じた初期社会科の課題を克服するものである。ただし，松本実践の課題は，①
教員の価値の教え込みと②戦争に関する解釈の自由度の低さの 2 点である。 
 
①K 子を抽出児とする教員の意図と意識の問題である。祖父の存在もあり，慰霊碑の見学
で「(慰霊碑に祀られているのは)国を守るために死んだ大偉人である」と K 子は考える
であろうと想定し，その認識の変革を図ろうとしている。それは，まとめの感想文を書
く学習において松本が抱いた「最初の感想文と戦争をみる視点がどう変わったかをみ
たい」9)という K 子への期待の記述から明らかである。はたして K 子の慰霊碑に対す
る認識は誤っているのだろうか。反対に，授業者が「戦争＝侵略＝悪」という限定的な
価値観を教え込むことにはなりはしないか。松本実践では，以上の点に対する検討はな
されていない。授業をとおして K 子が変わるのではなく，K 子を変えるという授業者
の意図がみられる。このように松本実践は社会科の領域で戦争について学ぶのではな
く，授業者の思想信条を教え込む危険性をはらんでいる。 
②授業での戦争に関する解釈の自由度の低さである。松本実践では，日中戦争・太平洋戦
争に関する諸資料の読み取りが丁寧に行われている。しかし，諸資料から読み取ったデ
ータの解釈は，授業者の意図に沿って進められる。大杉実践や無着実践と比べて，子ど
もの自由な発言が大幅に制限されている。その理由は，大杉実践や無着実践では子ども
に共通の経験(同じ村に住んでいる)があるのに対し，松本実践では慰霊碑の見学という
共通の体験はしたものの，戦争や政治のしくみについての経験や知識は子どもに共通
していないからである。つまり，松本実践では，問題が身近すぎるという初期社会科の
課題の克服を図り社会的な問題を取り上げたことで，子どもにとって問題解決を図る
ための論点が明確にならなかったのである。その結果，討論が活性化せず授業者の意図
に沿う学びとなっている。 
 
 さらに，「初志の会」の中学校における実践を分析する。中学校 3 年生を対象とした西義
孝の実践「家庭生活の課題(老人問題)」10)である。西実践は，1976 年に行われた。西実践は，
当時高齢化社会の到来によって社会問題になりつつあった，老人ホームの存在の是非を子
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どもが討議するというものである。 
 西は，実践のねらいについて，次のように述べている 11)。 
 
この記録は，家庭生活についてのあと，そこにおける現在の諸問題について目を向けていったもの 
である。 
    これは現代の家庭のかかえている諸問題について追求させていくと共に，その方向は，政治や経済 
の問題と深くかかわっており，家庭をとりまくさらに広い視野の学習の必要性に気づかせていくこ 
とになるものであるとの見通しをもっている。 
 
 西実践には，家庭の問題の学習から，当時の政治や経済の問題へと学習を発展させようと
する意図がある。西実践は，政治や経済の問題を明らかにする意図よりも当時の社会のしく
みを理解させようとする意図が強い。このねらいを達成するためには，問題解決学習よりも
社会認識形成を図る学習の方が有効性は高い。実際に，西実践では政治や経済のレベルまで
は学習が発展せず，老人ホームの存在の是非に学習が終始してしまう。 
 さらに，西実践の第 2 時から第 4 時を分析し，その課題を明らかにする。 
第 2 時「老人問題」導入(授業記録 1)では 42 の発言記録があり，その内訳は子ども 31(73．
8%)，授業者 11(26.9％)であった。発言した子どもは 45 名中 16 名(35.5%)である。討論は，
高齢化による社会問題について,子どもの「NHK でやっていた」，「何かのテレビで見た」と
いう曖昧もしくは情報の共有がしづらいものを根拠として進んでいく。授業者が具体的な
データを提示して討論を焦点化しようとするものの，子どもの発言はかみあわない。具体的
なデータを示して討論に参加した子どもは二人だけである。その他の子どもは，自身の経験
や推測のみに基づいて「老人は老人ホームに行きたがる」と「老人は老人ホームに行きたが
らない」というそれぞれの立場の意見表明にとどまり，討論の体をなしていない。 
第 3 時「老人問題」(授業記録 2)では 63 の発言があり，その内訳は子ども 43(68.2%)，授
業者 20(31.8％)であった。発言した子どもは 45 名中 11 名(24.4%)である。第 3 時は，第 2
時以上に論点がかみあわない展開となった。第 2 時と同じく具体的なデータを示して討論
に参加した子どもは二人であった。子どもが自身の経験や推測だけで話している傾向は変
わらない上に，それぞれの子どもが「防衛問題」，「北欧の高福祉社会」，「定年制」などの視
点でそれぞれ話すため，拡散的な出し合いになっている。 
第 4 時「老人問題」(授業記録 3)では 22 の発言があり，その内訳は子ども 18(81.8%)，授
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業者 4(18.1％)であった。発言した子どもは 45 名中 12 名(26.6%)である。子どもの発言は
まとまらず拡散的であり，討論の体をなしていない。第 4 時の後半は，「あと教師の説明を
主とした授業をして終了」12)と記述されている。授業者から何を説明されたかは定かではな
いものの，西のねらいであった政治，経済の問題にと討論が発展しなかったことで授業構成
の修正を余儀なくされたものと想像できる。 
西実践の課題は，①問題設定の妥当性と②発言の公平性の 2 点である。 
 
①そもそも子どもにとって「老人問題」を討論することが可能であったかということであ
る。自身の家庭の「老人問題」ならば，経験に基づいて語ることもできよう。しかし，
社会的な問題として「老人問題」を討論する場合，資料に基づく具体的なデータや既有
の知識が必要になる。考える材料がないのに，子どもは話し合うことなどできない。議
論の前提としての社会認識形成が不十分なものを問題設定したことが課題である。 
②発言者の偏りの問題である。教室の 3 分の 2 以上の子どもが発言をしていない。論点
の定まらない討論を延々と聞いている子どもに成長はあるのだろうか。拡散的な話し
合いを聞かされ，最後は授業者の説明を聞くことにどのような意義があるのだろうか。
仮に老人ホームの存在の是非から老人問題を考えさせるのであれば，探究学習とまで
はいかなくても子どもに資料のデータを読み解かせ，事実の共通理解を図るべきであ
る。経験に頼った話し合いによって，授業が一部の子どもの出し合い話に終始してしま
っている。 
 
以上の二つの 1970 年代~1990 年代初頭にかけての「初志の会」の実践分析から，次の 2
点が明らかになった。 
 
①学習が個人的な経験から生み出された問題意識からはじまったとしても，その学習を
社会的事象の問題解決学習に発展させようとしていることである。これは初期社会科
の課題を克服しようとするものとして評価できる。 
②初期社会科とは異なり社会的な問題を取り上げたものの，その問題解決を個人の経験
に頼ったことによって話し合いが活性化しなかったことである。これは，社会的な問題
の解決に学習を発展させようとしたためにうまれた新たな課題である。 
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(4)初期社会科と「初志の会」の公民的資質の育成に関する考察 
 (1)から(3)で論じたことをもとに，初期社会科及び「初志の会」の授業構成論と授業実践
を公民的資質の育成の視点から考察する。伊東亮三は，初期社会科について，次のように述
べている 13)。 
 
   戦後の社会科実践を問題解決をめざす学習指導としてとらえる傾向が強い。しかしここであげた実 
践記録からも推測されるように，問題解決学習というより，児童・生徒の自発活動を基盤とした調べ 
学習としての性格の方が強かったのではないか。 
 
 さらに，伊東は児童の生活で直面する問題の解決を中心とすることについて，次のように
述べている 14)。 
 
「児童が現実の生活で直面する問題の解決を中心として，有効な生活経験を積ませる」という社会 
科学習指導の定義のウソないし建て前的性格がよくわかる。この建前と実際の授業とのずれは，永く 
社会科を混乱させてきた。 
   なぜ，ずれが生まれるのかといえば二つの理由が考えられる。一つは，児童が現実生活で直面する 
問題の解決などは個人ガイダンスや生活指導上の課題であって，クラス単位で行う授業になじまない。 
二つは，アメリカのモデルに従って，運輸のような社会機能を取り上げたが，それは児童の現実生 
活の問題ではない。 
 
 伊東の述べるように，問題解決学習としてとらえずに調べ学習として初期社会科をとら
えれば，その優れた点が明確になる。自分たちの住む村や町の資料や踏査によるデータを収
集し，それを比較や総合しながら分析した経験は，後の都道府県，国家，国際社会レベルの
調査に活用できる。また，身近な問題を取り上げることで子どもの学ぶ意欲の喚起につなが
った点は評価できる。ただし，現在の社会科教育の立場からみれば，それは社会を学ぶもの
ではなく，自らを学ぶ道徳的な側面が強い学習だといえる。したがって，初期社会科の問題
解決学習では，その解決方法の導出に至る過程で心情が重視されたともいえる。 
 「初志の会」の実践は，取り上げる社会的な問題の範囲を広げ，初期社会科よりも社会科
らしい学習をめざした点は評価できる。その反面，子どもの経験や既有知識の差が広がって
学習に深まりがなくなったという課題がある。分析した「初志の会」の実践は，問題解決学
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習ではなく子どもが討論をとおして社会のしくみや社会的な事象の関連に気づく学習であ
った。社会のしくみや社会的な事象の関連の理解をめざすならば，討論よりも探究型学習の
方が優れている。分析した二つの実践は，図Ⅱ-1 中の矢印 A の個人による社会認識形成を
めざしているものの，不十分なものとなっている。 
 
2 合理的意志(思)決定型学習の授業構成論と授業実践の分析  
(1)合理的意志(思)決定型学習の授業構成論 
 小原友行は，合理的意思決定について，次のように述べている 15)。 
 
   合理的意思決定とは，目的・目標を達成するために考えられる実行可能なすべての行動案(手段・方 
法)の中から，あるいは問題を解決するために考えられるすべての解決策の中から，より望ましいと合 
理的に判断できるものを選択・決定する活動である。また，そのような活動を社会科の究極目標であ 
る市民的(公民的)資質を育成するための方法原理とした授業論である。 
 
 岩田一彦は，社会科授業において合理的意志決定を位置づけることについて，次のように
述べている 16)。 
 
   学習指導要領のいっている「社会的事象の意味について考える力」の最終目標は，内容知，方法知
の学習で得た知識・理解を活用して，自分の行動規範を形成していくことである。この目標を達成す
るためには，社会で生じている様々な論争問題を考え，自分の考えを練り上げて合理的意志決定する
場を，社会科授業の中で位置づけることが必要である。この規範知の形成においては，人間社会が昔
から恒常的に，価値対立の中で，批判，調整をしてきた事実を知ることが重要である。徳目としての
規範知の習得ではなく，人間の知恵としての規範知を知っていくことが重要である。 
 
 岩田は，社会科授業で育てる子どもを「科学的な事実判断ができ，合理的な意思決定ので
きる子ども」17)としている。そして，事実判断ができる子ども像を「社会がわかる子ども」，
価値判断に関わる子ども像を「論争問題を考える子ども」18)としている。つまり，社会科で
育てるべきは，「社会のしくみを理解し，それをもとに社会で起こっている結論が分かれる
問題を考えることができる」子どもということになる。これは，「社会認識形成をとおして
公民的資質の育成を図る」という社会科の目標そのものである。 
- 50 - 
 
 しかし，合理的意志決定学習は最初から社会科教育において市民権を得ていたわけでは
ない。価値判断や意志(思)決定を社会科学習で扱うことに対して慎重な立場をとる考え方が
あった。例えば，森分孝治は，社会科は人間形成から引き下がるべきとして，次のように述
べている 19)。 
 
   社会科は，理解と態度，知的なものと価値的なもの，事実認識と価値認識，理論と実践を統一的に
指導し育成していく教科として考えられ教育されてきたが，そのことが社会科を教科として定着させ
ないものにさせている。社会科は理解，知的なもの，事実認識，理論の教育にのみかかわるものであ
ると明確に規定してゆくべきである。社会科のねらいをこのように限定するとき，知的なものと実践
的なものを統一的に形成する方法原理としての「問題解決学習」は，社会科授業構成原理とはならな
くなってくる。 
 
 森分は，社会科は理解をとおして態度を形成することはあるものの態度の形成を目標と
すべきではないとしている。森分は，社会科の授業構成原理について，次のように述べてい
る 20)。 
 
   子どもにとってより意義のある社会科授業を構成する原理は，「科学的知識を科学的探求の論理に
もとづいて習得させる」というものである。教師が求めることのできる授業構成の客観的根拠は，科
学以外にはない。科学的知識は，今日の段階で到達されている最もまちがいの少ない，最も説明力の
大きな知識であり，科学的探求は，そうした知識を発見し創造し成長させていく方法であるからであ
る。科学に根拠をおかない授業は，子どもに知的に挑戦し，事象や出来事の本質を「わからせる」こ
とはできないだろう。 
 
 森分は，社会科で育成されるべき人間像について，次のように述べている 21)。 
 
   社会的事象・出来事を科学的に説明できるようになるためには，私情をまじえないで事実をみすえ，
事実を事実として認めていかなければならない。醒めた目で事実をとらえ，開かれた心をもって自分
が誤っておれば素直に認め，真実をあくまでねばり強く求め続けていく子ども，これが社会科で育成
されるべき人間像ではなかろうか。我が国の社会科及び社会的教科目の教育の歴史において育成され
なかったものが，この醒めた眼，開かれた心をもって事実を事実と認め，真実をねばり強くも追求す
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る態度や能力ではなかろうか。われわれ一人ひとりが，こういう態度や能力を身につけていれば，国
や社会の歩みを正しい方向に導くことはできないにしても，まちがった方向をとらせないことができ
るのではなかろうか。社会科は，社会的問題を情緒や情熱に訴えるのではなく，知性に訴え批判的合
理的に解決しようとする態度を育成すべきであろう。 
 
森分は，感情や思いが社会科授業に入り込むのを極力回避しようとしている。それは，授
業者が授業をとおして子どもに一定の価値観を注入しようとすることに対する批判でもあ
る。例えば，前項で取り上げた「忠魂碑」の授業で K 子の意識を変革しようとした授業者
の意図がそれにあたる。森分は，開かれた社会認識形成をめざす，説明を中核にした探求す
る社会科授業構成論を提唱した。森分が，「事実を事実として認める醒めた目」を育てるこ
とにこだわったのには，先の戦争で多くの国民が無批判に時の政府の方針を受容したこと
によってもたらされた不幸な結果が背景にあるのではないか。戦後に生まれた社会科に平
和な社会の形成に貢献する役割があると考えていたからこそ，価値判断や意志(思)決定から
距離をおいたのではないか。つまり，森分が社会科は社会問題を批判的合理的に解決する態
度の育成にとどまるべきと主張したのは，将来，社会問題を考える時に活用できる知識の習
得と問題解決にのぞもうとする態度を社会科授業によって育てようとしたからである。し
かし，知識と態度のみで子どもが大人になった時に社会問題を解決したり，解決しようとし
たりするようになるのであろうか。 
小原は，社会科のあり方について，次のように述べている 22)。 
 
  社会科は，過去の文化遺産を児童・生徒に伝える教養主義的社会科でもなければ，社会科学を教え
る社会科学科でもない。あくまでも，社会的事象の事実認識に基づいて，社会の中での生き方を児童・
生徒に主体的に追求させていく(未来を選択していくことのできる力を育てる)教科と考えることがで
きる。 
  では，国際化，情報化，高齢化，価値多様化，地球環境の悪化といった社会の急激な変化や課題に
主体的に対処して生きていくことが求められるこれからの時代において，社会認識を通して育成する
公民的資質とはどのようなものであろうか。これからの時代の公民(市民)に求められる資質は，民主
的社会の主権者として，今後ますます加速化し深刻化していくことが予想されている社会の変化や課
題に対して，合理的な判断を行い，適切な社会的行為を選択していくことができる能力であろう。こ
のような自己の社会的行為を合理的に選択し決定する力は，これからの時代を生きる人間にとって，
特に求められる能力であると考えることができる。 
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さらに，小原は意思決定力について，次のように述べている 23)。 
 
  意思決定力とは，問題場面での自己の行為を科学的な事実認識と反省的に吟味された価値判断に基
づいて選択・決定するために必要な能力であり，目的・目標を達成するために考えられる実行可能な
すべての行動案(手段・方法)，あるいは問題を解決するために考えられるすべての解決策の中から，
より望ましいと判断できるものを選択・決定することのできる能力である。(中略：王子) 
  このようにみてくれば，これからの時代の公民的資質の中核をなすものは，合理的な意思決定に基
づいて主体的な社会的行為を行うことのできる意思決定力であると考えることができる。 
 
小原は，急激な社会の変化や課題に主体的に対処していくことが求められているとして，
これまでの社会科の方法原理を「問題解決」や「理解」から，「意思決定」にすることを提
案している。戦後まもなくの初期社会科の時代は，どうしたら貧困を克服できるかが個人の
課題でもあり，国家の課題でもあった。したがって，貧しさという自身や地域の問題を発見
し，その解決方法を考える問題解決学習が可能であった。これは，「まさに今，ここで起き
ていること」を学ぶ学習である。また，高度経済成長期は，貧困を克服しどのようにして今
の豊かさがつくられたのかを理解する学習が必要とされた。先人の問題解決の過程を学ぶ，
いわば過去を学ぶことで今の豊かさを維持しようとする学習である。そして，小原が意思決
定を主張するころの社会科は，これまで経験したことのない急激な社会の変化や地球規模
の問題を考える基礎を育成することが求められた。未来を予測し，よりよい未来をつくるこ
とのできる人材を育てる学習が必要になった。その未来をつくる人材を育成する方法とし
て，小原は社会科の学習に意思決定を取り入れようとしたのである。 
岩田は，社会科における価値判断学習の必要性について，次のように述べている 24)。 
 
   いかに精密で科学的な概念装置を作りえた子どもでも，それをもって社会科で育てる理想的子ども
像というわけにはいかない。民主主義社会に生きるにふさわしい価値判断ができる子どもであること
が必要である。合理的意志決定のできる子どもである。 
   価値判断を求められる問題に積極的にとりくんでいく子どもが社会科では求められている。これま
での社会科は価値のとりくみを避けてきた傾向がある。社会的論争問題に子どもをまきこむことを極
力避けたいという考えが教師一般にあったからである。 
   現在ではその考え方は通用しなくなってきた。たとえば環境問題に代表されるような社会的論争問
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題は，子どもの日々の生活と直接的に関わってくる状況になっている。また，二十一世紀社会に向け
て，多様な未来予測が，社会的にも要求されるようになってきている。子どもこそ二十一世紀社会を
生きる主役である。 
 
 岩田は，従前の社会科が避けてきた価値判断学習を行うべきだと主張した。しかし，岩田
の主張は森分と同じく，事実認識にこだわり情緒や感情を排した価値判断を求めている。岩
田は，合理的意志決定について，次のように述べている 25)。 
 
社会科授業で育成する市民的資質の中核は，合理的意志決定能力である。それは，科学的探究を通
して社会に関する構造的知識を習得し，それを生かした価値判断ができることである。社会科授業に
おける価値判断は，合理的な説明ができる判断であることが要求される。 
 
科学的な社会認識形成を図り，形成した社会認識を根拠にして価値判断することが岩田
の述べる合理的ということになる。岩田は，形成した社会認識を根拠とした価値判断に基づ
く意志決定を合理的意志決定とし，社会科授業で育成する公民的資質の中核とした。岩田の
述べる合理的意志決定の合理的とは意志決定の結果及び内容の合理性(妥当性)を指すので
はなく，意志決定に至る思考過程の論理性を指すことは明らかである。また，岩田が主張す
る科学的な探究学習をとおして習得した知識の活用を前提とする価値判断学習は，社会科
の目標である「社会認識形成をとおして公民的資質の育成を図る」を具現化したものの一つ
といえる。 
小原と岩田の主張によって，社会科が担うべきは社会認識か公民的資質かという二元論
ではなく，その二つを一体としてもしくは関連付けて公民的資質を育成していくようにな
ったことがわかった。 
水山光春は，合理的意志決定について，次のように述べている 26)。 
 
現代社会が直面している課題，あるいは今後直面するであろうことが予想される課題のほとんどは，
価値観の違いによって解決策が分かれるような，それゆえ合理的な解決が困難な課題ばかりである。
このような課題に対しては，科学的な事実認識と反省的に吟味された価値判断に基づいた，合理的な
意志決定が求められる。 
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 水山の論からは，合理的な意志決定が科学的な事実認識の重視に加えて，個人による反省
的な吟味を重視していることがわかる。価値観の違いによって解決策が分かれる問題の解
決に取り組まなければならない時代だからこそ，反省的な吟味による価値判断を重視して
いる。反省的な吟味とは，個人が自己の考える解決策を再吟味することである。既に論じた
ように初期社会科は，同じような経験と価値観をもつ子どもの間での問題解決学習であっ
た。それゆえに初期社会科の問題解決学習は，個の学びを重視しなくとも集団で討論をしな
がら結論をまとめ上げることが可能であった。子どもの考えの方向性がほぼ一定であり，単
一の価値観で解決策を模索できた。しかし，現代社会における解決策が多様な価値観によっ
て分かれる問題を取り上げる場合は，その多様な価値観の調整が必要となる。そのためには，
まずは個人が意志を明確にもち，そしてそのように判断した自己の思考過程を理解してお
く必要がある。多様な価値観に分かれる問題の解決を考える場合は，説得か合意形成が必要
となる。いずれの場合も，その考えに至る理由も明確にした個人による意志決定がなければ，
議論や話し合いが成り立たない。つまり，現在の社会科で求められる公民的資質の育成をめ
ざす意志(思)決定型学習は，個人の意志決定が基礎となる。そして，図Ⅱ-1 の矢印 B のよう
に個人の意志決定と集団による意思決定の往還によって，社会的論争問題は解決される。 
 
(2)合理的意志(思)決定学習の授業実践分析 
 合理的意志(思)決定学習には，様々な授業構成論に基づく実践がある。これらの授業構成
論や実践については，次章で詳細な分析を行う。ここでは，既に論じた初期社会科及び「初
志の会」の実践と，後に論じる社会参画型学習の実践との比較のために，典型的な合理的意
志(思)決定学習の過程をたどる授業実践を分析する。 
 東元信浩は，少子高齢化社会と社会福祉に関する課題を題材とした「少子高齢化と税負担」
の実践を開発した 27)。東元は，実践を開発した背景について，次のように述べている 28)。 
 
   つまり，新学習指導要領(王子註：平成 20 年版)が示す公民的資質には，基本的人権が尊重される社
会の実現をめざす主権者として政治に参加する資質の育成が含まれている。この資質を育成するため
には，今後グローバル化の進展や社会情勢の変化によって直面する社会問題に対して，主体的に判断
することが必要になる。ここでいう主体的に判断することとは，単に，情意的に判断することではな
く，社会事象を科学的に分析し，価値判断をおこなう合理的意志決定のことである。今後の社会科で
は，合理的意志決定を行う能力の育成が求められる。そのためには，以下の 3 つの能力を計画的に育
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成することが求められる。 
    ①社会事象を社会事象間の関係から認識する能力の育成(社会認識) 
    ②社会事象間の関係から認識した社会事象を分析し，吟味する能力の育成(社会事象の分析) 
    ③社会事象に対して自ら適切な選択・判断を行う能力の育成(科学的判断力) 
    ①から③の能力の育成を意図した指導計画によって，合理的意志決定能力の育成が可能になる。 
 
 東元実践 29)は，以上のような授業構成論に基づいて全 4 時間で構成されている。全 4 時
間の内，初めの 2 時間で少子高齢化の問題に関する社会認識を形成する。そして，後の 2 時
間で「少子高齢化と税負担」を考える構成になっている。第 3 時と第 4 時の「少子高齢化と
税負担」では，まず「なぜ，政府は，少子高齢化社会に対応した政策を打ち出したのだろう」
という問いをもとに，前時までに形成した社会認識の確認と新たな資料として 2055 年まで
の人口推計を提示し，税収が減少する未来の社会の状況を子どもに理解させている。そして，
第 3 時からこれらの社会認識をもとに社会的論争問題として「老年者の税負担の増額が必
要なのか，必要でないのか」を問う。まず，事実の分析をもとに税負担の増額が必要と考え
る立場と必要でないと考える立場それぞれの主張を検討する。この事実を分析してからの
主張の検討は，「初志の会」の課題であった不十分な社会認識による議論とは異なるもので
ある。その後，東元実践は「どのような政策を行えば，老年者の増税問題を解決できるのだ
ろう」を議論させる。予想される生徒の反応として，出生数現象を緩和する政策，老年者の
就業を促進する，消費税の増額などがあげられている。授業のまとめとして，議論した内容
をふまえて，生徒一人ひとりが老年者の増税の賛否に関根拠を明確にした価値判断を行う。 
 東元実践の優れている点は，①社会認識形成を丁寧に図っていることと②科学的な探究
過程をたどっていることの 2 点である。 
 
①社会的論争問題を扱う場合は子どものもつレディネスに違いがある。したがって，いき
なり「老年者の税負担の増額を考えよう」では議論以前に，自分の考えをもつこと自体
が困難なことも想定される。これは，既に論じた西実践の課題である子どもが授業者の
提示した問いを自らが探究する問いとすることができたかと通底する課題である。授
業の初めの 2 時間で形成された社会認識によって子どもの学習の共通基盤ができ，考
えるための出発点となる。社会認識形成を丁寧に図ったことによって，議論が成立した。 
②情意的な判断を排するために科学的な探究過程をたどり，価値分析過程で事実を分析
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的に検討していることである。この探究過程によって自己の生き方を考える学習では
なく，自己の利害から離れて社会を見つめ，社会的論争問題の解決を図る学習になって
いる。 
 
以上の 2 点は，初期社会科や「初志の会」の実践とは一線を画すものである。 
 東元実践の課題は，①初めに議論をさせた授業構成と②取り上げた社会的論争問題と発
問のズレの 2 点である。 
 
①事実を分析した後に「どのような政策を行えば老年者の増税問題を解決できるのだろ
う」を考える際，最初から議論をさせている。学習指導案では，最終の価値判断は個人
で行うとされているものの，解決策を考える段階では個人による学習は設定されてい
ない。議論をするためには，議論を支える個人による意志決定が必要不可欠である。個
人の考えなしに，いきなり議論をすれば発言力のある子どもや社会科の学習が得意な
子どもの考えだけで授業が進んでいく危険性がある。東元実践のみならず，集団による
議論や合意形成を図る学習でも，同様の個人の意志決定を軽視しているともとれる展
開の授業が散見される。意志(思)決定型学習の基礎となる個人の意志決定をするための
時間をどのように確保した授業構成にし，どのように意志決定をさせるかについて検
討する必要がある。また，授業の再現可能性の観点からも学習指導案に個人による意志
決定に至る学習過程を明示する必要がある。 
②社会的論争問題として「老年者の税負担の増額は必要なのか，必要でないのか」を考え
させ，学習の終末をオープンエンドとしたのにも関わらず，最終的な価値判断が「増税
を行うか，行わないか」となっている。必要か不必要かと実行するのか実行しないのか
は，似て非なるものである。ただし，これは授業の展開上の課題であって，東元の主張
する社会認識を形成し，それらを活用して価値判断をする合理的意志決定学習の欠陥
ではない。 
 
(3)合理的意志(思)決定学習の公民的資質の育成に関する考察 
 (1)(2)の分析によって，公民的資質の育成に関する合理的意志(思)決定学習の有効性が明 
らかになった。社会的論争問題を取り上げる合理的意志(思)決定学習は，その科学的な探究 
過程を担保していることによって「はいわまる経験主義」と揶揄された初期社会科の問題解 
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決学習とは異なる。合理的意志(思)決定学習では，教室の子どもが社会的論争問題を考える， 
議論するための共通基盤として社会認識形成を重視する。科学的な探究によって社会認識 
形成を図るため，その社会認識をもとに考える価値判断や意志決定過程の科学性も担保さ 
れる。合理的意志(思)決定学習は，価値判断や意志(思)決定をする過程も科学的な探究過程 
なのである。以上の合理的意志(思)決定学習のもつ特徴は，社会科の目標である「社会認識 
形成を通して公民的資質の育成を図る」と合致している。 
合理的意志(思)決定学習を個人による意志決定から始めることも，公民的資質の育成とな
る。なぜなら，公民的資質とは一人ひとりがもつべき資質であり，誰かに頼ったり流された
りするものではない。まず自分で考え，そして意志を表明することで，誰かに頼ったり，大
勢に流されたりしない子どもが育つ。このような子どもの成長は，社会科の役割として期待
される主権者育成にもつながる。以上のことから，個人の意志決定から始まる合理的意志
(思)決定学習は，子ども一人ひとりの公民的資質の育成に有効にはたらくことがわかる 
 ただし，合理的意志(思)決定学習で公民的資質の育成を図るためには，①個人による意志
決定学習を意志(思)決定の学習の出発点にすることと②子どもに価値判断を求める問いの
表現の 2 点について留意する必要がある。 
 
①集団による議論や合意形成を図るためには，個人による意志決定学習の充実が前提と
なる。例えば，個人の意志決定がなされないままに，いきなり話し合いをしても議論は
成立しない。授業者が，合理的意志(思)決定学習の出発点は個人による意志決定である
ことを理解していれば，取り上げた社会的論争問題に関わる事実的知識の習得，つまり
社会認識形成を図ろうとするだろう。この科学的な探究過程をたどることが，合理的な
探究過程をたどった意志決定である。 
②合理的意志(思)決定の合理的をその探究過程の合理性と解釈すれば，子どもが思い込み
や思いつきの主観的な意志決定に陥らないようにしなければならない。そのためには，
授業者の発する問いの吟味が必要となる。授業者の主観が問いに反映されている例を
あげる。紙田路子は，実践「商店と私たちの生活」30)で「地域商店がなくならないため
に私たちができることは何でしょう。」と問うている。前時までに形成した社会認識を
もとに，子どもに地域商店存続の方法を検討させようする社会認識形成から価値判断，
意志(思)決定と学習が発展していく合理的意志(思)決定学習の授業構成をたどっている。
しかし，「地域商店がなくならないため…」という問いに授業者の主観が入っている。
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地域商店の存続が前提となることは，古いものを守ることは是であるという価値観の
押しつけになる危険性がある。問いの「地域商店」を次のように変えると問いに含まれ
る問題点がわかりやすい。例えば，「(アマゾンなどのネット通販におされている)イオ
ンがなくならないために，私たちができることは何でしょう」と問えば，なぜイオンを
守らなければいけないのか，企業努力の問題だという批判が出よう。それは，「地域商
店」でも同じことである。しかし，現実には古いものや小さいものを保存すべきである
とする価値観が問いに潜むことがある。この実践では，「地域商店を残すべきか，残さ
なくてもよいか」という問いから始め，まず地域商店存続の是非を検討する必要がある。
そして，地域商店を残すという合意形成が図られた後に先述の問いで探究するのであ
る。紙田の後の実践である「水俣病から考える」31)の第 4 時では，「『和解協定書』は受
け入れるべきか，受け入れるべきではないか」という問いで授業が構成されており，そ
の合理性が担保されている。授業者の主観を限りなく排除した問いを設定し，子ども一
人ひとりに価値の選択をまかせることが合理性の担保につながる。 
 
 以上のことから，合理的意志(思)決定学習が公民的資質の育成に有効性をもつことが明ら
かになった。さらに個人による意志決定から学習をはじめることと主観を排除した問いの
設定による合理的な探究過程をたどることが，合理的意志(思)決定学習の合理的が意味する
ことであることがわかった。 
 
3 社会参画型学習の授業構成論と授業実践の分析   
(1)社会参画学習の授業構成論 
 社会参画型学習を提唱する研究者の一人が，唐木清志である。唐木は，社会参画を志向す
る社会科授業を次のような類型に分類している 32)。 
 
   社会参画を志向する社会科授業を，「理解」を重視する「科学的社会認識の育成を目指す社会科授 
   業」，「能力」を重視する「意思決定力の育成を目指す社会科授業」，「態度」を重視する「社会的実 
   践力の育成を目指す社会科授業」の三つに分類し，それぞれ「第 1 類型」「第 2 類型」「第 3 類型」
として位置付けることを提案する。 
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 唐木は，三つの類型の関係性について，次のように述べている 33)。 
 
    これらの三つ(王子註：唐木の三類型)はそれぞれ，第Ⅱ類型の授業を実施する場合には第Ⅰ類型 
    の授業が前提に，そして，第Ⅲ類型の授業を実施する場合には第Ⅰ及び第Ⅱ類型の授業が前提とな 
る，という関係にある。本章で取り上げる「社会参加学習」は，このうち第Ⅲ類型にあたるため，
その前提として，第Ⅰ及び第Ⅱ類型の授業が成立していなければならない。 
 
 唐木は，社会参画型学習を価値判断・意志(思)決定学習より高次の学習とし，社会科学習
がめざす到達点であるとしている。唐木の 3 類型の関係性を換言すれば，「①わかる→②決
める→③動く」になる。社会参画型学習は，どのようにするかを決めるだけでは不十分で，
実際に社会に関わろうとする意欲や態度を養うことをめざす。社会に能動的に関わる子ど
も像は一見理想的にみえる。しかし，社会科授業でその段階に到達することを求める必要が
あるのだろうか。また，社会科の授業でそれを実現することは可能なのだろうか。唐木が，
社会参画型の学習が安易な活動主義に陥ることを戒めていることは，第Ⅰ章で論じた。しか
し，筆者は，唐木の理念から離れた活動主義に陥っている社会参画型学習が教育現場におい
て広く行われていることを明らかにしている 34)。また，桑原敏典は社会参加学習の問題点
について，次のように述べている 35)。 
 
   例えば，社会参加学習としての社会科は，実際の社会問題に取り組ませ，教室の中だけでなく社会 
へ出てその問題解決の営みの一部に子どもを関わらせていこうとする。この時，取り組むべき問題が 
子どもにとって身近で切実なものであり，彼らが自ら進んで活動に取り組めば，一層効果的な学習が 
なされると期待される。しかし，子どもは，自分を取り巻く社会で広く受け入れられている考え方に 
影響を受け易いものである。そのため社会を対象化して捉えることができず，そのあり方を十分に批 
判できなくなる可能性が高い。(中略：王子) 
 このように，両者とも(王子註：社会参加学習と社会形成をめざす学習)，市民的資質教育として優 
れた点を持っているものの，現時点においては実際的な問題として目標達成のための意図的計画的 
な授業構成が困難であるという問題を抱えているのである。 
 
 桑原は，社会参画型学習の理念については肯定しているものの，社会参画型学習を実際の
授業に導入することに対しては慎重な立場をとっている。これは社会認識形成，価値判断，
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意志(思)決定が社会参画型学習の成立の前提として十分になされていないことに対する警
句である。ともすれば提案することや参加すること自体が目標になりやすく，何かを提案す
れば，もしくはどこかに参加すればよいという活動主義に陥りやすい。また，社会認識形成
や事実の分析が不十分であれば，その提案は実効性をもつことがない。 
 峯明秀は，社会科教育における社会参加について，次のように述べている 36)。 
 
    結論から言えば，「社会参加」は，学習者の意欲を喚起し積極的な学習活動を促すが，自分たちが 
生きている社会をわかる，対象とする社会を考えるためになされる社会科教育において，手段として 
は有効であっても，直接の目的にはなりえない。  
 
 峯は，社会参加をすることが社会科授業の目的にはならないとしている。これは先述の筆
者が指摘した提案や参加が目的となっている現状に対する共通の問題意識である。社会参
加や提案自体を否定するものではなく，その前提となる社会認識形成や価値判断・意志(思)
決定が十分になされているかを検討する必要性を指摘したものである。 
 以上のことから，社会参画型学習についてはその前提となる社会認識形成や価値判断・意
志(思)決定段階の学習が，いかになされているかがポイントであることがわかった。 
 
(2)社会参画型学習の授業実践分析 
 社会参画型授業の実践として，小学校 5 年生で行われた梅澤真一の実践「通勤ラッシュ
を考える」37)を取り上げる。梅澤は，東京メトロの「東西線早起きキャンペーン」を教材化
し，このキャンペーンの有効性を子どもに価値判断させる実践を開発した。その上で，授業
のゴールとして，通勤混雑を解消する具体策を考え，東京メトロ旅客課に意見書を書くとい
う提案による社会参加を設定した。 
 「通勤ラッシュを考える」の指導計画は，次の表Ⅱ-5 のとおりである。 
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表Ⅱ-5 「通勤ラッシュを考える」の指導計画と学習過程の分析 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(梅澤実践をもとに学習過程を追記して王子作成) 
 
 梅澤の指導計画を分析すると，8 時間中 7 時間が社会認識形成過程と価値判断・意志(思)
決定過程で占めていることがわかる。これは批判されることではなく，唐木の述べる第Ⅱ類
型までの学習を丁寧に進めている証左である。つまり，価値判断・意志(思)決定学習と社会
参画型学習の違いは授業の目標として何を求めるのかということになる。価値判断・意志
(思)決定学習では，その判断や決定はどのような思考過程を経て到達したか，どのように社
会認識を分析し，結論を出したかということが授業のゴールになる。つまり，価値判断・意
志(思)決定学習では，論理的な思考やデータを解釈する技能を評価するのである。それに対
して，社会参画型学習では学習したことによって提案をしたくなったか，社会に関わりたく
なったかという意欲や態度を評価するのである。 
 梅澤実践の優れているところは，次の 3 点である。 
 
①社会認識形成過程を重視していることである。提案・参加に至るまでの学習過程が緻密
に構成されている。特に，「東西線早起きキャンペーン」の価値判断場面では，子ども
に実際の駅構内の様子や通勤ラッシュの様子を観察させている。 
指導計画(8 時間) 
第 1 次 都市部の鉄道の発達(2 時間) 
    ・鉄道ができた 新橋~横浜 路面電車の発達(1) 
    ・初めての地下鉄 銀座線 新しい地下鉄副都心線(1) 
第 2 次 地下鉄の現状と問題点(2 時間) 
    ・乗降人数の多い駅と混雑率の高い区間(1) 
    ・混雑率の高い区間の発生理由 
第 3 次 東西線の通勤混雑を解消するにはどうしたらよいか考える(3 時間) 
    ・通勤ラッシュの問題点(1) 
    ・東西線の満員電車をなくすための具体策を考える(1) 
    ・東西線早起きキャンペーンについて考える(1) 
第 4 次 メトロ旅客課に意見書を書く(1 時間) →参加・提案 
全 8 時間の内，
5 時間は社会認
識形成過程 
全 8 時間の内，
2 時間は価値判
断・意志(思)決
定過程 
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②モビリティ・マネジメントの視点で授業が構成されているため，東京メトロの取り組み
の是非にとどまらず，これからの交通社会のあり方を子どもが継続的に考えるきっか
けに授業がなっていることである。 
③当初の計画にはなかったものの，子どもの提案に対して東京メトロの職員が回答する
学習が次年度に実施されたことである。これは，子どもが何かを提案して終わりではな
く，その提案が採用されたのはなぜか，もしくは採用されなかったのはなぜか，を学ぶ
機会である。この学習が設定されたことで，子どもが自己の提案を省察するとともに社
会認識の深化を図ることができた。 
 
 梅澤実践の課題は，当初東京メトロの職員の回答があることを想定しなかったとするな
らば，そもそも意見書を書かせる学習過程を組み込む必要があったかということである。意
見書を書かせることに 1 時間を使うよりも，例えば，東京メトロ以外の鉄道会社や地域の
通勤ラッシュ解消の取組みや，反対に過疎地が交通手段を確保しようとする取組みを学習
する方が学習効果は高い。そのような学習を展開すれば，子どもが通勤問題を社会全体の問
題としてとらえることができ，社会問題としての価値判断・意志(思)決定をできたのではな
いだろうか。社会に対して主体的に関わる子どもを育成するためには，社会認識を深化させ，
それに基づく価値判断・意志(思)決定学習の充実が必要であるがゆえに，意見書を書いて提
案するという授業過程には疑問が残る。 
 
(3)社会参画型学習の公民的資質の育成に関する考察 
(1)(2)の分析によって，公民的資質の育成に関する社会参画型学習の特徴が明らかになっ
た。社会参画型学習の基盤となるのは，社会認識形成とそれに基づく価値判断・意志(思)決
定である。社会参画型学習は価値判断・意志(思)決定学習の延長線上にあるもので，それ自
体では公民的資質の育成を図ることができない。どのような提案をしたから，どこに参加し
たから，何に関わったかによって公民的資質が育成されるわけではない。つまり，社会参画
型学習で公民的資質が育成されるわけではなく，社会参画はその前段となる学習をとおし
て育成された公民的資質を活用する場である。 
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第 3節 公民的資質の育成を図る社会科授業構成論の条件 
1 学習の到達段階と問いの設定 
 第 2 節の分析によって，社会参画型学習は育成した公民的資質を活用する場であること
がわかった。社会参加後の省察は，社会参加の経験をもとにした社会認識の深化であり，社
会認識形成過程である。また，社会科学習が社会認識形成にとどまれば，公民的資質の育成
は不十分なものとなる。「わかる」というインプットのみでは，社会に主体的に関わったと
はいえない。したがって，社会科授業では形成された社会認識に基づく価値判断・意志(思)
決定の学習過程を重視して，公民的資質の育成を図るべきである。 
 次に，価値判断・意志(思)決定学習において設定する問いは，社会的論争問題が望ましい
ことがわかった。身近な論争問題では，初期社会科の分析からわかるように子どもが経験に
頼った主観的な判断を下してしまったり，十分な社会認識が図られず他の事例に転用でき
なかったりと限定的な学習に陥る可能性がある。このような学習では，狭義の市民的資質し
か育成されない。したがって，公民的資質の育成を図るためには，社会的論争問題を取り上
げた学習をすることが望ましい。 
 
2 学習方法と学習過程 
 社会参画型学習であっても，意思決定学習であっても，その基礎に個人による意志決定が
ある。個人の意志決定をいかに充実させるか，いかに授業内でその時間を確保するかが必要
になる。また，どのように個人に意志決定をさせるかについての検討も必要である。公民的
資質の育成のために個人による意志決定過程を重視すべきである。 
 以上の分析，検討から，本研究では公民的資質の育成を図るために意志(思)決定型学習に
着目する。特に，意志決定と意思決定のあり方について，次章で検討を加える。そして，個
人による意志決定学習の充実を基盤とした公民的資質の育成を図る社会科授業のあり方に
ついて明らかにする。 
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第Ⅲ章 意志(思)決定型学習における合理性に関する課題とその改善の方向性 
 
本章では，意志(思)決定型学習における子どもの学習実態を分析し，従前までの意志(思)
決定型学習の合理性に関する課題について明らかにし，その改善の方向性について論じる。  
第 1 節では， 意志(思)決定型学習の成立要件について論じる。 
第 2 節では，子どもが取り組んだ意志決定学習の思考過程を分析し，意志決定の合理性
に関する課題について論じる。 
第 3 節では，第 2 節で明らかになった子どもの意志決定の合理性に関する課題の改善を
図る手立てが，従前までの意志(思)決定型学習にあるかについて分析する。その分析をもと
に，意志(思)決定型学習の現状と改善の方向性について論じる。 
 
第 1節 意志(思)決定型学習の成立要件 
1 合理的意思決定と意思決定 
 意志(思)決定型学習では，学習過程のいずれかで個人もしくは集団によって「こちらを選
ぶ」や「このようにする」という意志(思)決定がなされる。意志(思)決定が個人によるもの
か，集団によるものかをはじめとして，どのような過程を経て意志(思)決定をするのか，何
を目標とするのかなど授業構成論ごとに違いがある。本研究においては，既に個人(I，You，
He，She)による決定を意志決定，集団(We，You，They)による決定を意思決定と定義して
いる。そこで，本項では合理的意思決定と意思決定の定義について論じる。 
 日本社会科教育学会編『社会科教育事典』には，合理的意思決定の定義がある。既に第Ⅱ
章でも引用した記述であるものの，合理的意思決定と意思決定の記述を比較するため，本章
でも再度引用する。執筆担当者である小原友行は，合理的意思決定の定義について，次のよ
うに述べている 1)。 
 
   合理的意思決定とは，目的・目標を達成するために考えられる実行可能なすべての行動案(手段・方
法)の中から，あるいは，問題を解決するために考えられるすべての解決策の中から，より望ましいと
合理的に判断できるものを選択・決定する活動である。 
 
 森分孝治，片上宗二編集の『社会科 重要用語 300 の基礎知識』には，意思決定の定義が
ある。執筆担当者である小原は， 意思決定の定義について，次のように述べている 2)。 
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   意思決定を方法原理とする社会科の目標は，市民的(公民的)資質の中核をなす意思決定力の育成で
ある。それは，問題場面での自己の行為を科学的な事実認識と反省的に吟味された価値判断に基づい
て合理的に選択・決定するために必要な能力である。換言すれば，目的・目標を達成するために考え
られる実行可能なすべての行動案(手段・方法)，あるいは問題を解決するために考えられるすべての
解決策の中から，より望ましいものを選択・決定する能力である。 
 
 以上のように，小原は，意思決定力を「合理的に選択・決定するための能力」と定義して
おり，合理的意思決定と意思決定の定義に明確な区別はない。つまり，意思決定と合理的意
思決定は同義であり，社会科学習において意思決定が合理的であることは自明である。した
がって，社会科学習において合理的でない意志(思)決定は，意志(思)決定としての要件を充
たさないことになる。 
 
2 意志(思)決定型学習における合理性 
第Ⅱ章で論じたように，意志(思)決定の合理性は，意志(思)決定に至る思考過程の論理性
と導出した根拠の妥当性である。したがって，意志(思)決定に至る思考過程の論理性が，意
志(思)決定型学習の成立要件となる。それでは，どのように学習を進めれば，合理的な意志
(思)決定になるのだろうか。 
森分は，意思決定と社会認識体制の関係について，次のように述べている 3)。 
 
   社会認識とは別に市民的資質があるわけではない。誰もが形成してきている社会認識体制が，社会
的な知識・判断の体系が，市民的資質の中身である。感情や意志力もあるけれども，その，いわば大
部分を占めているのが知識・判断である。したがって，問題となるのは，どれほど成長した社会認識
体制をもって，社会科で目標とされる市民的資質とするかである。一般的には，現代の民主主義社会
において一市民として直面するであろう問題に対し，合理的に意思決定できる社会認識体制であり，
正しく意思決定できる社会認識体制と感情，意志力である。 
 
森分は，自身のもっている社会的な知識・判断の体系が市民的資質の中身であるとしてい
る。そして，合理的で正しい意思決定をするために，社会認識体制の成長が必要であるとし
ている。森分の述べる意思決定は，本研究の定義では個人による意志決定を指す。社会認識
体制が意志決定の判断基準となる。意志決定の判断基準とは，意志決定における根拠である。
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つまり，意志決定の合理性を高めるためには，社会認識を成長させ，根拠の妥当性を高める
ことが必要になる。社会認識体制は，社会認識形成と形成された社会認識の活用を繰り返す
ことで成長する。したがって，意志(思)決定型学習には，社会認識形成と形成された社会認
識を活用する能力が必要になる。しかし，実際の授業では，子どもが初めて知る社会的論争
問題を取り上げることがある。初めて知る社会的論争問題を取り上げた授業では，社会認識
形成が不十分なままで意志(思)決定を求めることになりかねない。情報が不足した状態での
思いつきの意志(思)決定には合理性がなく，誤った結論となる可能性が高い。妥当性の高い
根拠に基づく意志(思)決定のためには，まず取り上げる社会的論争問題に関する情報を子ど
もに与え，情報を整理させる過程をとおして社会認識形成を図る必要がある。 
 次に，社会認識形成が図られた後に，どのような過程で意志決定がなされるかについて分
析する。小原は，社会科における意思決定過程を，次の表Ⅲ-1 のように示している 4)。 
 
表Ⅲ-1  意思決定過程(小原) 
 
 
 
                          
 (小原の論をもとに王子作成) 
 
 表Ⅲ-1 のⅰで社会的論争問題を確認し，ⅱとⅲで何が問題か，なぜ問題が発生したのか，
どのようにして解決すべきかについて分析する。これらは形成した社会認識を活用して行
う。次に，表Ⅲ-1 のⅳ~ⅵで複数の解決案を検討して意志決定をする。これらは複数の選択
肢を比較，吟味した価値判断によって行う。小原は，意志決定力を「問題場面での自己の行
為を科学的な事実認識と反省的に吟味された価値判断に基づいて合理的に選択・決定する
ために必要な能力」5)と述べている。科学的な事実認識は社会認識形成，反省的に吟味され
た価値判断は複数の選択肢を比較，吟味して判断することである。つまり，子どもが社会的
論争問題について複数の選択肢を比較，吟味することなく直感的に結論を出す学習は，意志
(思)決定型学習とはいえないのである。 
 最後に，意志決定と意思決定の構造について分析する。集団による意思決定学習を支える
のは，個人による意志決定である。教室には自ら考えることをせず(もしくはできず)，集団
での話し合いにのぞむ子どもがいる。実社会にある社会的論争問題に対する無関心や「自分
ⅰ問題把握 → ⅱ問題分析(原因究明) → ⅲ達成すべき目的・目標の明確化 → 
ⅳすべての実行可能な行動案(アイディア)の提出 → ⅴ行動案(アイディア)の論理的
結果の予測と評価 → ⅵ行動案(アイディア)の選択と根拠づけ → ⅶ決定に基づく
行動 
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の力では何も変わらない。」という無力感のリアリティまでも教室で再現してしまっている。
その原因は，話し合いや議論の前提となる個人による意志決定が不十分なままで学習が進
むことにある。問題解決の他人任せは，時として声の大きさで集団の意思が決まる非民主的
なふるまいの容認につながる。このような状況を解消することが，社会科の役割である。集
団による意思決定を求める学習では，その前提として社会認識形成をもとに複数の選択肢
を比較，吟味した上で価値判断をし，直感によらない個人による意志決定の過程が必要にな
る。合理性のある個人による意志決定をもとに，集団による意思決定は行われるべきである。 
以上の考察をもとに，意志(思)決定型学習の三つの成立要件を示す。 
 
   【意志決定学習の段階】 
   ①社会認識形成を図ることと形成した社会認識をもとにして意志決定の根拠を導出
することが学習過程で意図されている。 
   ②複数の選択肢の比較，吟味による価値判断によって根拠を形成し，意志決定をする 
ことが学習過程で意図されている。 
  【意思決定学習の段階】 
   ③①と②の学習過程によってなされた個人による意志決定をもとに，論理的な思考
によって集団で意思決定することが学習過程で意図されている。 
 
意志(思)決定の合理性は，論理的な思考過程を担保する上記の 3 点を充たす学習過程によ
って図られる。 
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第 2節 意志決定学習における子どもの思考の特徴と課題 
 第 1 節で，意志(思)決定型学習の成立要件を示した。これらの成立要件は，いわば意志(思) 
決定型学習の理念といえる。しかし，学習がその理念どおりに進むとは限らない。意志(思) 
決定型学習の授業構成論が論理的であっても，実際に学習する子どもの思考過程が論理的 
でなければ，意志(思)決定の合理性は担保されない。つまり，意志(思)決定型学習の成立要 
件を充たす授業構成論に基づいた学習によって意志(思)決定の論理性を担保すると同時に， 
子どもの思考の特徴を分析し，子どもの思考に沿った学習方法をとることで意志(思)決定の 
合理性は高まる。                   
 本節では，意志決定学習における子どもの実態を分析し，子どもの思考の特徴をもとに意
志決定学習の課題について論じる。 
 
1 意志決定学習の実態調査のねらいと概要 
 子どもの意志決定学習に関する実態調査を行った。実態調査の対象として教科書掲載の
資料を教材として選択した。教科書掲載の特別ではない教材による意志決定の分析によっ
て明らかになる課題は，特定の子どもにしか起こらない特別な課題ではない。つまり，本実
態調査で明らかになる意志決定の課題は，どの子どもにも起こりうる課題としてとらえる
ことができる。実態調査の概要は，次のとおりである。 
 
(1)調査対象と時期 
調査対象は，H 県公立中学校の 2016 年度第 3 学年 61 名と 2017 年度第 3 学年 45 名，計
106 名である。調査は，両年度それぞれ 6 月に実施した。 
 
(2)調査方法 
調査は，中学校公民的分野の教科書に掲載されている「コンビニエンスストアの経営者に
なってみよう」6)(以後，「コンビニ意志決定」)を用いて行った。教材では，地図に示された
5 か所のうち，どこにコンビニエンスストアを出店するかが問われる。いずれの場所を選ん
でも間違いではなく，それぞれの場所の条件を比較，吟味したうえで一つの場所を選択する。
その過程において限られた立地条件の情報ではあるものの，公平にそれらの条件を比較，吟
味して意志決定し，他の場所よりも意志決定した場所の優位性を論証することが求められ
る。 
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ワークシートを配布し，①どの場所に出店するのか，②なぜ，①の場所を選択したかの記
述を求めた。ワークシート配布から回収までを 25 分間とし，個人による作業で価値判断・
意志決定をさせた。回収したワークシート記述をもとに，①他の場所と比較したうえで出店
場所を決定しているか，②5 か所の出店場所のメリットとデメリットをそれぞれ論理的に比
較，吟味しているかについて分析した。 
 
(3)調査結果と分析 
「コンビニ意志決定」のワークシート記述では，106 名全員が根拠を示し，意志決定をし
ていた。しかし，意志決定に至る過程を精査すれば，次のような意志決定の非論理性が明ら
かになった。 
他の場所との比較をして判断した子どもは，106 名中 33 名(31.1％)にとどまった。つま
り，73 名(68.9％)の子どもは，選択肢間の比較をすることなく直感的に結論を出してから適
合するもっともらしい理由の後付け(以後，「理由の後付け」)をしていた。 
意志決定をする過程で選択肢間を比較した 33 名中 31 名の子どもは，自身の選択肢のメ
リットと他の選択肢のデメリットを比較する不公平な比較(以後，「不公平な比較」)をして
いた。自身の選択した場所のメリットと選択しなかった場所のデメリットを比較しており，
論理的な比較，吟味をしていない。31 名の子どもは，他の場所との比較をすることで合理
的に意志決定をしているようにみえて，直感による自身の判断を正当化したにすぎない。 
以上の分析から，106 名中 2 名のみしか論理的な比較，吟味ができておらず，104 名は直
感による非論理的な意志決定をしたことが明らかになった。根拠と意志決定の間に論理整
合性があるようにみえても，「理由の後付け」や「不公平な比較」によって「はじめに結論
ありき」の非論理的な意志決定がなされていた。具体例として，2017 年度第 3 学年の子ど
も A と子ども B の記述を表Ⅲ-2，表Ⅲ-3 で示す。 
 
表Ⅲ-2 子ども Aの選択した出店場所と決定理由 
 
 
 
 
(下線部：王子) 
・場所 オフィス街の一角，駐車場なし 
・理由 資料 2 より 20 歳以上の利用者が多いのでオフィス街の一角にした。オフィス
街が駅の近くにあるので，電車通勤が多いと考え，駐車場は不要だと思う。資
料 3より週に 2回以上利用する人が多い。ほぼ毎日，仕事をするために会社な
どに来ると考えたから。  
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表Ⅲ-3 子ども Bの選択した出店場所と決定理由 
 
 
 
 
(下線部：王子) 
 
子ども A と子ども B は，自身が選択した場所とそれ以外の場所との比較をしておらず，
他の場所よりも自身の選択した場所が優れていることを論証していない。また，子ども A は
因果関係が不明な「(利用する年代が)20 歳以上の人が多いのでオフィス街の一角にした」や
自身の想像である「電車通勤が多いと考え」を理由にあげた。子ども B は，事実を示す資
料がないにも関わらず「ボディーシートやシーブリーズ(ともにデオドラント用品)などの売
り上げがあがりそう」を理由にあげた。両者ともに根拠を示して意志決定をしているように
みえて，その実態は非論理的で直感的な意志決定をしていた。 
 以上の実態調査の分析から，次の 2 点の課題が明らかになった。 
 
  ①根拠と意志決定の間に論理整合性があるようにみえても，68.9%の子どもの意志決定 
は「はじめに結論ありき」の非論理的な直感によるものであること。 
  ②98%の子どもが，論理的な比較，吟味をせずに非論理的な意志決定をしていること。 
 
 実態調査から明らかになった意志決定の課題は，意志(思)決定型学習の成立要件である
「複数の選択肢の比較，吟味による価値判断によって根拠を形成し，意志決定をする」を充
たしていない。したがって，根拠と意志決定の間に論理整合性があるようにみえても，子ど
もが授業において合理的な意志決定ができたとはいえない。 
本実態調査から，子どもの合理的な意志決定を阻害するものとして，直感の存在が明らか
になった。次項では，意志決定と直感の関係について分析する。 
 
2 直感のバイアスに影響される意志決定 
 第 1 節で論じたように，意志決定に至る思考過程が論理的でなければ，それは合理的な
意志決定ではない。社会科における意志(思)決定型学習では意志決定に至る思考過程の論理
性を求め，思いつきや「何となくそう思った」などの直感による意志決定を回避してきた。
・場所 野球場などのそば 
・理由 近くに野球場やサッカー場などがあるので若い人が多く来てくれそうだからで
す。運動する人が近くに多ければ，ボディーシートやシーブリーズなどの売り
上げが上がりそうだからです。多目的ホールがあれば色々な年齢の人が来そう
で気軽に使ってもらえると思うからです。 
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論理的な思考過程を経てなされた意志決定が，社会科で目標とされる公民的資質を育成す
る合理的意志決定である。しかし，前項で示したように実態調査では 98%以上の子どもが
根拠を示した合理的意志決定をしているようにみえて，実は直感的に意志決定をしている
という課題が明らかになっている。その課題を克服する手立ての一つが，第 1 節で意志(思)
決定型学習の成立要件として示した社会認識形成と形成した社会認識をもとにした根拠の
導出である。そして，もう一つの手立てが，複数の選択肢を比較，吟味することである。複
数の選択肢を比較，吟味するためには，自身の意志決定に至る思考過程の省察が必要になる。
学習過程に子どもが自身の意志決定を省察できる過程を設けることはもちろん，何を吟味
するのかについて明確にする必要がある。意志決定の省察過程では，「はじめに結論ありき」
の意志決定にならないように，「理由の後付け」と「不公平な比較」を克服する手立てを講
じる。その手立てによって学習を進めれば，直感的な意志決定ではなくなる。 
社会科学習で求めるのは，論理的な思考による意志決定である。したがって，実態調査か
ら明らかになった課題を克服するためには，直感的な意志決定を排除すればよいというこ
とになる。しかし，人間の意志決定におけるすべての直感を排除することができるのか，も
しくは排除すべきなのかということについて，さらに検討を加える必要がある。  
本研究で定義した公民的資質は，「地域社会の一員として，国家の一員として，国際社会
の一員として各社会で起こっていることを批判的に吟味して，民主的で平和な社会の形成
に主体的に関わろうとする資質」である。したがって，意志決定学習では思いつきの意志決
定を可能な限り回避すべきである。しかし，その一方，誰の意志決定かがわからないような
意志決定をさせても，公民的資質が育成されないことも事実である。公民的資質の育成を図
るためには，「私(I)が意志決定する」という姿勢が必要である。決して，求めるのは「〇〇
といわれているから(〇〇にすればよいらしいから)，〇〇に決定をする」ではない。意志決
定とは本来主観的なものであり，客観的な意志決定は矛盾した表現である。また，現実社会
で行われている意志決定は，「自分はそうしたくないけど(主観)，そのようにした方がよい
(客観)からそうする(意志決定)」ばかりではない。「ともかくそうしたい(主観)からそうする
（意志決定）」や「そのようにしたらだめなのはわかっている(客観)けれど，自分はそうした
い(主観)からそうする(意志決定)」という意志決定もある。つまり，直感的な意志決定を認
めるか，それとも直感的な意志決定を認めないかの問題ではない。意志決定に直感が入り込
むことを前提にした上で，どのように意志決定学習を展開するべきかについて検討すべき
である。もちろん，自身の思いつきですべての意志決定をすればよいというわけではない。
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しかし，思いつきによる意志決定のすべてを否定することはできないのも事実である。 
合理性のある意志決定とは，論理的な意志決定である。しかし，そのために意志決定にお
ける直感の完全な排除をめざすことは不可能であり，それをめざすこと自体が合理的でな
い。社会科学習で意志(思)決定型学習を取り入れるのは，公民的資質の育成を図るためであ
る。学習の成果である意志決定が実際の社会で通用するかどうかは，さして重要ではない。
なぜなら，1 回の学習で公民的資質の育成を図ることができるわけではないからである。意
志(思)決定型学習の機会を増やし，繰り返し学習することをとおして，自身の非論理性に気
づいたり，論理的に考える経験を積んだりすることで合理的な意志決定ができるようにな
ればよい。実社会における意志決定のほとんどは，その時，その場の 1 回限りのものであ
り，もしも誤った意志決定をしたならば，自身が不利益を被ることになる。しかし，社会科
学習における意志決定は，将来，誤った意志決定をして不利益を被らないように，トレーニ
ングとして繰り返し行うことのできる意志決定である。したがって，直感の排除をめざすよ
りも，自身の意志決定に直感が入り込むことを自覚し，直感を制御して意志決定することを
学ぶ方が有益である。子どもは，このような意志決定のトレーニングを積むことで，次第に
誤りの少ない意志決定や他者に対して説得性をもつ意志決定をできるようになる。 
「直感による判断＝誤った判断」ではない。今井むつみは，「論理に頼ってではなく，過
去の経験や直感，感覚に基づいて問題解決をする仕方をヒューリスティックという。」7)と述
べている。特に熟練者は，ヒューリスティックによる判断を行い，その直感的な判断は熟考
による判断と変わらないことが明らかになっている 8)。熟練者の長年の経験をもとに培った
直感や感覚は，瞬間的に様々な選択肢を検討することができる。しかし，学習する子どもの
経験は限られており，その経験に基づく直感や感覚では限られた選択肢しか検討していな
い偏った判断になる。つまり，子どものヒューリスティックによる判断にはバイアスがかか
り，誤った判断になる可能性が熟練者のそれよりも高い。したがって，意志(思)決定型学習
では，直感のバイアスの影響を制御する必要がある。 
前項の実態調査の分析で示した「はじめに結論ありき」で意志決定をしてしまう傾向は，
直感のバイアスの影響によるものである。特にこのような直感のバイアスは，確証バイアス
と呼ばれる。 
都築誉史は，確証バイアスについて，次のように述べている 9)。 
 
   人は仮説をテストする際に，仮説に反する証拠を探そうとはせず，仮説を支持する証拠だけを探す 
   傾向がある。
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 子どもは，「コンビニ意志決定」において，直感的に「この場所がよい」と「はじめに結
論ありき」の意志決定をし，その決定を支持するもっともらしい根拠を後付けしていた。さ
らに，他の選択肢と公平な比較をすることなく意志決定をしていた。このような「理由の後
付け」と「不公平な比較」による意志決定は，確証バイアスの影響を受けた非論理的な思考
過程によってなされた意志決定である。 
田中俊也は，大学生を被験者とした実験で彼らが確証バイアスの影響によって「別の可能
性の証拠を無視する」思い込みの判断をしてしまう傾向を明らかにしている 10)。都築幸恵
らは，論理的で合理的な批判的思考を行うためには確証バイアスの回避が重要な課題であ
ると指摘している 11)。田中は，人間の合理性は「主観的合理性」であるとし，次のように述
べている 12)。 
 
実際に生活している人間は，そうした全能的な客観的合理性のもとで動いているわけではなく，あ
る種「主観的根拠」に基づく主観的合理性をもとに行動することが多い。 
 
人間は，確証バイアスの影響を受けやすく，限られた情報で思い込みの判断や意志決定を
しがちである。さらに，すべての考えられる選択肢をパノラマ的に概観して意志決定をする
ことは苦手である。したがって，子どもの学習に限らず合理的な意志決定を求める場合，確
証バイアスをはじめとする直感のバイアスの影響の排除や回避よりも，その制御の手立て
を講じることが現実的で効果的であることがわかる。 
以上のように，実態調査によって，子どもの意志決定の課題として直感のバイアスが影響
し，自身の選んだ選択肢と他の選択肢との比較をしない「理由の後付け」と非論理的な比較
をする「不公平な比較」をしていることが明らかになった。このような直感のバイアスの影
響を考慮せず，子どもに意志決定をさせてもその論理性は担保されない。また，先行研究か
ら，意志決定における直感のバイアスを排除することは困難であることが明らかになった。
したがって，子どもが合理的な意志決定をするためには，学習過程において直感のバイアス
である「理由の後付け」と「不公平な比較」を制御する手立てを講じる必要がある。 
 第 3 節では，従前の意志(思)決定型学習の授業構成論を取り上げ，意志決定の合理性を担
保するために，意志決定学習の課題である「理由の後付け」と「不公平な比較」を克服する
手立てがどのように授業過程で講じられているのかについて分析する。 
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第 3節 意志(思)決定型学習の授業構成論における合理性に関する分析と課題 
社会科における意志(思)決定型学習の授業構成論は，いずれも非論理性や論理の飛躍を容
認していない。しかし，第 2 節で論じたように，子どもが直感のバイアスの影響を受け，
「理由の後付け」と「不公平な比較」によって意志決定をしてしまう思考の実態や課題につ
いては検討されているのだろうか。社会科における意志(思)決定は合理的であることを自明
のものとしてきたため，合理性の限界や課題についての論及が不十分だったのではないだ
ろうか。以上のような問題意識のもと，本節では，従前の意志(思)決定型学習の授業構成論
に「理由の後付け」と「不公平な比較」をはじめとする直感のバイアスを制御する意図があ
るかについて分析し，その課題を明らかにする。なお，意志(思)決定型学習の成立要件が異
なる意思決定学習と意志決定学習とを分けて分析する。 
 
 1 意思決定学習の授業構成論における合理性に関する分析 
 意思決定学習の授業構成論において，どのように直感のバイアスの制御が意図されてい
るかについて分析する。意思決定学習に関しては，個人による合理的な意志決定過程が学習
に組み込まれているかについてもあわせて分析する。なぜなら，集団による意思決定の前段
階には個人による意志決定があり，その意志決定が直感のバイアスの影響を制御していな
ければ，そもそも集団による意思決定の合理性を担保することはできないからである。また，
意志(思)決定型学習の目標が公民的資質の育成であることから，個人による意志決定過程が
不十分である学習はその目標にそぐわない学習となり，意思決定学習の成立要件を充たさ
ないことになるからである。 
 実社会における様々な決定のほとんどは個人ではなく，集団によってなされる。意思決定
学習は，授業をとおして実社会における問題解決の方法を体験できるところに有効性があ
る。そのため，これまで多くの意思決定の授業構成論が開発されてきた。意思決定学習の授
業構成論は，①学習の成果として何をめざすか，②①をどのような方法で実現するかで分類
することができる。本項では，①の特徴によって意思決定学習の授業構成論を分類し，さら
に，a)意志決定過程が保障されているか，b)直感のバイアスの影響を制御する意図があるか
(特に，「理由の後付け」と「不公平な比較」を制御する意図があるか)について分析する。 
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(1)「合意形成の社会科」の場合 
 集団による意思決定を重視する授業構成論に，「合意形成の社会科」がある。吉村功太郎
は，「合意形成の社会科」の構想の背景にある問題意識について，次のように述べている 13)。 
 
   社会科授業の課題としては，後者のような事実認識に基づく自己の決定を重視することが必要であ 
ると考える。 
 だが，このような社会科授業を構想するとき，二つの問題点がある。一つは，民主主義社会では， 
個人と社会という二つのレベルでの決定が必要となることである。意思決定の主体は，あくまでも個 
人である。その一方，主権者の総意を基盤とする民主主義社会では，社会的レベルでの決定が要求さ 
れる。社会的論争問題の解決のためには，個人の決定を社会的なレベルに集約することが必要であり， 
社会科授業においてもこのような過程を保障することが重要である。今までの意思決定の授業もこの 
課題に直面しているが，個人と社会のレベルでの決定過程の区分は不明確であると言わざるを得ない。 
 
吉村は，個人の決定を社会的レベルに集約する過程を合意形成過程とし，「対話という作
業を通じて得られた共通了解を判断基準として，対立状況を解消する過程」とする 14)。さ
らに，社会的合意形成能力を育成する方策として，①相互批判と相互調整を間主観的な対話
である議論を通じて行うことと，②社会的問題の自己内在化及び，問題の反省的追求に基づ
く議論をあげる 15) 。合意形成をめざす学習では，議論をとおして様々なアイディアを検討
する。その途上で非論理的なアイディアは批判され，受容されないようになっている。 
吉村の合意形成能力の育成をめざす実践「エイズと人権」では，まずトゥールミン図式を
用いて，対立する二つの立場の論理構造を示し，その共通点と相違点を明らかにする。そし
て，討論によって解決策を考察し，さらに決定した解決策を再検証する過程も組み込んでい
る 16)。授業構成においては，エイズに関する情報や比較のために他の病気に関する情報を
提示し，社会認識形成とその活用を図っている。また，導き出した結論の省察も図っている。
これらは，意志(思)決定型学習の成立要件を充たすものである。しかし，初めに討論によっ
て解決策の考察を行わせており，その前段階であるべき意志決定過程が不十分である。 
実社会において議論をとおした合意形成は必要不可欠なものであり，その理念について
は賛同する。しかし，合意形成を図る議論のためには，個人で論理的な判断と意志決定がで
きることが前提となるはずである。子どもが自身の論証過程の非論理性に無自覚なままで
議論をすれば，非論理的なアイディアが受容されてしまう可能性がある。吉村は，その個人
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に対する手立ての具体については論及していない。 
水山光春は，吉村と同様にトゥールミン図式によって合意形成をめざす授業を提案して
いる 17)。水山は，民主主義社会では「個人」のみならず「社会」のレベルでの決定が必要で
あるとした上で，次のように述べている 18)。 
 
   しかしながら，今までの社会的論争問題の解決をめざす社会科授業においては，各個人の判断を尊 
重した上での，多様な個人の判断を社会的な判断へと再構成するための，判断の調整過程(この過程 
を以後「合意形成過程」と呼ぶ)については，十分に明らかにされてこなかった。 
 
 水山が着目したのは，個人による意志決定を集団による意思決定にどのようにつなげて
いくかである。水山は，議論のための論理構造であるトゥールミン図式を取り入れ，その留
保条件に着目している。水山は，合意形成のために留保条件に着目する理由について，次の
ように述べている 19)。 
 
   そもそも留保条件は，「○○でない限り」と議論の範囲を限定することによって，「□□すべきであ 
   る」という自説を強化するためのものである。それを「99%はどうしても譲れないが 1%は相手に譲
ってもよい」，より積極的に言えば「1%なら相手に譲れる」という相手への歩み寄りの条件として活
用するものである。上記の例でいうと，「○○」という相手に譲れる範囲を，対立する双方がお互い
にできるかぎり拡大していくことによって，言い換えれば「□□」という自説の適用範囲をできるか
ぎり限定してくことによって，新たな合意可能性を生み出していこうというわけである。 
 
 水山は，中学校において「マレーシアにおける森林の減少」を取り上げた実践を行った 20)。
授業構成においては，マレーシアの熱帯林減少や世界の熱帯林の現状に関する情報を提示
し，社会認識形成を図っている。そして，森林保護に慎重な立場をとるマハティール首相の
考えに対する賛否を問い，トゥールミン図式によって自分の考えを整理させている。授業の
最終場面では，子どもが自身の作成したトゥールミン図式をもとに討論し，討論による気づ
きをもとに「歩み寄り条件」付きのトゥールミン図式に変更していく様子が記述されている。
水山の授業構成論は，「意志決定→討論による合意形成→新たな意志決定」を期待する構成
になっている。しかし，最初の段階の意志決定が合理的であるかどうかの省察はなされてい
ない。思いつきや他の選択肢を比較，吟味しない意志決定をもとに討論しても，合理性のあ
- 79 - 
 
る意思決定にならないことは既に論じたとおりである。議論や討論にトゥールミン図式を
用いた意思決定学習の実践は，吉村や水山のみならず広く行われている。トゥールミン図式
を用いることの是非ではなく，どのようにトゥールミン図式の限界を理解して意思決定学
習に用いるかの検討が必要となる。なお，トゥールミン図式を作成する段階は意志決定学習
であるため，次項で社会科学習におけるトゥールミン図式の利点と限界について論じる。 
 いずれにせよ，「合意形成の社会科」においては意志決定過程における合理性の検討に課
題がある。 
 
(2)「社会形成の社会科」の場合 
 集団による意思決定を取り入れる点では同じ授業構成論でも，授業構成論によってめざ
す方向性に相違がみられる。佐長健司は，「合意形成の社会科」について，次のように分析
している 21)。 
 
   したがって，この立場(王子註：「合意形成の社会科」)においても先に検討した社会科(王子註：価
値分析社会科と意思決定社会科)の場合と同様に，個人的な価値判断，意思決定によって社会は形成さ
れるとみることになる。ただし，違いは次のようである。価値分析，意思決定の社会科は一人一人の
個人がすぐれた価値判断，意思決定をすることによって，結果的によりよい社会が形成されるとする。
一方，合意形成の社会科は，それぞれによって異なる個人的な価値判断，意思決定をできるだけ協調
的に擁護されることによって，よりよい社会が形成されるとするのである。 
     どちらにしても，判断や決定を個人的なものとし，個人レベルで社会をとらえる。そのため，私的 
社会の形成を促すものとなる。 
  
 佐長は，社会科は私的な社会の形成のみを射程とすべきでなく，「個人的な価値や権利の
擁護とは別に公共的関心や公共的価値の擁護によって形成される社会」22)を公的社会とし，
その形成を射程とすることを主張している。佐長は，民主主義の形成者としての資質を社会
形成の資質としてとらえ，次のように述べている 23)。 
 
   社会科は，民主主義社会の形成者としての資質を育成する教科である。この資質については，多様 
   に議論されてきたが，本小論においては社会形成の資質としておく。 
   すなわち，社会は自然のように存在するのではなく，社会の成員の意図や意思によって形成される。 
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このことを自覚し，より望ましい社会の形成を目指して現行の社会の更新を考え，その考えを他者と
ともに検討するために必要な資質である。 
    このような社会形成の資質を育成する社会科を社会形成の社会科と呼ぶことにする。 
 
西村公孝は，社会形成力について，次のように述べている 24)。 
 
   「社会形成力」は，「公民的価値を追求するために公共性のある社会的論争問題について，公共圏 
(地域，国家，地球社会)の担い手として協同学習における集団思考場面において，討論能力を身に 
つけ，社会参加を視野に自己の学びを社会づくり，運営，改善に役立てる総合的な力」と定義して 
おきたい。 
 
 佐長，西村の両名は，集団思考による討論(議論)によって社会形成の資質を身につけさせ
ようとしている点で共通している。佐長は，社会形成の社会科に議論が必要になる理由につ
いて，次のように述べている 25)。 
 
   これまで述べてきた社会的問題解決学習を具体化するには，さらに原理としての議論が必要になる。
それは，根拠を明示した主張とその主張についての討論である。 
    その必要性は，言うまでもなく，公的社会形成の学習を実現することにある。第 1 に議論によって，
個人的な判断や価値による私的社会の形成の可能性を排除できることがある。ともすれば，個人的な
関心や価値や好悪，個人的な利益や権利の擁護に左右されがちである。しかし，厳密な議論によって，
個人的な好悪や価値，利益等を根拠とする主張を正当化できないものとして排除できるのである。あ
るいは，厳密であれば，そもそも個人的なそれらにもとづくことはできなくなる。 
      第 2 は，議論の場においてこそ，実態としての公的社会が出現することである。 
   
 「社会形成の社会科」は，個人的なレベルで社会をとらえ私的社会を形成する「合意形成
の社会科」を批判している。そして，「社会形成の社会科」は公的社会の形成をめざすこと
を主張する。佐長は，公的社会について，次のように述べている 26)。 
 
   ここで言う本来の社会とは，私的領域とは区別された公的領域として形成される社会のことである。 
個人的な価値や権利の擁護とは別に公共的関心や公共的価値の擁護によって形成されるものである。 
公的社会と呼んでおこう。 
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「社会形成の社会科」では個人的な私の価値に基づいた判断ではなく，授業をとおして公
の価値に基づいた判断によって公的社会を形成する資質を育成しようとしていることがわ
かる。そのため「社会形成の社会科」は意志決定の根拠を公的な視点から導出し，議論によ
って社会的論争問題の解決を図ろうとしている。しかし，授業構成論は意志(思)決定型学習
を原理としているため，議論の前段階として意志決定過程が重要視される。「社会形成の社
会科」がめざすのは，議論をとおして公的な価値観によって導き出された根拠に基づく複数
の主張が調整され，より合理性の高い，もしくは実現性の高い意思決定となることである。
「社会形成の社会科」が重視する議論が成立するためには，複数の異なる意志決定の存在が
なければならない。個人による意志決定がベースにあるからこそ，議論が成立するのである。
しかし，「社会形成の社会科」もまた，個人による意志決定の合理性を高める方法について
論及しておらず，意志決定過程の論理性に関する課題がある。 
 
(3)意思決定学習の課題 
 (1)(2)において，数ある意思決定学習の授業構成論から，「合意形成の社会科」と「社会形
成の社会科」を取り上げて分析した。表Ⅲ-1 の社会科における意思決定過程と直感のバイ
アスの制御を分析項目にすると，分析結果は，表Ⅲ-4 のようになる。 
 
表Ⅲ-4 意思決定学習の授業構成論の分析結果 
学習段階 意志決定段階 意思決定段階 
学習過程 社会認識形成  比較，吟味，価値判断，意志決定 議論，意思決定 
  分析 
授業 項目 
構成論 
問題把握 問 題 分 析
(原因究明) 
目標・目的
の明確化 
すべての行
動案の提出 
行動案の論
理的結果予
測と評価 
直感のバイ
アスの制御 
行動案の選
択と根拠づ
け 
決定に基づ
く行動 
合意形成の 
社会科 
〇 〇 〇 △ × × 
△ 
(選択はし
ていない) 
 
社会形成の 
社会科 
〇 〇 〇 × × × 
△ 
(選択はし
ていない) 
 
(王子作成) 
 
分析結果からも明らかなように，仮にすぐれた意思決定学習の授業構成論であっても，意
思決定のベースとなる意志決定の合理性がなければ成立しない。本項で分析した意思決定
学習の授業構成論では，いずれもその前段階である意志決定過程における合理性を自明の
ものとし，直感のバイアスの影響については検討されていなかった。したがって，分析した
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「合意形成の社会科」と「社会形成の社会科」には，意志決定の合理性の課題である直感の
バイアスの制御は意図されていない。 
小原友行は，21 世紀の学校教育に求められるものについて，次のように述べている 27)。 
 
   では，国際化，情報化，少子・高齢化，価値多様化，地球環境の悪化といった社会の急激な変化や 
課題に主体的に対処して生きていくために，一人一人が合理的な社会判断を行い，適切な社会的行為 
を選択・決定していくことが求められる 21 世紀の学校教育において，社会科の役割はどのようなも 
のとなるのであろうか。 
 
 小原の述べる一人ひとりの合理的な社会的な判断とは，合理的な意志決定である。例えば，
水山がめざしたように，もとの意志決定を討論によって変化させることで合理的な判断が
できるようにするという考え方も，一人ひとりの合理的な社会判断につながるものである。
しかし，それは理想であって現実的ではない。なぜなら，もとの意志決定に合理性がなけれ
ば，論理的な討論を望むことができないからである。仮に授業において，一部の子どもが合
理性のある意志決定をし，他の子どもが思いつきの意志決定をしていたとする。その子ども
たちが討論をしたならば，先述の「誰かにまかせてしまう」や「声の大きいものが勝つ」と
いう非民主的な意思決定に陥る可能性が高い。また，実際には第 2 節で論じたように，子ど
もは直感的な意志決定をする傾向がある。つまり，ベースとなる意志決定学習の改善がなけ
れば，どれほど優れた意思決定学習の授業構成論であっても，公民的資質の育成に資するも
のとはならない。したがって，意志決定過程での合理性がどのように担保されているかの検
討が必要となる。次項では，意志決定学習の授業構成論における合理性について論じる。 
 
2 意志決定学習の授業構成論における合理性に関する分析 
意志決定学習の授業構成論における合理性について分析する。意思決定の授業構成論の
分析と同様，①学習の成果として何をめざすか，②①をどのような方法で実現するかで意志
決定の授業構成論を分類する。本項では，①と②の特徴によって意志決定学習の授業構成論
を分類し，特に合理性を担保するために直感のバイアスの影響を制御する意図があるか(特
に，「理由の後付け」と「不公平な比較」を制御する意図があるか)について分析する。 
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(1)「開かれた価値観形成の社会科」の場合 
溝口和宏は，「開かれた価値観形成の社会科」について，次のように述べている 28)。 
 
    この立場(王子註：「開かれた価値観形成の社会科」)では，従来の「意思決定」主義社会科のよう
な，クラス集団による特定の社会的論争問題の疑似的共同的解決という方法をとらない，むしろ，
社会問題についての競争的解釈に向け，一人ひとりの子どもが社会的に検討されるべき問題を明
確にすること，さらに，問題が社会的に検討されるべきであると判断する根拠を，より普遍性を
もった観点から見出すことをねらいとする。 
 
 溝口は，自律的判断の形成の必要性について，次のように述べている 29)。 
 
   一人ひとりの子どもが，より普遍的な判断基準を発見し発展させるには，クラス集団での討議の中 
   で性急に妥協点を見出すよりも，そうした自律的判断の形成を促すことが，まずもって必要とされる
のではないか。そのため学習過程のあり方を明らかにすることこそが，今後求められる課題ではなか
ろうか。 
    社会問題を所与のものとすることができない以上，多様な価値基準にもとづいて，一人ひとりの子
どもが。社会的に検討・対処すべき「問題」それ自体を構成していくことが必要であるとともに，一
方では，個人の問題視点を手がかりとして，より普遍的で根元的な問題についての判断基準を構築し
ていく必要があるのではないか。(中略：王子)開かれた価値観形成のためには，社会のあり方に関し
ての自主的な判断のみならず，自律的な判断が養成されるのである。 
 
 溝口がめざしたのは，社会的論争問題の解決にむけて子ども自らが，自らの選択・判断の
基準を作り上げるとともに，自らにとっての新たな問題を構成していくことである 30)。こ
れは意志決定の合理性を高めようとするものであり，とにかく話し合い，とにかく集団で学
べばよいという意志(思)決定型学習の傾向を戒めるものである。 
「たばこ問題」を取り上げた授業プランでは，たばこをめぐる状況に関して自分なりの判
断基準を確立させることと，異なる立場の他者の存在についても考えをめぐらせる構成に
なっている 31)。教授書では，たばこ容認派と否定派の考えの板書をもとに，自身の考えを
補強していく展開が示されている。溝口は，学習をとおして個人の意志決定の論理性を高め
ようとしている。これは，意志(思)決定型学習の成立要件である意志決定の省察過程である。
- 84 - 
 
しかし，溝口は，直感のバイアスの影響までは検討しておらず，「理由の後付け」と「不公
平な比較」の克服については論及していない。 
 
(2)「調停としての社会科」の場合 
 片上宗二は，社会的論争問題へのアプローチの方法として，「調停」をキーワードにした
授業構成論を提唱している。片上は，「調停」を社会科学習に取り入れる意義について，次
のように述べている 32)。 
 
   これに(王子註：20世紀における判断力育成型社会科)に対して 21世紀の社会科は，賛成・反対あ 
るいはひとつのあるべき立場に組することなく，様々な立場からなされる立場を公平に客観的に判断 
し，実現可能で調停的な方策を具体的に量刑という形で示すことのできる力，すなわち「裁判官」に 
求められる「調停力」といった力の育成をめざすべきだと考えられる。 
 
 片上は，合理的に意思決定できる力について，次のように述べている 33)。 
 
   確かに，社会には様々な問題が存在する。それをめぐっていろいろな意見の対立があり，多様な解 
決策が打ち出されている。それゆえ，それらの主張を分析検討し，最も望ましい，と考えられる解決 
策を合理的に意思決定できる力こそ，社会科授業は育成すべきであるとされてきたのである。 
      しかし，そのような「合理的に意思決定できる力」とは，いうならば「あるべき解決策」しか考え 
られない力にすぎないのではないか。 
 
 片上の述べる「調停」は，自己の主張をとおすことが意志(思)決定型学習の目的となるこ
とを戒めたものである。これまでの経験に基づいた「こうあるべきだ」や「このようにしな
ければならない」という解決策のみで社会で起こる問題の解決が図られ，人々がその決定に
したがえばよしとして思考停止に陥ることに対する危機感の表れともいえる。片上は，社会
科学習において比喩としての裁判官的な思考を求める理由について，次のように述べてい
る 34)。 
 
   子どもたちの社会的判断力を「オールオアナッシング」状態に陥らせてはならない。社会の事柄(問 
題)に対して，当為型の，つまりあるべき解決策を考えさせて事足れりとするようないわゆる「意思 
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決定型」あるいはディベート型の社会科授業構成は，乱暴な表現だが，賞味期限が切れた。ますます 
高度化・複雑化する社会に参加しうる市民には，次善のさらには次々善の解決策をも考えられる力が 
必要であり，条件に応じて(財政事情や人々の意識等々)優先順位をつけて粘り強く表現していく力が 
求められる。(中略：王子) 
      まずはめざす力が，比喩的だが。首相や大統領に求められる政策決定ないしは政策断行を基本的に 
考える「意思決定力」から，裁判官に求められる量刑を基本に考える「調停力」に変わると考えたい。  
 
片上の述べる「次善の策，次次善の策を考えられる力」と「条件に応じて優先順位とつけ
て粘り強く表現していく力」が必要であるという理念は理解できる。片上は，「調停」によ
る社会科授業構成は，「多層化された意思決定学習」であると述べている。そして，その方
略として「今ここの」意志決定に，「過去の類似した事例についての」意志決定を新しい証
拠として加えた吟味を繰り返すことで合理性を高めようとしている 35)。しかし，そもそも
どのような基準で過去の類似の問題を取り上げるのだろうか。「理由の後付け」によって，
自らが好む判断に正当性をもたせるような事例を選んでくることになりはしないか。片上
の論は，これらの疑問に答えるものではない。多層化された意志決定によって，誤った判断
を下す可能性が減少することは推測される。しかし，それはそもそもの意志決定に合理性が
あり，その検討を複数回行うからこそ可能となるものである。片上も，意志決定の合理性を
自明のものとしてその検討をしていない。また，直感のバイアスの影響までは検討しておら
ず，「理由の後付け」と「不公平な比較」の克服については論及していないため，意志決定
の合理性に関する課題は残る。 
 
(3)「意志決定の省察を図る社会科」の場合 
 意志決定学習の授業構成論の中には，意志決定後に自身の意志決定及び意志決定に至る
過程を省察させるものがある。 
 豊嶌啓司は，社会科学習のあり方について，次のように述べている 36)。 
 
   子どもたちがこれからの社会を生きていくためには，単に「社会がわかる」ことに留まらず，社会 
的文脈に自己を位置づけ，合理的に自己の個人の意思を決定するとともに，社会的な決定として合意 
を形成していく必要がある。そこで，これからの社会科学習では，子どもが「今日までの社会科はど 
のように成立してきたか」について科学的な根拠から説明したり，自分との関りから意味了解的に理 
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解したりするといった,いわゆる社会認識を形成することはもちろん，子ども一人一人が「社会をつく 
る」すなわち「現在から将来に向けて，社会をどのように成立させるか」といった間主観的な社会構 
築を強く意識する構成メンバーとして参画することが肝要と考える。 
 
 豊嶌は，自己と社会を結び付けた意志(思)決定型学習を提唱している。豊嶌は，意志(思)
決定型学習の課題について，次のように述べている 37)。 
 
   従前からの「意思決定」型授業論における「価値分析」過程では，「自己」そのもの及び「社会」と 
   の関りからの「自己」を明確に捉えて分析することが十分とはいえない。そこで，筆者はこれら研究 
成果に立ち「私的自己フォーカス」及び「公的自己フォーカスの」視点から意図的に自覚状態を活動 
レベルで設定し，価値分析過程として「意思決定」型授業に組み込んだ。 
 
 豊嶌の授業構成論は，「①概念探究過程→②価値分析過程→③決定操作過程」で構成され
ている。豊嶌は，価値分析過程について，次のように述べている 38)。 
 
   ここ(王子註：価値分析過程)では，選択肢の分析による暫定的な判断と自己省察に当たる。「意思決 
定」型授業で価値分析に当たる際，頻繁に用いられる手法，形態として，ディベートやパネルディス 
カッション等の立場討議がある。これらの形態の討論は自分を外の立場に置き，意思決定に関わる「選 
択肢」，「属性」及びそれらの大まかな「効用」(メリット・デメリット)を析出する，いわば「価値分 
析のフィルター」としての機能を果たしていると言える(「承」段階)。 
 
 豊嶌は，意志決定の内省を討論によって行おうとしている。ここでの討論は，意思決定に
至る討論ではなく，意志決定を仮の意志決定として位置づけ，その妥当性を検討するための
討論である。さらに，豊嶌は，自己フォーカスの意義について，次のように述べている 39)。 
 
 自分自身の「生きる(生活)の目標」，「自己固有の歴史」，「学び方(特に，判断しがちな傾向)」などを 
自分自身の中で見つめ直すことがこの過程の基盤となる。すなわち「私的自己フォーカス」として， 
意志決定問題の文脈から離れた個別の存在として，自分自身を分析する。そして，社会における単元 
固有の学びとして，当該の意思決定問題に関わる自分自身の「目標」，「自己固有の歴史」，「立場」「学 
び方(特に，判断しがちな傾向)」を見つめ直す。すなわち，「公的自己フォーカス」として，社会的関 
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係の中で自分を見つめ直すことを通して，自分(又は自分が属する集団)は何のために決定するのか(決 
定する「目的」)，しなければならないのか(決定の「必要性」や「切迫性」)を明らかにし，対象の意 
味や関係を再考する(「転」段階)。 
 
 豊嶌は，意志決定をした自身をメタ的な視点で内省することで，思い込みを排除した合理
性のある意志決定をさせようとしている。豊嶌の開発した実践「環境税の導入について判断
しよう」40)では，ディベート後に考えられる選択肢をもとに論題に対する仮の判断をする。
その後，ワークシートを用いて決定についての自己省察を行う。豊嶌の認知心理学や社会心
理学を援用して開発した学習方法は，従前の意志(思)決定型学習の課題を克服するものとし
て評価できる。しかし，実態調査から子どもが「はじめに結論ありき」の意志決定をする傾
向が明らかになっている。豊嶌の授業構成では，ディベートの準備として自己の主張を三角
ロジック(トゥールミン図式)で示すことを求め，ディベート後に自己省察をすることになっ
ている。ディベート後の自己省察では，子どもが自身の「はじめに結論ありき」の主張に影
響されて不十分な自己省察になる可能性を否定できない。また，「自己フォーカス」の有効
性には賛同するものの，子どもにとって何をどのようにフォーカスし，改善するかが明らか
でなければ「自己フォーカス」が不十分になる。ディベート後の自己省察よりも意志決定の
前に自身が陥りやすい誤りをメタ認知し，それを認識した上で自己省察しながら最初の意
志決定をする方が良い。例えば，「自己フォーカス」の視点として，「理由の後付け」と「不
公平な比較」をしがちであるという認識のもとで意志決定をすれば，意志決定の合理性を高
めることができるであろう。 
 中本和彦は，個人による省察を重視した授業構成論を提案している。中本は，「より成熟
した主権者(市民)としての行動は，反省に基づいた，いわば合理的な意思決定を求めるもの
となる。」41)として，自己の社会認識を反省させる地理的分野の授業のあり方を提案してい
る。中本は，学習過程に反省を組み込むねらいは「もとの常識的な自己の社会認識（それに
基づいた直感的・感情的な価値や行動）を反省し，相対化させ，行動する前に一度立ち止ま
り熟考する，より成熟した主権者（市民）を育成するものである。」42)と述べている。中本
の主張は，既に論じた小原の論(表Ⅲ-1)のⅴ，ⅵの省察に近く，省察をとおして直感的・感
情的な行動を起こす人の特性そのものを制御する意図はない。 
 以上のように，「意志決定の省察を図る社会科」においても，「理由の後付け」と「不公平
な比較」という直感のバイアスの影響を制御する意図はみられなかった。 
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(4)「市民社会科」の場合 
 池野範男は，社会科の中心を社会認識形成から，市民的資質の育成へ移行させることを目
的とする市民社会科を構想した 43)。池野は，学習の基本構造として「D(データ，事実)から
C(主張，政策)を W(根拠，根拠)によって論理的に推論し，その推論を正当化する。一種の
三段論法」44)であるトゥールミン図式を利用することを市民社会科の特質の一つとした。池
野の論によれば，トゥールミン図式を用いた学習過程は事実をもとに根拠を形成し，その根
拠から結論となる主張を導き出すことになる。仮に，そのような学習過程をたどるならば既
に論じた「理由の後付け」や「不公平な比較」は起こりえない。しかし，トゥールミン図式
では「理由の後付け」による「結論→根拠・事実」の直感的な思考による意志決定であって
も，「事実→根拠→結論」の論理的な思考による意志決定と同じように表現され，その二つ
を区別することができない。つまり，トゥールミン図式では根拠と結論の論理整合性を確か
めることはできても，思考過程が論理的であったかどうかまでを確かめることはできない
のである。なぜなら，トゥールミン図式は，議論のための思考を可視化するツールであるた
め，基本的に自らの主張の論拠を補強するためのツールとなるからである。 
 池野は，議論の論理を図式化したのものがトゥールミン図式であるとし，次のように述べ
ている 45)。 
 
   議論の論理の特質の第一は，対象化を行うことである。自己の主張も含め私たちの考え，観念はど
んな構造になっているのか，どんな論拠で成り立っているのか，他の人々から支持されるものかどうか
などを考えることが，社会を対象化し，自己の態度を括弧に入れることである。第二は，社会の形成を
進めることにある。議論は人々が共有する秩序世界をつくる。これは，社会は客観的だという観念を覆
し，われわれがつくっている相互主観的，間主観的なものだという観念を促進する。第三は，態度変更
を可能にするということにある。共有する秩序世界は，自己の主張や考えにこだわることなく，よりよ
いものへ自己の態度を正当化にしたがって変えることができるようにする。 
     市民社会科の方法原理とする議論の論理は，自己や社会を対象化し，自己の態度を変革することに
よって，相互に共通し共有することができる社会の秩序をつくる論理だということである。  
 
 トゥールミン図式は議論の構造を示したものであり，それは自己の主張の正当性を信じ
て作成されるものである。共通の図式でそれぞれの議論の構造を持ち寄れば，焦点化された
議論ができることは予想される。しかし，池野の述べる第三の特質である態度変更はトゥー
- 89 - 
 
ルミン図式によって可能となるのだろうか。尾原康光は，トゥールミン図式による価値判断
が正当であるかどうかを問うために，次の三つの検討が必要であると述べている 46)。 
 
(1)事実的言明(D)が妥当であるかの検討   
(2)規範的言明(C)と事実的言明(D)・評価的言明(W) とが論理的に整合であるかどうかの検討 
(3)評価的言明(W)が妥当であるかどうかの検討 
 
 尾原の論では，結論に至る思考過程が正当であるかの検討はない。思考過程の検討がなけ
れば，「理由の後付け」や「不公平な比較」による意志決定であっても正当な価値判断や意
志決定であると判断されてしまう。したがって，尾原の述べる価値判断の正当性は，言明間
に論理整合性があるということにとどまる。 
 児玉修は，トゥールミン図式の限界について，次のようの述べている 47)。 
 
トゥールミンモデルは，たしかに論証のあり方を可視化する。そのことだけでも意義は大きい。し
かし，反論を想定しながらの論証(議論)の構図であるため，結果的に，理由(議論)による正当化が反論
と相対的にしか成立しないという限界(逆に言えば，正当性の相対化を保証するという意義)をもつ。 
 
 佐長健司は，論理的思考について，次のように述べている 48)。 
 
   より正しく思考するためには，論理的思考を行う。それは，説得というならば，自己を説得するこ
とである。論理的思考をしようとする自己が，それを評価する自己を説得する試みである。一方，他
者を説得することは，他者の納得を得て，他者を動かすことである。そこでは，必ずしも論理的で精
密な議論が求められているとは限らない。  
 
論理的思考は，自己内対話によって成立する。それは，意志決定学習では「本当にそれで
よいのか」，「他の選択肢はないのか」などを検討する思考のはたらきである。論理的思考の
はたらきを意識することで「理由の後付け」と「不公平な比較」を再点検することができる。
しかし，議論の構造であるトゥールミン図式は，他者の説得が目的となるため「理由の後付
け」と「不公平な比較」をしていないかを点検する必要がなくなる。論理性よりも，説得性
が重んじられるからである。つまり，トゥールミン図式では意志決定の思考過程の論理性は
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担保することができない。意志決定学習におけるトゥールミン図式の位置づけは，「思考の
ためのツール」ではなく，迫眞也らの「思考過程を振り返るツール」49)という位置付けが妥
当である。そもそもトゥールミン図式は子どもが自身の考えたことの表明に使う枠組みで
あって，自身が思考するために使う枠組みではないことがわかる。 
 以上のことから，意志決定学習におけるトゥールミン図式は，論理的な価値判断や意志決
定を支援する思考のツールではなく，根拠と意志決定の論理整合性を確認し，それを活用し
て他者を説得するツールであることがわかった。 
 
(5)意志決定学習の課題 
 (1)~(4)において，意志決定学習の授業構成論をそのねらいから 4 種類に分類し，分析し
た。表Ⅲ-1 の社会科における意思決定過程と直感のバイアスの制御を分析項目にすると，
分析結果は，表Ⅲ-5 のようになる。 
 
表Ⅲ-5 意志決定学習授業構成論の分析結果 
学習段階 意志決定段階 
学習過程 社会認識形成  比較，吟味，価値判断，意志決定 
  分析 
授業 項目 
構成論 
問題把握 問 題 分 析
(原因究明) 
目標・目的
の明確化 
すべての行
動案の提出 
行動案の論
理的結果予
測と評価 
直感のバイ
アスの制御 
開かれた価
値観形成の   
社会科 
〇 〇 〇 〇 〇 × 
調停として 
の社会科  
  
〇 〇 〇 △ 〇 × 
意志決定の 
省察を図る 
社会科 
〇 〇 〇 〇 〇 × 
 
市民社会科 
 
〇 〇 〇 × △ × 
(王子作成) 
 
すぐれた意思決定学習の授業構成論であっても，意思決定のベースとなる意志決定の合
理性がなければ成立しない。意志決定学習の合理性は意志(思)決定型学習の要となる。 
 本項で分析した意志決定学習の授業構成論では，いずれも意志決定の合理性の課題であ
る直感のバイアスの影響を制御することについては検討されていなかった。これは，意志
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(思)決定型学習の基礎となる意志決定学習の課題である。合理性を自明のものとする意志決
定学習において，意志決定に至る思考過程の論理性が欠けていれば，その後の学習の論理性
が担保されず，合理性のある意志決定にならないことはいうまでもない。したがって，意志
(思)決定型学習の基礎となる意志決定学習において，意志決定に至る思考過程の論理性を担
保する授業構成論の開発が必要になる。 
 
3 意志(思)決定型学習の改善の方向性 
従前の意志(思)決定型学習では，結果とその根拠の論理整合性を確認する手立ては講じら
れていても，思考過程における非論理性や論理の飛躍を克服する手立ては明らかにされて
いない。特に，意志(思)決定の基礎となる意志決定学習において，さらに基礎となるものと
して意志決定に至る思考過程の論理性を担保することは必須である。 
 本研究で示した意志(思)決定型学習の成立要件のうち，意志決定学習に関わる要件は，次
の 2 点であった。 
 
 ①社会認識形成を図ることと形成した社会認識をもとにして意志決定の根拠を導出する 
  ことが学習過程で意図されている。 
②複数の選択肢の比較，吟味による価値判断によって根拠を形成し，意志決定をすること
が学習過程で意図されている。 
 
 ①については，どのように意志決定に関係する社会認識を形成し，その社会認識をもとに
根拠を導出するかが課題となる。子どもが形成した社会認識を整理し，それらを関連付けて
根拠を導出する方法を明らかにしなければならない。キーワードは，形成した社会認識の整
理と関連付けとなる。 
 ②については，従前の意志(思)決定型学習でブラックボックスとなっていた合理的な意志
決定に至る思考過程の可視化が課題になる。特に，意志決定にマイナスにはたらく認知バイ
アスの一つである確証バイアスの影響を，どのように制御するかについての検討が必要に
なる。その中でも，本研究で明らかにした子どもの実態調査に基づく課題である「理由の後
付け」と「不公平な比較」を克服する手立ての開発が喫緊の課題となる。人の認知バイアス
は数多く存在する。意志決定にかかる直感のバイアスは，「理由の後付け」と「不公平な比
較」だけではない。しかし，すべてのバイアスの制御を図ることは，現実的には不可能であ
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る。したがって，本研究では，「理由の後付け」と「不公平な比較」の克服を図る学習法を
提案したい。さらに，本研究により，これまで自明とされてきた意志決定の合理性が再検討
されることで，社会的論争問題を考える意志(思)決定型学習の授業構成論が，より精緻なも
のへと発展可能となる。 
 次章では，本章で明らかになった意志(思)決定型学習の課題を克服するために構築した
「基礎的意志決学習」の授業構成論について論じる。 
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第Ⅳ章 社会科意志決定学習授業構成論-「基礎的意志決定学習」-の構築 
 
本章では，新たに構築した社会科意志決定学習の授業構成論である「基礎的意志決定学習」
について論じる。「基礎的意志決定学習」は，第Ⅲ章で明らかにした従前の意志(思)決定型学
習の課題を克服する授業構成論である。 
第 1 節では，「基礎的意志決定学習」の構造について論じる。論じた構造をもとに，第 2
節から第 4 節で「基礎的意志決定学習」の具体的な学習過程を示す。 
第 2 節では，意志決定の選択肢とそれらの選択肢を比較，吟味する時の判断規準のもと
になる社会認識形成を図る学習法である「タグ」シート法について論じる。 
第 3 節では，選択肢を判断する規準となる分析視点を獲得するための授業構成のあり方
について論じる。 
第 4 節では，意志(思)決定型学習の課題であった「理由の後付け」と「不公平な比較」を
克服する意志決定学習の方法として開発した比較吟味自己内討論法について論じる。 
 
第 1節 「基礎的意志決定学習」の構造 
 本節では，「基礎的意志決定学習」の構造について論じる。「基礎的意志決定学習」は，個
人による意志決定の合理性を高めることを意図した授業構成論である。意志決定学習は，意
志(思)決定型学習の基礎である。個人による意志決定が合理的でなければ，集団による意思
決定は合理的なものにはならない。 
第Ⅲ章で分析した意志決定学習の授業構成論は，問題を把握することや，意志決定の根拠
となる社会認識の形成を重視するという点は共通している。しかし，表Ⅲ-5 で示したよう
に，それぞれの授業構成論で「すべての行動案の提出」と「直感のバイアスの制御」を図る
学習過程が不十分，もしくはその学習過程をたどっていないという課題がみられる。つまり，
従前の意志決定学習の授業構成論では，根拠が明確であれば意志決定は合理的であるとみ
なされたがゆえに，子どもが直感に影響された非論理的な思考過程による意志決定をして
いる可能性については検討がなされていなかったという課題がある。したがって，意志決定
の合理性を高めるためには，子どもの思考過程に着目する必要がある。 
以上の課題を克服しなければ，意志決定にあたる「行動案の選択と根拠づけ」は不十分な
ものとなり，合理性の高い意志決定にはならない。 
「すべての行動案の提出」が不十分であるという課題については，授業者が複数の選択肢
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をあげることと他の選択肢がないかを検討することを学習過程に組み込むことで解決でき
る。また，子どもが直感的に思いついた選択肢のみで判断したり，「理由の後付け」をした
りする傾向が自身にあることを知る機会を設けることは有効性がある。 
「直感のバイアスの制御」が不十分であるという課題については，明確な規準と基準によ
って論理的に複数の選択肢を比較，吟味する学習法を新たに提案する必要がある。その学習
法は，特に意志決定における「理由の後付け」と「不公平な比較」の課題を克服するもので
なければならない。 
以上の課題を克服する手立てを組み込んだ授業構成論が「基礎的意志決定学習」である。 
「基礎的意志決定学習」は，次の五つの段階によって構成される。 
 
  ①直感的に判断をする傾向があることを知り，直感のバイアスの存在に気づく。 
  ②複数の選択肢を抽出する。 
  ③選択肢を比較，吟味する規準と基準をつくる。 
  ④直感のバイアスを制御して，選択肢を論理的に比較，吟味する。 
  ⑤④の分析にもとづいて意志決定をする。 
 
 次項より，「基礎的意志決定学習」の各学習過程について論じる。 
 
 1 直感のバイアスの存在に気づく-失敗から気づき，学ぶ- 
 第Ⅲ章第 2 節で論じた実態調査分析によって，98%の子どもが直感的に意志決定をして
いることが明らかになった。そのうち 68.9％の子どもが「はじめに結論ありき」の意志決
定をしていた。しかし，子ども自身は論理的に思考をしていると思っている。 
 以上のような，子どもが直感的に判断する傾向を授業者のみが知っていても，それは実態
の把握にしかならない。重要なのは，子どもが自身に直感的に判断する傾向があることを自
覚することである。授業者と子どもの両方が，この直感的に判断する傾向を把握することで
この課題の克服を図ることができる。 
 子どもが自身の意志決定の誤りを自覚するためには，自身が直感的に判断した過程では
非論理的な思考をしていることに気づくことが必要になる。これらは，いわば子どもが「失
敗に気づき，失敗から学ぶ」学習過程といえる。 
実際の授業では，子どもは次の資料Ⅳ-1 を用いて，自身の判断は論理的であるようにみ
えて，実は直感的に判断していることに気づくことができた。 
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資料Ⅳ-1 「コンビニエンスストアの経営者になってみよう」意志決定後配布資料 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
-コンビニをどこにつくるかから見えてきたもの- 
7 月に教科書の問題を使って「コンビニエンスストアの経営者」になって，A～E のどこにコンビニ
を建設するか，その理由は何か，もっとほしい資料は何かについて考えてもらいました。 
みなさんのワークシートを分析すると，もっとここを考えてみたらよいのにとか，ここはもっとじっ
くり考えたほうがよいのになあというような「思考のクセ」が見つかりました。少し紹介しますので，
自分のワークシートと見比べて，自分の考えが不十分だったところを振り返りましょう。 
≪チェック 1≫ 他との比較はしましたか？ 
 A～E の場所をそれぞれ検討せずに直感で一つの場所を選び，その選んだ場所に合うような理由を後
でつけませんでしたか。例えば，次の答えがありました。 
 
 
  
 
 理由①の人も②の人も，野球場やサッカー場があることから E を選んだことがわかります。しかし，
他の A～D の場所は十分に検討したのでしょうか。例えば，駅前の A より E を選んだ理由は何でしょ
うか。 
理由①の人は，コンビニの経営者としての理由ではなく，お客さんの理由になっています。何人の人
が包帯を買うのでしょうか。理由②の人は，少なくとも追加資料として野球場がどのような野球場なの
か(プロ野球が開催される，日曜日に市民が使うなど)によって大きく変わるでしょう。甲子園球場のそ
ばと城山公園のそばでは条件が違うはずです。 
以上のことは，A～D それぞれの場所でいえます。本当にそこでよかったのか。本当に売り上げは見
込めるのか。自分が便利だから他人も便利という考えになっていないかを振り返る必要があるでしょ
う。そのために比較は不可欠です。 
 
≪チェック 2≫ 比較はメリットどうし，デメリットどうしで検討しましたか？ 
 比較はしたものの自分の都合のよい結論になっていませんか。例えば，次の答えがありました。 
 
 
   
 
 
 
 A を選んだ人の例であるものの，比較検討してから場所を選んだ人に共通していることがあります。
理由をよく見てください。A を選んだ理由は，A のメリットをあげています。しかし，B から E はす 
べてデメリットをあげています。メリットとデメリットを比較するのは公平でしょうか。 
 
場所 メリット デメリット 
A    〇  
B        × 
C      
D      
E   
  
上の⇔どうしで比較するのは公平ではありません。メリットどうし，デメリットどうしで比較するこ
とが大切です。 
 
選んだ場所：A 
 理由：駅前だから人通りが多く，駐車場がなくても通勤通学で駅を利用する人が買いに来る。B は 
駐車場がない。C は病院や住宅街なので夜中にうるさくしていると苦情がくる。D はそば 
に大型ショッピングセンターがあるのでお客さんが来ない。E は野球場でイベントがない 
ときお客さんが来ない。 
 
選んだ場所：E 
理由①：野球場がそばにあるから，のどが渇いたら便利。ケガをした時に包帯なども売っている。 
理由②：野球場やサッカー場に観戦に来た人が買いに来るので売り上げが期待できる。 
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資料Ⅳ-1 をもとに，自身の意志決定の思考過程を記したワークシート記述を分析し，子
どもは自身の意志決定が直感的になされていることに気づいた。第Ⅲ章第 2 節で示した子
ども A と子ども B の省察は，次の図Ⅳ-1 と図Ⅳ-2 のとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図Ⅳ-1 子ども Aの省察 
 
 子ども A は，他の選択肢との比較をせずに意志決定したことや，思い込みを根拠にして
いたことに気づいている。ワークシート記述と資料Ⅳ-1 を比較することで，自身の意志決
定が直感的であったことに気づくことができた。  
 
 
 
≪チェック 3≫ 自分の選んだ考え方を点検していますか。 
 他の人が，自分の考えた答えについてどんな反対意見をもつかなどの検討はしましたか。例えば，A
を選ばなかった理由として「駐車場がない」をあげたならば，三田駅前のサンクスは駐車場がないけど
繁盛しているという意見がでるでしょう。D を選ばなかった理由を大型ショッピングセンターがある
からにしたら，三田イオンの前のローソンは繁盛しているという意見がでるでしょう。その反対意見を
検討し，それでも自分の意見をとおすのか変えるのかという検討が必要でしょう。 
 一度，検討した意見は説得力のあるものになります。 
 
子ども A の当初の意志決定 
 
 
 
 
子ども A の省察 
・場所 オフィス街の一角，駐車場なし 
・理由 資料 2 より 20 歳以上の利用者が多いのでオフィス街の一角にした。オフィス街が駅の近
くにあるので，電車通勤が多いと考え，駐車場は不要だと思う。資料 3より週に 2回以上
利用する人が多い。ほぼ毎日，仕事をするために会社などに来ると考えたから。  
 
 
〇自分に不足していたところ 
  他との比較ができていなかった。(駐車場も問題)←自分の意見に対して反対があるか考えてい 
なかったから。 
〇論理整合性がない(つじつまが合わない，理屈がとおらない)ところ 
 資料 3 からほぼ毎日仕事をするために会社などに来て利用すると考えたところ(思い込み) 
  住宅街から離れているため，その人たちに駐車場がないと不便かもしれないことを考えてなか 
ったところ 
〇どこを改善すればよいか 
  利用者(客)側から見て便利かどうかも検討 
  考えたことに対して，反対される内容がないかを確かめて，明確な内容の理由を考える。 
 
- 99 - 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図Ⅳ-2 子ども Bの省察 
 
 子ども B も子ども A と同様に，他の選択肢と比較をせずに意志決定したことと自身の想
像を根拠にして非論理的な意志決定をしていることに気づくことができた。 
 授業においては，子どもがどのような意志決定をしたかのみを注目しがちである。しかし，
どのような思考過程によって意志決定したかに注目しなければ，直感的で非論理的な意志
決定かどうかの点検ができない。したがって，意志決定に至る思考過程を可視化することで
点検が可能になり，意志決定の論理性を担保することができる。 
 以上の，「失敗から気づき，学ぶ」学習は，頻繁に実施する必要はない。子どもが自身の
直感的に判断してしまう傾向に気づくことが目的だからである。中学校の早い段階でこの
学習を行い，折にふれて想起させれば十分である。 
 
2 複数の選択肢を抽出する-構造化された知識をもとに- 
 社会的論争問題について考える時に，解決方法として形成した社会認識をもとに複数の
選択肢を抽出することが直感的な判断を回避するためには必要になる。複数の選択肢は比
較，吟味されるので，この段階では思いつきレベルの選択肢があってもよい。また，中学校
の最初の段階では，複数の選択肢を考えつかないということも想定される。そのため，お互
いの考えについては一切コメントせずに傾聴に徹するという指示のもと，アイディアの開
陳をさせあうことも有効な手立てとなりうる。しかし，最終的には個人で複数の選択肢を考
子ども B の当初の意志決定 
 
 
 
 
子ども B の省察 
・場所 野球場などのそば 
・理由 近くに野球場やサッカー場などがあるので若い人が多く来てくれそうだからです。運動す
る人が近くに多ければ，ボディーシートやシーブリーズなどの売り上げが上がりそうだか
らです。多目的ホールがあれば色々な年齢の人が来そうで気軽に使ってもらえると思うか
らです。 
 
 
 
〇自分に不足していたところ 
  他の店と比較ができていなかった。E のメリットばかりを考えて他の場所のメリットを考え
ていなかった。 
〇論理整合性がない(つじつまが合わない，理屈がとおらない)ところ 
  運動をしているからといってボディーシートなどを買うとは限らない。 
多目的ホールがどれだけ使われているかわからない。 
〇どこを改善すればよいか 
  野球場，サッカー場，多目的ホールがどれだけ使われているのかを調べる。 
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えることができるように，時間かけてトレーニングする必要がある。 
 社会的論争問題についての意志決定学習では，①賛否を表明する，②問題の解決方法を表
明するのいずれかが求められる。②問題の解決方法は，例えば，選択肢の中から選択肢 A を
選ぶ，もしくは選択肢 B を選ぶという価値判断か，選択肢 A を増やして選択肢 B を減らす
など選択肢の組み合わせを考えることが想定される。いずれにせよ，複数の選択肢を抽出す
ることが必要であり，それらの選択肢は子ども自身の社会認識がもとになる。したがって，
子どもが複数の選択肢を考えつくような社会認識形成を図ることが必要となる。それは意
志決定学習のみで図ることができるものではなく，中学校では地理的分野，歴史的分野，公
民的分野の学習をとおして積み重ねていくものである。特に，選択肢の組み合わせを考える
ためには，羅列的に記述的知識を記憶するという暗記学習に意味はなく，日頃から知識を関
連付けて構造化する習慣をつけることが求められる。意志決定場面では，構造化された知識
をもとに選択肢を抽出することで，合理性の高い意志決定が可能になる。知識を構造化して
社会認識形成を図る学習法については，第 2 節で論じる。 
 
3 選択肢を比較，吟味する判断規準と判断基準をつくる 
 意志決定学習では，子どもが考えついた複数の選択肢を分析し，検討する必要がある。複
数の選択肢の分析と検討とは，複数の選択肢を比較，吟味することである。選択肢ごとのメ
リット，デメリットを整理してから，それらを比較，吟味する。複数の選択肢を公平に比較
するためには，比較する複数の判断規準が必要になる。さらに，複数の判断規準で比較した
後に，複数の選択肢の優劣を一定の判断基準で吟味する必要がある。 
以上の選択肢を分析，検討する過程における判断規準と判断基準もまた，子どもの社会認
識がもとになる。どのような判断規準をフィルターにして選択肢を比較，吟味するかについ
ての検討が必要になる。社会認識をもとに獲得した分析視点から判断規準となるものを選
択し，それらの分析視点をフィルターにして，抽出した選択肢を比較，吟味する。これらの
判断規準と判断基準をつくる学習法については，第 3 節で論じる。 
 
4 直感のバイアスを制御して論理的に比較，吟味する方法 
 既に論じたように，意志決定学習において直感のバイアスの制御を図ることは，意志決定
の合理性を高めるために必要なことである。しかし，これまで直感のバイアスを制御する有
効な方法は示されてこなかった。複数の選択肢を比較，吟味すれば，扱う情報量は自ずと増
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える。論理的な比較，吟味をするためには，それらの情報を整理して検討していかなければ
ならない。場合によっては，前の段階に立ち戻って比較をやり直したり，再吟味したりする
ことが必要になることも想定される。そのため，何を比較したのか，どのように吟味したか
の過程を記述する思考過程の可視化が有効性をもつ。 
 以上のような，直感のバイアスを制御する学習法については，第 4 節で論じる。 
 
5 意志決定学習の過程 
 1 項から 4 項で論じた「基礎的意志決定学習」の学習過程は，次の図Ⅳ-3 のようになる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図Ⅳ-3 「基礎的意志決定学習」の学習過程 
 
 
 
 
 
社会認識 A 
 
                          …
…   ・・・・ 
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ただし，図Ⅳ-3 の学習は連続で実施する必要はない。なぜなら，例えば我が国の電源構成
について意志決定する場合，環境面，コスト面，外交関係，安全性をはじめとする幅広い社
会認識が求められるからである。この意志決定に必要となる社会認識形成は，年間数時間の
意志決定学習のみで図られるわけはなく，例えば，小学 5 年生の時に形成した社会認識を
もとにした選択肢を抽出するなど社会科学習全体で行うべきものである。つまり，中学 3 年
生の意志決定において，小学 6 年生の時に形成した社会認識をもとにして選択肢が抽出さ
れたり，中学 1 年生の時に形成した社会認識をもとにして判断規準となる分析視点が選択
されたりする。図Ⅳ-3 で示した「基礎的意志決定学習」は，小中学校の社会科学習全体で行
うことを想定している。 
図Ⅳ-3 を構成するそれぞれの学習過程を可視化することが望ましい。図Ⅳ-3 で示した「基
礎的意志決定学習」の学習過程には，「インプットの可視化」と「アウトプットの可視化」
の 2 種類がある。 
選択肢のもととなる社会認識と判断規準となる分析視点を獲得するための社会認識を形
成する学習過程は，「インプットの可視化」である。社会のしくみは無数にある。その無数
にある社会のしくみのうち，何を選択肢として抽出するのか，どの分析視点を判断規準とし
て用いるかは重要である。限定された社会認識から抽出された選択肢から導き出された結
論よりも，より広い社会認識から抽出された選択肢から導き出された結論の方が合理性は
高い。同様に，限定された社会認識によって獲得された分析視点を選択した判断規準よりも，
より広い社会認識から獲得された分析視点を選択した判断規準の方が合理性は高い。これ
が意志決定学習において，その前段階となる社会認識形成過程を重視する理由である。 
選択肢のもととなる社会認識とは，料理でいえば食材である。豊富な食材があれば，美味
しい料理ができる可能性は高まる。判断規準のもととなる分析視点を獲得するための社会
認識とは，料理でいえば調理方法や技術である。豊富な食材を調理する適切な方法を知って
いれば，美味しい料理ができる可能性はさらに高まる。つまり，社会科授業で社会認識形成
を図り続けることが意志決定学習の基礎として求められるのである。選択肢のもととなる
社会認識と判断規準のもととなる分析視点を獲得するための社会認識を図る「インプット
の可視化」によって，意志決定学習において子どもが考える材料と方法が増え，より合理性
の高い意志決定が可能となる。 
選択肢を抽出し，それを選択した分析視点を判断規準とするフィルターにかけ，比較，吟
味する学習過程は，「アウトプットの可視化」である。どのように選択肢を抽出したのか，
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どのように判断規準を選択したのか，それらを用いてどのように複数の選択肢を比較，吟味
したのかを可視化する。これらの学習過程は，料理でいえば実際に調理する段階である。料
理は，正しい手順をふむことで完成度があがる。また，万が一，失敗した場合は，どの段階
で失敗したかがわかれば，調理のやり直しや次回の成功につなげることができる。つまり，
意志決定学習における「アウトプットの可視化」は，意志決定に至る思考過程の論理性を省
察する手立てとなる。また，個人による意志決定学習をもとに集団による意思決定学習を行
った場合も，思考過程の可視化は有効性をもつ。なぜなら，思考過程を可視化すれば，意志
決定の結論のみで討論や議論するのではなく，結論に至る思考過程を他者も確認すること
ができ，論点が明確な議論が可能になるからである。 
価値判断し，意志決定した後に再度，吟味と自己内討論を行う。図Ⅳ-3 中の意志決定Ⅰ
は，仮の意志決定となる。意志決定Ⅰの後，その決定を導き出した過程を振り返ったり，他
者からの反論を想定し，修正する必要がないかを再検討したりする。料理でいえば，味見や
提供前の最終確認にあたる過程である。 
以上が，「基礎的意志決定学習」の構造となる。 
本節で論じた「基礎的意志決定学習」の特徴は，次の 3 点である。 
 
 
 
 
 
 
 
次節以降で，各過程の学習法の詳細を取り上げ，さらに「基礎的意志決定学習」の授業構
成論について論じる。 
 
 
 
 
 
 
①学習過程を可視化する。その過程は，「インプットの可視化」と「アウトプットの可視 
化」で構成される。 
②社会認識形成を学習の基盤におく。 
③比較，吟味，自己内討論をとおして論理的な思考による意志決定をする。 
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第 2節 社会認識形成を図る「タグ」シート法 
本節では，「インプットの可視化」による社会認識形成を図る学習法である「タグ」シー
ト法について論じる。 
 
1 図化による社会認識形成の有効性 
關浩和は，社会認識形成を可視化する図化の有効性について，次のように述べている 1)。 
 
子どもが，新しい知識を獲得したり，再構成したりする過程では，既存の考えを組み換えていくこ 
とが必要である。子どもにとって組み換えていく過程を図式化することで，状況的理解が得られるの 
である。 
 
また，北俊夫は，図化について，次のように述べている 2)。 
 
このように，図化するという手法で整理・表現させることによって，知識全体の景色が目に見える
ようになる。子ども自身も「知識の関係性の理解」を促進する。 
 
關と北は，子ども自身が図化することで知識間の関係性の理解ができると述べている。図
化によって知識間の関係性を理解し，その理解をもとに知識を構造化し，全体構造を把握す
ることがのぞましいという主張である。 
図化の有効性を確かめるために，子どもによる知識の構造化に関する実態調査を行った。
調査は，2013 年に兵庫県 Y 中学校 3 年生(6 クラス 200 名)を 2 クラスずつ 3 グループに分
けて行った 3)。実態調査の分析から，成績上位者の傾向として図化をしなくても知識の構造
の一部を示すだけで知識を構造化し，社会認識を形成できることが明らかになった。しかし，
成績中・下位者の社会認識形成には，図化による知識の構造化が有効な手立てとなることが
明らかになった。以上のことから，図化は，子どもの学力差に影響されない社会認識形成の
有効な手立てであることがわかる。 
 
2 「タグ」シート法の開発 
 社会科の授業において活用される図化の方法として，KJ 法 4)，ウェッビング法 5)，概念
地図法 6)の三図法について分析し，社会認識形成に関してはそれぞれに課題があることを明
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らかにした 7)。従前の図法の課題を克服するために開発したのが「タグ」シート法である。 
開発した「タグ」シート法は，子どもが知識の構造化をする過程を図化する学習法である。
「タグ」シート法は，子どもが問題解決に至るまでの可視化されない思考過程を図化によっ
て可視化することをめざしている。 
 
(1)意志決定学習における説明的知識の重要性 
 意志決定学習では，根拠を明確にした意志決定を求める。例えば，我が国の電源構成のあ
り方について考える意志決定学習において，次の二つの意志決定がなされたとする。 
 
 
 
 
 A と B の意志決定を比較すれば，B の方が論理的な意志決定であることはいうまでもな
い。太陽光発電を推進する人は，CO2を排出しないことを求めているのではない。CO2を排
出しないことで，地球温暖化を防ぐことができるという結果を求めて意志決定をする。 
A は，「太陽光発電は CO2を排出しない」という記述的知識のみでの意志決定である。そ
れに対して，B は「CO2 を排出しないから(原因)，地球温暖化を防ぐことができる(結果)」
という説明的知識と「太陽光発電は CO2 を排出しない」という記述的知識を組み合わせた
意志決定である。記述的知識は事実的な知識であるので，それのみで未来予測をしたり，価
値判断するために比較したりすることはできない。CO2を排出しない，コストが安い，安全
性が高いなどの事実はあくまで事実でしかなく，それのみで何かの判断ができるものでは
ない。地球温暖化を防止する，産業界の利益が増えて景気がよくなる，健康被害や経済的な
損害のリスクが減少するなどの結果を比較，吟味することによって，論理的な意志決定がで
きる。つまり，因果関係を理解する社会認識形成をとおして意志決定の根拠が形成されるこ
とが望ましいのである。 
記述的知識そのものは構造をもたない断片的な知識である。しかし，説明的知識の習得の
ために記述的知識の習得は不可欠である。説明的知識を習得するためには，断片的な記述的
知識を組み合わせて構造化していく必要がある。例えば，複数の記述的知識を組み合わせて
分析的知識に高め，その分析的知識と他の分析的知識や記述的知識と関連付けることで説
明的知識を習得することが有効である。また，記述的知識を既に習得している知識と比較し，
【電源構成の意志決定例】 
A： CO2を排出しないから，太陽光発電の割合を高くする。 
 
B： CO2を排出しないから，太陽光発電は地球温暖化を防ぐことできるので割合を高くする。 
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それらの知識間の関係性を発見することで説明的知識へと高める構造化がある。どちらか
の過程をたどっても，下位の知識である記述的知識を上位の知識である説明的知識へと構
造化することが必要になる。「タグ」シート法はこれらの過程に対応する思考過程を可視化
する方法である。 
「タグ」シート法には，「記述→整理」で情報を知識として整理する段階の「タグ」シー
ト(記述・整理)と「整理→説明」で整理した知識を組み合わせて推論をはたらかせ，説明的
知識として習得する段階の「タグ」シート(整理・説明)がある。 
 
(2)「タグ」シート法を用いる学習内容 
 「タグ」シート法は，知識を構造化しながら説明的知識の習得過程を図化することを目的
としている。したがって，社会科の分野を問わず，因果関係の説明をめざす「なぜ」疑問を
中核とした授業において用いることを想定している。特に，複数の知識を組み合わせて原因
を探究する学習で用いることがのぞましい。 
 
(3)「タグ」シート(記述・整理)の作成過程 
「タグ」シート(記述・整理)の作成過程は，次の 3 段階からなる。 
 
  ①「タグ」を貼る対象の設定  
②「タグ」を貼る－「記述」段階 
③「タグ」をグループ化する－「整理」段階 
 
 「タグ」シート(記述・整理)について，「電源構成を考えよう」の授業を例に論じる。我が
国の電源構成について考える場合，まず各発電方法の特徴を知ることが必要になる。 
 「タグ」を貼る対象は，分析的知識の習得を図る問いの主語になる。例えば，「太陽光発
電には，どのような特徴があるのだろうか。」という問いでは，「タグ」を貼る対象は「太陽
光発電」となる。 
 「タグ」を貼るのは，太陽光発電の特徴に関する記述的知識を羅列的に記述する段階であ
る。「タグ」は「タグ」を貼る対象に関連する情報を短いワードで記したものである。「タグ」
を貼る対象と「タグ」の関係は，次の図Ⅳ-4 のようになる。 
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図Ⅳ-4 「タグ」を貼る対象と「タグ」の関係 
 
 「タグ」を貼る対象と一つの「タグ」で示されるのは記述的知識である。例えば，「太陽
光発電(対象)はCO2を排出しない(タグ)」は事実のみを述べた記述的知識である。子どもは，
図Ⅳ-4 のように対象に複数の「タグ」を貼ることで，対象を構成する要素を記述する。 
実際の授業における授業者の問いは，「太陽光発電についてわかったこと，気づいたこと
を短い言葉でたくさん書いていきましょう」になる。子どもは教科書や資料の読み取りをも
とに「タグ」を貼る。「タグ」には対象に関連する情報が短いワードで記されている。この
「タグ」は「タグ」を貼る対象を検索・管理する手がかりとなる。この時に，子どもが多く
の「タグ」を貼ることが望ましい。既に述べたように，一つの「タグ」で一つの記述的知識
が表現される。問いに対する説明をするためには，知識を組み合わせる必要がある。「タグ」
の数が多ければ多いほど知識を組み合わせることができる可能性が高まる。仮に，2 枚の「タ
グ」が貼られた場合は知識の組み合わせが 1 通りであるのに対し，10 枚の「タグ」が貼ら
れた場合は，知識の組み合わせが理論上 1013 通りに増える。 
「タグ」を貼ることができれば，次に「タグ」をグループ化する整理段階に進む。貼った
「タグ」が多いほど「タグ」を貼る対象は情報量の多い知識となる。しかし，無数に「タグ」
を貼ると知識の整理ができなくなるという問題点が指摘される。人間の情報処理能力には
限界がある。「タグ」を数多く貼っただけでは情報をインプットすることはできない。貼っ
た「タグ」を整理する段階が必要になる。 
篠原彰一は，グループ化について，次のように述べている 8)。 
 
このような材料をグループにまとめることはチャンク化ともいわれる。(中略：王子)グループ化の
有効性を例証する実験はいろいろある。たとえば，相互に関係のない材料よりもカテゴリーにまとめ
られた材料のほうが記憶しやすいことは実験により示されている。 
 
 
 
タグ a 
CO2なし 
タグ c 
パネル廃棄 
タグ b 
再生エネ 
タグ d 
景観問題 
タグ e 
買い取り制度
度 
タグ f 
賦課金 
≪タグを貼る対象≫ 
太陽光発電 
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 貼った「タグ」を整理するために，「タグ」をグループ化していく。共通のワードを抽出
し，グループをつくる。一つの「タグ」が複数のグループに属したり，異なった対象に貼っ
た「タグ」どうしでグループ化したりすることもある。関連のある「タグ」は，これらのグ
ループ化によって構造化される。子どもは，この過程で「タグ」どうしを比較したり，関連
付けたりする思考をはたらかせている。グループ化とグループ名をつける作業は，子ども自
身で行うことが重要である。グループ化の方法やグループ名が教師の想定とは異なる場合
もある。しかし，授業者の想定した枠組みにおさまらないことこそが，子ども自身によって
知識が構造化されたということであり，個人の意志決定学習に活用できる知識になったと
いうことである。 
図Ⅳ-4 をもとにしたグループ化の例は，次の図Ⅳ-5 のようになる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図Ⅳ-5 「タグ」のグループ化 
 
 グループ化をすることで，さらに社会認識を深めることが可能になる。図Ⅳ-5 の例でい
えば，クリーングループと環境グループで部分的な重なりはあるものの，環境グループのタ
グ c，タグ d のようにクリーングループに属さない環境問題もある。タグ c とタグ d を見れ
ば，クリーンエネルギーが環境問題のすべてを解決できるものでないことも作成した「タグ」
シートから理解できる。 
 同様に，他の発電についても「タグ」シート(記述・整理)を作成することで，各発電法の
特徴を整理できるとともに，各発電法を比較することが容易になる。複数の発電法で共通す
るグループや対立関係にあるグループを比較することで，子どもは自身が何を重視して意
志決定するかについて考えることができる。 
 
 
 
 
≪タグを貼る対象≫ 
太陽光発電 
タグ e 
買い取り制度
度 
タグ f 
賦課金 
クリーン 
 
 
 
 
 
タグ b 
再生エネ 
タグ a 
CO2なし 
タグ c 
パネル廃棄 タグ d 
景観問題 
環境 
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(4)「タグ」シート(整理・説明)の作成過程 
 「タグ」シート(整理・説明)では，子どもが因果関係の発見のために知識を組み合わせた
過程を数式モデルで表現する。「タグ」シート(記述・整理)で整理された知識を組み合わせ
る。この過程を図化することで，知識間の関連が明確になる。 
 例えば，電源構成を考える授業では，構成を考えるべきであるのに原子力発電の是非を問
うてしまう場合がある。構成であるならば，個々の発電法の是非を問うのではなく，「何か
の割合を低くすれば，何かの割合を高くしなければならない」というトレードオフの関係を
もとに全体の構成を考える必要がある。 
 「タグ」シート法による電源構成を考える授業では，「電力供給にはどのようなことが必
要だろうか」という問いで「タグ」シート(記述・整理)を作成する。作成した「タグ」シー
ト(記述・整理)の例は，次の図Ⅳ-6 のようになる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図Ⅳ-6 電力供給に関する「タグ」シート(記述・整理) 
 
 例えば，図Ⅳ-5 と図Ⅳ-6 を用いて，「なぜ，すべての電力供給を太陽光発電でまかなえな
いのか」という問いを探究させたり，原子力発電や火力発電の特徴をまとめた「タグ」シー
ト(記述・整理)を用いて「なぜ，原子力発電の割合が低くなり，火力発電の割合が高くなっ
たか」を探究させたりすることもできる。「タグ」シート(記述・整理)を用いることで，「東
日本大震災がおきて福島第一原子力発電所の事故が起きたから」を解にするのではなく，子
どもは事故による被害，経済的損失，他の原子力発電所の立地などもふまえて問いに対する
言明をすることができる。 
 「タグ」シート(整理・説明)では，数式をベースにした表現によって因果関係を発見する。 
二つ以上の「タグ」シート(記述・整理)を用いて，作成されたグループや「タグ」から活用
 
 
 
タグ a 
安定性 
タグ c 
安全性 
タグ b 
場所の確保 
タグ d 
コスト安 
タグ e 
クリーン 
タグ f 
資源の確保 
≪タグを貼る対象≫ 
電力供給 
- 110 - 
できるものを選択し，それらの関連について数式をベースにした表現で示して因果関係を
発見する。数式をベースにした表現は，次の表Ⅳ-1 のようになる。 
 
表Ⅳ-1 数式モデルによる因果関係の発見 
(ⅰ) ●＋△＝【原因】 ●と△を組み合わせて原因がわかった。      [結合] 
(ⅱ) ●↔△＝【矛盾】 ●と△は矛盾しているのでおかしい。       [矛盾] 
(ⅲ) ●⇒△ ●(原因)と△(結果)の因果関係を発見した。     [因果] 
(ⅳ) ●＞△ △より●を優先する。              [比較] 
 
 「なぜ，原子力発電の割合が低くなり，火力発電の割合が高くなったか」という問いの探
究を例に，「タグ」シート(整理・説明)について論じる。「タグ」シート(整理・説明)の作成
にあたっては，①原子力発電の特徴，②火力発電の特徴，③電力供給に必要なことの 3 種類
の「タグ」シート(記述・整理)を用いる。これらを用いて作成した「タグ」シート(整理・説
明)の例は，次の図Ⅳ-７のようになる。 
 
 
 
 
 
 
図Ⅳ-7 電力供給に関する探究の「タグ」シート(整理・説明) 
 
 「タグ」シート(整理・説明)を用いることで，複数の「タグ」シート(記述・整理)で整理し
た知識を関連付けることが可能になる。例えば，電源構成を考える場合は，発電法に関する
知識だけでも多岐にわたる。子どもにとって，これらを関連付けることは容易なことではな
い。しかし，知識を整理する過程と知識を関連付ける過程が可視化されることで，単なる羅
列された記述的知識の社会認識ではなく，知識間の関連付けが図られた分析的知識や説明
的知識レベルの社会認識を形成することができる。 
 
【数式モデル】 
〇原発事故+放射能汚染＝人が住めない 
〇人が住めない⇔地域振興 
〇安全性＞CO2排出量 
〇海岸付近の立地→津波の危険性 
     ．．． 
 
 
 
【説明】 
なぜ，原子力発電の割合が低くなり，火力発電の
割合が高くなったのだろうか。 
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3 意志決定学習における「タグ」シート法の有効性 
「タグ」シート法は，図化によって社会認識形成を図る学習法である。「基礎的意志決定
学習」の五段階のうち，「②複数の選択肢をあげる」，「③選択肢を比較，吟味する規準と基
準をつくる」ためには，選択肢や判断規準のもととなる社会認識が必要になる。「タグ」シ
ート法は，図化によって社会認識を形成する過程を可視化するため，知識の整理や関連付け
が容易になる。さらに，可視化によって知識間の関係性を視覚的にとらえることできるので，
意志決定学習で扱える知識の情報量も多くなる。 
以上のことから，「基礎的意志決定学習」では社会認識形成を図る方法として，「タグ」シ
ート法を取り入れる。 
次節では，判断基準を導き出す分析視点の獲得について論じる。 
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第 3節 分析視点の獲得と判断規準の選択 
 本節では，社会認識をもとに獲得した分析視点から判断規準を選択するための授業構成
について論じる。本研究では，意志決定において根拠として活用できる社会認識は社会事象
を判断できる目(分析視点)とし，それに対して根拠として活用するまでには至らないものは
社会を見る目(視点)として区別する。既に論じたとおり，意志決定の選択肢のもととなる社
会認識は，料理でいえば食材である。選択肢はアイディアなので，自由に数多く出せば出す
ほどよい。それに対して，判断規準のもととなる分析視点は，料理でいえば調理方法や技術
である。料理人は，数多くの調理方法や技術の中から，その食材を調理するのに適切な方法
を選択しなければならない。つまり，意志決定学習では，子どもがそれぞれの選択肢を比較，
吟味するために適切な判断規準が必要になる。そして，一つの視点で選択した判断規準のみ
で比較，吟味するのではなく，複数の視点で選択した複数の判断規準で選択肢を比較，吟味
することで意志決定の妥当性は高まる。しかし，判断規準となる分析視点はすぐに獲得でき
るものではない。分析視点の獲得は，中学校 3 年間の社会科学習をとおして図る必要があ
る。 
 
1 中学校社会科における価値判断・意志決定学習の課題と改善方略 
中学校社会科では，公民的資質の育成を意図した学習が公民的分野に偏重する傾向があ
る。地理的分野，歴史的分野では探究学習によって社会認識を形成し，公民的分野において
価値判断・意志決定学習を行うことで公民的資質の育成を図るという考え方に基づくもの
である。 
草原和博は，社会系教科目の課題について，次のように述べている 9)。 
 
   上のシミュレーションが示す我が国の社会系教科目の課題とは，市民性育成の場の「たらい回し」 
   と「後回し」である。せっかく教師が社会的な課題を追求し，また子どもの知的好奇心に応えようと 
しても，それを拒むカリキュラム上の制約がある。我が国の中等社会科は，地理・歴史・公民それぞ 
れの領域の体系を重んじ，内容の重複を避ける傾向がみられる。平成 20 年の指導要領でも「各分野 
の内容と範囲に十分配慮」することが強調され，課題追求の過程で学習が派生し「学習内容が高度」 
にならないように，分野を跨いだ領域侵犯を強く戒めている。授業の過程で知識が派生し，学びが深 
まることにこそ教育の醍醐味があると考えられるが，基礎基本の定着が優先されるので，そのような 
扱いには縛りが掛かる。 
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上のような教科構造において，市民性の基礎となる政治的教養の育成が，地理(や歴史)では「場違 
い」とみなされ忌避されるのは，当然の帰結だろう。結果的にそれは，①公民領域へ「たらい回し」 
され，②さらにパイ型の配列が加わることで，上の学年に「後回し」される。 
 
領域の固有性が尊重されることで，社会認識形成と公民的資質の育成との接続が不十分
なものになっている。この中学校社会科の実状は，地理的分野，歴史的分野では社会認識を
形成し，公民的分野において価値判断・意志決定学習を行うことで公民的資質の育成を図る
という社会科分業制ともいうべき姿である。 
 以上のことは，教科書記述にも顕著に現れている。4 出版社発行(2011 年)の中学校地理的
分野，歴史的分野と公民的分野の教科書で「公民的資質」の育成を意図した価値判断・意志
決定学習の設定の有無とその構成及び内容について分析する 10)。 
価値判断・意志決定学習を意図した問いの設定数についての分析結果は，次の表Ⅳ-2 の
とおりである。 
 
表Ⅳ-2 価値判断・意志決定学習を意図した問いの設定数 
発行元 地理的分野 歴史的分野 公民的分野 
東京書籍 4 1 12 
教育出版 1 0 8 
帝国書院 8 1 34(23) 
日本文教出版 2 0 9 
合計 15 2 63(52) 
                (注：帝国書院の括弧内の数字は，パン会社を経営する過程を 12 
                   に分けた価値判断・意志決定学習を 1 とカウントした場合)              
 
 表Ⅳ-2から，公民的分野で価値判断・意志決定学習を設定し，「公民的資質」を育成しよ
うとしていることがわかる。その一方，地理的分野では，公民的分野と比べて価値判断・意
志決定学習の設定数は少ない。さらに，地理的分野で設定された 4 教科書における合計 15
の価値判断・意志決定学習の内訳は，開発・環境に関するもの 4，防災・災害に関するもの
3，まちづくりに関するもの 3，共生に関するもの 2，その他 3 である。設定されている数
とその内容から，地理的分野全体をとおした学習ではなく，単発的な価値判断・意志決定学
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習を設定していることがわかる。 
12 回に分けて価値判断・意志決定を行う「パン屋の経営者になってみよう」(帝国書院)10)
をはじめとして，公民的分野の学習で直近に習得した知識の活用を想定した価値判断・意志
決定学習がみられる。つまり，中学校 1，2 年生の地理的分野の学習で習得した知識の活用
を求めていない。 
歴史的分野では，設定される問いは「どのようなことが起こったか」や「何が背景にある
のか」などが多い。価値判断・意志決定学習の問いは，歴史的分野の最終まとめとして「未
来にむかって私たちに何ができるだろう」というものである。過去を学ぶ歴史において価値
判断・意志決定を求めることはなく，歴史的分野の学習のまとめである最終場面で未来を考
える価値判断・意志決定を求める構成となっている。 
以上の教科書分析から明らかになった中学校社会科における価値判断・意志決定学習の
課題は，次の 4 点である。 
 
  ①価値判断・意志決定学習が公民的分野に偏重していること。 
  ②地理的分野における価値判断・意志決定学習が単発的なものとなっていること。 
③歴史的分野における価値判断・意志決定学習は基本的には設定されていないこと。 
  ④地理的分野と歴史的分野で社会認識形成を行い，公民的分野で「公民的資質」の育成
を行うという分業論の立場をとっても，現状では公民的分野における価値判断・意志
決定学習に地理的分野と歴史的分野の学習で形成した社会認識の活用は想定されて
いないこと(地理的分野，歴史的分野と公民的分野の連携の不十分さ)。 
 
 「社会認識形成を通して公民的資質の育成を図る」に「通して」とあるように，本来，社
会認識形成と公民的資質の育成は一体となってなされるべきである。しかし，中学校社会科
では，民的分野の学習のみで公民的資質の育成を図ろうとしている傾向が明らかになった。
合理性の高い意志決定をするためには，妥当性の高い根拠の形成が必要になる。妥当性の高
い根拠とは，公民的分野の学習事項のみで形成する根拠ではなく，地理的分野と歴史的分野
の学習事項も加えた根拠を形成することである。そのためには，図Ⅳ-３で示したように，
社会認識をもとに獲得した分析視点から判断規準を選択することが必要になる。 
視点は学習した事象のみに適用できるものである。視点を様々な意志決定場面で根拠を
形成することができる汎用性の高い分析視点に高めていく。分析視点の獲得は，単元間で視
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点どうしを関連付ける授業構成によって可能になる。授業者が概念化を促す問いを発し，視
点の関連付けを促すことで，子どもは視点の共通性を理解する。視点の共通性を理解するこ
とで，子どもは共通性のある複数の視点を転移性のある抽象度の高い分析視点として再構
成することができる。公民的資質の育成のためには，形成した社会認識を視点から分析視点
へと高める学習，すなわち社会を見る目から社会事象を判断できる目にする学習(分析視点
の獲得)と分析視点を別の単元の学習で活用してさらに妥当性を高めることを意図した学習
(分析視点の活用)を意図的に繰り返す構成が必要になる。 
しかし，子どもにとって習得したことを他の単元で活用することは容易ではない。抽象度
を高めて分析視点の適用範囲を広げ，他の単元で活用できるようにするためには，分析視点
の獲得と活用を繰り返し行う授業構成が必要になる。このような授業構成によって獲得さ
れた分析視点を活用すれば，意志決定場面で用いる根拠の妥当性は高まる。 
 
2 分析視点の獲得を図る中学校社会科地理的分野の授業構成 
(1)相互往還による分析視点の獲得 
分析視点の獲得を図るのは，分析視点から判断規準を選択し，その規準に基づいた妥当性
の高い根拠による意志決定を行うためである。したがって学習をとおして分析視点を増や
すこととその適用範囲を拡大することが必要になる。そのために，授業者の概念化を促す問
いを組み込んだ単元間の構成によって分析視点を増やす。また，分析視点の適用範囲を拡大
するために過去の学習で形成した分析視点を想起させ，現在の学習に活用することが有効
性をもつ。さらに，現在の学習で新たに獲得した分析視点を過去の学習との共通点を発見さ
せることで概念化を促す。このような相互往還の学習による分析視点の獲得により，意志決
定における根拠の妥当性を高める。 
中学校社会科教科書で設定されている意志決定学習は，公民的分野に偏重していること
は既に論じた。例えば，公民的分野で習得した経済に関する知識をもとに根拠を形成する意
志決定学習は既に行われている。しかし，公民的分野で習得した知識のみを根拠とする意志
決定は望ましくない。なぜなら，実社会では経済の知識のみを根拠にした意志決定がなされ
るわけではないからである。 
社会科の学習全体で習得した知識を根拠にした意志決定を行うことが望ましい。例えば，
京都市では企業が景観との調和を考慮し，他の地域と異なる店舗デザインにしている。この
余分なコストが必要となる例は，地理的分野の学習で習得する環境保全や景観という知識
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を分析視点にすることで，目先の利益のみにこだわらない企業の意思決定過程の理解につ
ながる。このように他者の意志(思)決定の過程や根拠を学ぶことで，将来，子どもは幅広い
分析視点を用いて妥当性の高い根拠を形成し，意志決定ができるようになる。 
本節で提案する授業では，地理的分野を学ぶ中学 1，2年生に過去の意志決定を分析させ，
先人の意志決定の根拠，想定した効果をもたらした理由，効果があがらなかった理由を学ば
せる。その学習は世界地誌学習と日本地誌学習で行う。世界地誌学習と日本地誌学習を相互
往還しながら共通点を発見し，それらを関連付けることで分析視点の獲得を図り，地理的分
野で獲得した分析視点を後に価値判断・意志決定学習で活用することを意図している。 
世界地誌学習では，世界の各地方で行われた様々な意志決定の過程をたどる授業を提案
する。子どもは学習をとおして経済的視点，宗教・文化・伝統的視点，自然的視点，そして
後に述べる地理学の基本概念などが意志決定において分析視点として活用できることを知
る。子どもに既有の分析視点の確認と新たな分析視点を形成させることを意図する学習で
ある。 
日本地誌学習では各地域の単元で過去になされた意志決定を取り上げ，分析視点の獲得
を図る授業を提案する。動態的地誌学習の「考察の仕方」(中核考察)をたて串とし，過去の
意志決定の分析を横串として年間をとおして行うプランである。世界地誌学習で形成した
分析視点の活用による新たな分析視点の獲得や適用範囲の拡大を意図する学習である。 
世界地誌学習と日本地誌学習の関係は，次の図Ⅳ-８のようになる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図Ⅳ-8 相互往還による分析視点の獲得 
 
 
 
《分析視点の活用》 
 
 
 
 
《分析視点の活用》 
 ・過去にどのような意志決定をすべきだったか 
・同じ分析視点はないか 
【世界地誌学習】 
・どのような根拠で 
意志決定がなされたの
だろうか． 
《分析視点の獲得》 
【日本地誌学習】 
・どのような根拠で 
・なぜ，その意志決定 
・どうすべきだったか 
《分析視点の獲得》 
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分析視点の獲得を図る授業プランでは，次の 3 段階の学習を想定する。 
 
①意志決定の過程を知る学習    
②意志決定の根拠を理解する学習 
③過去の意志決定の結果を現在の視点から分析検討する学習 
 
①は，意志決定がどのような過程を経て行われたかを知る学習である。「どのようにして
○○は決定されたのだろうか。」という問いをもとに，決定に至るまでの経過をたどってい
く。「いつ，どこで，誰がどのような立場で，どのような根拠で」意志決定したのかを知る
学習である。①は，意志決定やその決定がもたらした結果よりも，決定までの過程を細かく
見ることで分析視点の確認を図る学習である。 
 ②は，意志決定の根拠の抽出と理解を中心とした学習である。「なぜ，〇○という決定に
至ったのだろうか。」という問いをもとに，意志決定の根拠を探究する。「何を根拠に主張し
たのか，なぜその主張が認められたのか，選択されなかった主張は何が問題であったのか」
を検討する学習である。この学習をとおして，どのような分析視点によって意志決定の根拠
が形成されたのかを理解する。②は，分析視点の獲得を図る学習である．  
 ③は，意志決定によって期待した結果と現実の結果との違いから，どのような決定をなす
べきであったかを考える学習である。実社会における様々な意志決定は何らかの根拠によ
ってなされ，その当時では最も妥当性があると判断されたものである。しかし，過去の判断
と現在の状況と照らし合わせると見込み違いが起こっていることがある。子どもは，この学
習で現在を生きる者の視点からこの見込み違いが起きた原因を分析し，過去にどのような
意志決定をなすべきであったかを考える。この学習では，既に形成している分析視点を用い
て検討を加えることになる。③は獲得した分析視点の活用を図る学習である。 
 以上の①～③の学習には連続性がある。世界地誌学習で獲得した分析視点が日本地誌学
習においてその共通点によって概念化される。さらに，日本地誌学習で獲得した分析視点と
以前の世界地誌学習で獲得した分析視点の比較によって概念化される。これらの相互往還
による概念化によって，分析視点はその適用範囲を拡大する。また，過去の意志決定が正当
なものであると鵜呑みにせず，批判的に分析することによって，さらに分析視点の獲得を図
ることができる。この一連の過程において分析視点の獲得と活用が繰り返されることで，よ
り妥当性の高い根拠による意志決定が可能になるのである。 
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(2)地理学の基本概念を分析視点として獲得する地誌学習の単元構成 
意志決定の根拠は公民的分野の学習で形成された社会認識だけでなく，子どもが地理的
分野において形成した社会認識も根拠にできる意志決定学習が望ましい。意志決定場面で
地理学の基本概念を分析視点として活用することを期待する世界地誌・日本地誌学習の単
元構成を提案する． 
加藤武行は，J.A.バンクス(James A Banks)らの研究成果をもとに地理学の基本概念を，
九つのキーワードでまとめている 12)。九つのキーワードとは，「①位置，②分布，③地域形
態，④地域構造，⑤地域性，⑥地域変化，⑦立地，⑧地理的事象の結合関係，⑨地域的結合
関係」である。 
世界地誌学習では，主に子どもが既にもっている分析視点の確認と新たな分析視点の獲
得を重視している。各州で行われた意志決定がどのような過程をたどって行われたかにつ
いて，その根拠もあわせて知る学習である。世界地誌学習の授業構成は，次の表Ⅳ-3 のとお
りである。 
 
表Ⅳ-3 分析視点の獲得と強化を図る世界地誌学習の授業構成 
州 主な問い 主な分析視点 
アジア州 
・中国では経済特区をどのような場所に置き，開発していっ
たのだろうか。   【期待された効果は何だったのか。】 
①位置 
⑥地域変化⑦立地⑧地
理的事象の結合関係⑨
地域的結合関係 
ヨーロッパ州 
・どのような問題を解決しながら EUは拡大していったのだ
ろうか。      【どのような組織をめざしたのか。】 
④地域構造⑤地域性 
⑥地域変化 
アフリカ州 
・西アフリカ諸国は，どのようにしてモノカルチャー経済か
らの脱却を図ったのだろうか。 
 【何とどのような意図で結びついたか，何をしたか。】 
③地域形態④地域構造
⑥地域変化⑨地域的結
合関係 
北アメリカ州 
・サンフランシスコの住民はどのようなねらいをもって街
づくりをしたのだろうか。  【再開発のねらいは何か。】 
①位置③地域形態④地
域構造⑤地域変化 
南アメリカ州 
・誰がどのようなねらいで農業の多角化を図ったのだろう 
か。      【何と結びつき，どこで何を作ったか。】 
①位置④地域構造⑧地
理的事象の結合関係⑨
地域的結合関係 
オセアニア州 
・オーストラリアはどのようにしてアジアとの結びつきを
強めたのだろうか。 
【何をねらって，どこと結び付いたか。】 
①位置②分布④地域構
造⑤地域性⑨地域的結
合関係 
(王子作成) 
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世界地誌学習では，各州の単元の最後に表Ⅳ-3 の問いをもとに 1～2 単位時間で学習す
る。この学習自体が単元のまとめとなり，子どもはそれまでに習得した知識を活用したり，
新たな情報を調べたりしながら各州の特色を大観する。 
日本地誌学習では，世界地誌学習を踏まえて，過去の意志決定の根拠を理解する学習と過
去の意志決定の結果を現在の視点から分析検討する学習を行う。日本地誌学習の授業構成
は，次の表Ⅳ-4 のとおりである。 
 
表Ⅳ-4 分析視点の獲得と強化を図る日本地誌学習の授業構成 
地方 主な問い 主な分析視点 
北海道 ・どのように根釧台地のパイロットファーム計画は展開されてい 
ったのだろうか。    【期待された結果は何だったのか。】 
⑦立地 
⑧地理的事象の結合関係 
東北 ・なぜ，大内宿の住民は日常生活に制約があっても，伝統的な街
並みを保存することにしたのだろうか。 
【決定に至った理由は何か。】 
③地域形態⑤地域性 
⑦立地 
関東 ・なぜ，さいたま新都心開発事業で有力な民間業者は撤退したの
だろうか。             【撤退の理由は何か。】 
①位置②分布⑦立地 
⑨地域的結合関係 
中部 ・なぜ，愛知県の旧田原町，赤羽根町，渥美町は一度合併協議が
不調に終ったのにも関わらず合併することにしたのだろうか。 
【合併協議が不調に終わった理由と合併を選んだ理由は何か。】 
④地域構造 
⑨地域的結合関係 
近畿 ・なぜ，北摂三田ニュータウンは計画発表から入居開始まで千里
ニュータウンよりも 9 年間も長い 13 年間も年月がかかったの
だろうか。【ニュータウン開発が計画より遅れた理由は何か。】 
・三田市の人口は，ニュータウン開発によって計画していた 20 万 
人にどうすれば達したのだろう。 
【計画の見込み違いは何が原因か。】 
④地域構造 
⑥地域変化 
 
 
①位置②分布④地域構造 
⑨地域的結合関係 
中国 
四国 
・瀬戸大橋としまなみ海道は，現在，それぞれの地域に想定どお
りの恩恵をもたらしたか。より効果的な事業展開はなかったの
か。                      【開発によるデメリットは何か。】 
①位置④地域構造 
九州 ・どのようにして，北九州にエコタウンをつくることになったの
だろうか。     【エコタウン化反対派の理由は何だったか。】 
④地域構造⑤地域性 
(王子作成) 
 
日本地誌学習の授業構成では，主な問いを各地域の中核考察に関連付けて設定している。
まず，世界地誌学習と同様に地理学の基本概念をもとにした分析視点の獲得をめざす。さら
に，世界地誌学習で既に形成している分析視点を活用することで過去の意志決定の根拠を
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理解したり，過去の意志決定の結果を現在の視点から分析検討したりする学習を行う。これ
らの学習をとおして，子どもは地理学の基本概念が意志決定の根拠を形成するための分析
視点として活用できることを理解する。つまり，世界地誌学習の成果を日本地誌学習に活用
するだけでなく，日本地誌学習の成果を世界地誌学習にフィードバックすることで地理的
分野の学習全体で分析視点の獲得と適用範囲の拡大を繰り返し図っていくのである。 
以上が，分析視点の獲得を世界地誌学習と日本地誌学習との相互往還による関連付けに
よって図るということである。 
世界地誌学習で形成した分析視点の日本地誌学習での活用を意図する場合は，「世界地誌
の学習を思い出してみよう。」という問いかけが有効である。例えば，アジア州の単元で中
国の経済特区を学習する。経済特区の場所の選定は中国側だけのメリットではなく，進出し
た外国企業にとっても採算のとれる「①位置」や「⑦立地」を分析視点とした価値判断・意
志決定であったことを学習している。その学習をもとに，関東地方の単元において，さいた
ま新都心開発事業における民間業者の撤退という意志決定を探究すれば，子どもは意志決
定の根拠が同様の分析視点によるものであったことを発見する。さらに，「世界地誌の学習
で他にも似たことはなかったか。」という問いかけによって，例えば，オーストラリアがア
ジアとの結びつきを強めているのも同様の根拠による意志決定であることを子どもは理解
する。この相互往還の学習によって，子どもは地理学の基本概念を分析視点として実際の意
志決定場面で活用できるようになる。 
以上のような，相互往還による分析視点の獲得を意図した学習は，世界地誌と日本地誌の
間だけで行うのではない。地理的分野と公民的分野の間の相互往還による学習も構想する
ことができる。例えば，第Ⅲ章で論じた「コンビニ意志決定」の学習では，地理学の基本概
念を分析視点に加えた意志決定学習ができる。公民的分野の学習で獲得する分析視点であ
る経済合理性のみを根拠とするのではなく，地理学の基本概念である地域構造も分析視点
に加えた根拠による意志決定ができる。このように地理的分野と公民的分野の両方で形成
した分析視点を用いることは，第Ⅲ章で「コンビニ意志決定」の学習の課題を克服するもの
になる。公民的分野の教科書には限られた情報しかなくても，子どもが地理的分野の学習を
とおして獲得した自前の分析視点を追加した意志決定をすることが可能になる。また，地理
的分野で獲得した分析視点の公民的分野での活用は，地理学の基本概念が意志決定の根拠
として有用であることの確認にもなる。この関係は，次の図Ⅳ-９のとおりである。 
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         《分析視点の活用》 
 
 
 
 
 
 
 
(註：図中のゴシックは，共通する分析視点を示している)  
図Ⅳ-9 地理的分野と公民的分野の相互往還による分析視点の活用 
 
(3)分析視点の獲得を図る南アメリカ州と近畿地方の授業プラン 
 表Ⅳ-3 と表Ⅳ-4 で示した世界地誌学習と日本地誌学習の単元構成から，分析視点の獲得
を図る南アメリカ州と近畿地方の授業プランについて論じる。 
①南アメリカ州「ブラジルの農業」の場合 
南アメリカ州の学習では，「なぜ，農業の多角化を行ったのだろうか」という問いで授業
を構成する。これまでの授業では経済的な視点をもとにして，子どもが「特定の品目の輸出
にたよるモノカルチャー経済では経済が安定しない。そこで南アメリカ州では，農業の多角
化によって複数の作物をつくり，経済の安定を図ろうとしている」と説明できることをめざ
してきた。この説明は，経済的な視点による社会認識形成である。しかし，農業の多角化に
シフトしていこうという南アメリカ州の意思決定は，「複数の作物をつくる＝経済的リスク
の分散」だけを根拠にしたものではない。南アメリカ州で大豆の生産が伸びているのは，農
業従事者の意志決定だけではなく，穀物メジャーをはじめとする大企業や政府の意思もは
たらいている。 
子どもは，農業の多角化に至るまでの意志決定の過程をたどる学習をとおして，何を分析
視点として根拠を形成したのかを知る。すなわち，中国で消費の伸びている大豆を新たにつ
くるねらいと輸送コストの関係(分析視点：①位置)，穀物メジャーの進出による合理化と農
業経営の変化(分析視点：④地域構造)など，新たに複数の分析視点を獲得する。 
 
【南アメリカ州の学習で 
獲得した分析視点】 
・位置(時間距離) 
・地域構造(圏構造) 
・地理的事象の結合関係 
・地域的結合関係 
 
     
 
【近畿地方の学習で 
   獲得した分析視点】 
・位置(時間距離) 
・地域構造(圏構造) 
・分布 
・地域的結合関係 
 
地理  公民(例：コンビニの出店) 
・位置(時間距離)→交通手段は？ 
・地域構造(圏構造)→同業他社は？ 
            商圏は？ 
・地域的結合関係→配送コストは？ 
 
 
 
・経済合理性(利益)→利益は出る？ 
          維持できる？ 
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南アメリカ州の授業プランは，次のとおりである。 
A《『授業プラン－南アメリカ州』の授業過程》 
段
階 
学習活動 ○主な発問  ・予想される学習者の反応 分析視点 【資料】 
 
問
題
把
握 
1 ブラジルの
農業生産品目
の変遷を確認
する。 
2 予想をする 
・いろいろなものを作るようになっている。 
・大豆の伸びがすごいな。 
 
〇問いに対する予想をしてみよう。 
・農業をしている人が不作になった時のリスクを小さ
くして，生活を安定させたかったから。 
〇本当にそうだろうか，確かめてみよう。 
 
 
 
 
経済的視点 
(既有) 
 
 
分
析
視
点
の
形
成 
3 ブラジル農 
業の多角化 
について調 
べる。 
〇大豆の生産にシフトしたのはどうしてだろう。 
・輸送のための道路，鉄道，港が整備されている。輸
送がしやすくなっている。コスト削減のための輸出
回廊だ。(①) 
・1990 年代以降，アメリカの輸出シェアが低下してい
る。(④) 
・大豆から油をとって，そのカスを飼料にして牧畜や
ブロイラーの飼育に使うようだ。多角経営だ。(④) 
・穀物メジャーがブラジル産大豆を輸出しているよう
だ。個人で行う農業ではなく，大規模化しているな。 
(④) 
・土壌改良を政府がすすめているな。農業をしている
人の意志よりも，政府の意志が働いているようだ。
(⑧) 
・中国は世界の大豆輸入の 40%を占めている。(⑨) 
・政府が大豆栽培をすすめて支援しているよ。 
 
①位置 
④地域構造 
⑧地理的事
象の結合関
係 
⑨地域的 
結合関係 
 
【資料 1】 
【資料 2】 
【資料 3】 
【資料 4】 
 
【資料 5】 
 
【資料 6】 
 
【資料 7】 
 
ま
と
め 
 
4学習のまと 
めを行い，形
成した分析視
点を整理す
る。 
○どのようなことがわかったかな。(分析視点の整理) 
・農業をしている人の意志だけで大豆栽培は広まって
いない。 
 
 
 
 
 
 
  
【資料】1,2 の大豆の生産と輸出入に関する資料は，矢野恒太郎記念会編集『世界国政図会第 25 版』(2014)
をもとに作成。3～7 のブラジルの大豆栽培の背景に関する資料は，小池洋一(2007)大豆産業－ブラジル，
アルゼンチンを中心に，星野妙子編『ラテンアメリカ新一次産品輸出経済編-構造と戦略』，研究双書(562)，
pp.47-91.と帝国書院(2013)『世界の国々７ 南アメリカ州』をもとに作成。 
なぜ，ブラジルでは農業の多角化が行われたのだろうか。 
☆獲得した分析視点＝ブラジルが大豆栽培を拡大した背景にあるもの 
①(交通位置，時間距離)→輸送がしやすくなったことにより拡大した 
④(圏構造)→アメリカの生産低下 周辺国への拡散：メジャー中心のアグリビ 
ジネス 
⑧(自然環境)→セラードの土壌改良完了 
⑨(国際分業)→中国の需要拡大による安定供給先の確保要 
           【〇内の番号は分析視点に対応，(  )内は分析視点
の詳細】 
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②近畿地方「北摂三田ニュータウンの開発」の場合 
近畿地方の学習では，兵庫県三田市を取り上げる。ニュータウン開発の遅れは，人口増加
に対応するための飲料水を確保できなかったことが関係していることに気づかせる。そし
て，距離的に大都市への通勤圏となる地域であったとしても，インフラ整備がなされないと
開発は進まないことを理解する。先述のブラジルの授業プランと比較すれば，国家レベルの
農業政策と市単位のまちづくりというレベルの違いや，世界と日本の事例という違いはあ
る。しかし，子どもは南アメリカ州の学習で獲得した分析視点(①位置，④地域構造)は，近
畿地方の学習でも分析視点として活用できることに気づく。例えば，どちらも時間距離の短
縮が価値判断・意志決定の根拠となっているという分析視点の共通性の理解は，他の意志決
定場面で根拠を形成する時に活用される。 
次に，三田市が 20 万人都市に達せず，12 万人都市でとどまっている計画の見込み違いを
分析する。この学習でも，地理学の基本概念を分析視点として過去の意志決定からその根拠
を探究する。また同時に見込み違いの原因を探究することで，ブラジルの農業の意志決定と
同様に，まちづくりにおいて三田市の意思ですべてが進められたわけではなく，地域構造な
どの要因によって計画が変更されたことを知る。このブラジル農業との比較による類似性
の確認によって，さらに「⑨地域的結合関係」をはじめとする既有の分析視点が意志決定場
面で活用できることを確認する。 
近畿地方の授業プランは，次のとおりである。 
 
B《『授業プラン－近畿地方』の授業過程》 
段
階 
学習活動 〇主な発問 ・予想される学習者の反応 分析視点 【資料】 
 
問
題
把
握 
1 前時の学習
内容を想起す
る。 
 
 
 
2 問いを把握
し，調査方法
を確認する。 
・ニュータウン開発は青野ダムの完成による水の確保
ができなかったから遅れた。 
・20 万人都市をめざしていたけれど，人口は 11 万 5
千人くらいでとまってしまったな。 
 
 
〇何を調べたらよいか確認しよう。 
・どのような開発計画だったのか。 
・当初の計画とどのような見込み違いがあったか。 
・人口 20 万人になるとして，不足するものは何か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
三田市の人口は，ニュータウン開発によって計画していた 20 万人にどうすれ
ば達したのだろう。 
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分
析
視
点
の 
形
成
と
活
用 
3 目標の人口
に達しなかっ
た原因を分析
する。 
 
 
 
 
 
4 過去の意志
決定を批判的
に分析する。 
〇資料をもとに，調べたことを発表しよう。 
・神戸市との合併の抑制の具体策として開発がもちあ 
がった。県の意向もあったようだ。 
・市の財政が悪化している。 
・カルチャータウンまで鉄道が延びなかった。 
・ニュータウンに国鉄(当時)が通らなかった。 
・国全体の経済の悪化によって計画が見直されてい 
る。 
・平成 12 年ごろからは都心回帰が始まっている。 
〇どうすれば計画の 20 万人都市になっていただろう 
か。 
〇世界地誌で学習したことを思い出して分析してみよ 
う。 
・ニュータウンから大阪，神戸へのアクセスがもっと
便利であればよかった。(JR の駅まではバス，自動
車：費用高) 
・経済の悪化は予想できていたのかな。 
・水の確保は 20 万人都市であっても大丈夫なのか。 
           〈前時の日本地誌学習の想起〉 
・そもそも 20 万人都市計画自体に無理があったので 
はないだろうか。 
・周辺の都市の変化(都心回帰)のように三田市だけで
は対応できなかった原因もあるな。ブラジルの農業
をしている人がすべてを決めることができたわけで
ないのと似ているな。 
〈世界地誌学習で獲得した分析視点との比較による類
似性の確認→分析視点の獲得〉 
 
①位置 
④地域構造 
⑨地域的結 
合関係 
 
 
 
 
 
 
①位置 
②分布 
④地域構造 
 
【資料 1】 
 
 
 
 
 
 
 
【資料 2】 
 
 
ま
と
め 
 
5 学習のまと 
めを行い，分
析視点を形成
する。 
〇三田市のニュータウン開発計画の素晴らしい点と問 
題点について考えよう。 
・自然との調和をめざした点はよい。 
・工業機能をもつニュータウン開発の構想はよい。 
・経済の悪化の予想などリスク検討が不十分だった。 
 
 
 
 
 
  
【資料】1 のニュータウン開発に至る三田市の歴史に関する資料は，三田市市史編さん専門委員監修『三田 
市史第 2 巻通史編Ⅱ』,2012 年と同監修『三田市史第 7 巻現代資料』,2008 年をもとに作成した。2 のイン 
フラ整備に関する資料は，前時の授業で用いた資料も含めて，1 と同じ文献をもとに作成した。 
☆獲得した分析視点 
①(交通位置，時間距離)→交通網の整備計画がまちづくりを左右する. 
②(分布密度)→ニュータウンの過密化とそれ以外の過疎化(市内での人口移動). 
④(通勤・通学圏)→京阪神圏といえる場所にあたるのか.(①の時間距離とも関連) 
⑨(地域間分業)→都市部の変化によって影響がある.受け身的な実態． 
【〇内の番号は分析視点に対応，(  )内は分析視点の詳細】 
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以上のような，南アメリカ州と近畿地方のような学習を世界地誌の他の地域や日本地誌
の他の地方で繰り返し行えば，例えば課題であった「コンビニ意志決定」の学習は，限られ
た情報のみでの意志決定でなくなる。最終的には経済合理性を根拠にした意志決定であっ
ても，子どもはその前段階の「①位置」や「④地域構造」という地理的分野の学習をおして
獲得した分析視点を活用した検討をするようになる。 
 
3 分析視点の獲得を図る意義 
論理的な目で社会を見て，「本当にそれでよいのか」と社会のあり方と自身の判断の両方
を問い直すことができるのは公民的資質の一つである。「社会のしくみを理解する子ども」
から「根拠のある意見をもてる子ども」へ，「意見をもてる子ども」から「自分の意見を批
判的に検討できる子ども」を育てることで子どもの意志決定の合理性は高まる。そのために
は子どもの社会認識と公民的資質をスパイラルに成長させることが肝要になる。しかし，既
に論じたように，社会科授業では社会認識と公民的資質のスパイラルな成長を図るような
両者の接続がないばかりか，地理的分野，歴史的分野と公民的分野の間で分業制がとられて
いる現実がある。 
意志決定に至る思考過程は，論理的でなければならない。社会的論争問題について意志決
定する場合，何が問題なのかを分析して把握し，その分析にもとづいて何ができるのかを考
え，それらのアイディアを比較，吟味することは必要不可欠である。特に，比較，吟味する
過程においては複数の「判断規準＝フィルター」をとおして判断しなければならない。その
フィルターを数多くもっているのが専門家である。数多くのフィルターを用いて吟味する
からこそ，結論を出せなかったり，時間がかかったりすることもある。子どものもっている
フィルターが専門家のそれに比べて少ないことはいうまでもない。授業者は，その少ないフ
ィルターで子どもに意志決定学習をさせていることを忘れてはならない。教室で行われて
いる意志決定学習は，あくまで限定的な条件下での意志決定であることを理解していれば，
何かを提案させることで専門家でも解決できない社会的論争問題を子どもが解決できたと
勘違いするような社会科授業にはならない。社会科授業でなすべきは，子どもに何かを提案
させることではなく，論理的な意志決定過程を学ばせることである。そのためには，中学 1
年生からの社会科授業で論理的な意志決定過程を学ばせる学習に繰り返し取り組むことが
必要である。地理的分野と歴史的分野で学習したことから社会的論争問題を解決するため
のアイディアを出したり，そのアイディアを比較，吟味して判断するためのフィルターを選
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択したりする必要がある。 
以上のように，公民的資質の育成は，公民的分野の学習のみでは十分ではなく，社会科全
体で担うべきである。 
獲得した社会認識をもとに，社会的論争問題を解決するためのアイディアを選択肢とし
て抽出する学習が前節で論じた「タグ」シート法である。本節では，抽出した選択肢を比較，
吟味する時の判断規準となる分析視点を獲得する方法について，地誌学習の授業プランを
例に論じた。単元の相互往還によって関連付けを意図的に図ることにより，意志決定場面に
おいて活用できる抽象度をもつ汎用性の高い分析視点を獲得することができる。 
分析視点は，判断規準のフィルターである。このフィルターを獲得し，適用範囲を拡大し
続けることが，意志決定の根拠の妥当性を高めることにつながる。根拠の妥当性を高めるこ
とができれば，より論理的な思考過程による意志決定ができる。以上が，「基礎的意志決定
学習」で分析視点の獲得を図る意義である。 
次節では，意志(思)決定型学習の課題であった「理由の後付け」と「不公平な比較」を克
服する意志決定学習の方法である比較吟味自己内討論法について論じる。 
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第 4節 比較吟味自己内討論法の開発 
本節では，意志(思)決定型学習の課題であった直感のバイアスである「理由の後付け」と
「不公平な比較」を克服する意志決定学習の方法として開発した比較吟味自己内討論法に
ついて論じる。 
 
1 社会科意志(思)決定授業構成論における直感のバイアスの制御 
 意志決定の合理性を高めるためには，第Ⅲ章で論じた意志決定学習の課題である直感の
バイアスの「理由の後付け」と「不公平な比較」を制御する手立てが必要となる。また，従
前の社会科意志(思)決定授業構成論において，直感のバイアスを制御する手立てが講じられ
てきたかについて分析する。 
 第Ⅲ章で論じたように，市民社会科では，自らの主張を論理的に示す方法であるとし，意
志(思)決定型学習にトゥールミン図式を用いる。社会科意志(思)決定学習におけるトゥール
ミン図式は，論理的な価値判断や意志決定を支援する思考のツールではなく，根拠と意志決
定の論理整合性を確認し，それを活用して他者を説得するツールであることがわかった。 
市民社会科を含めた従前の意志(思)決定型学習の授業構成論では，いずれも非論理性や論
理の飛躍を容認していない。しかし，第Ⅲ章で論じたように，子どもが直感のバイアスの影
響を受け，「理由の後付け」と「不公平な比較」によって意志決定をする思考の実態やその
課題については論及されていない。つまり，従前の意志(思)決定型学習では，思考した結果
の論理整合性を確認する手立ては講じられていても，思考過程における非論理性や論理の
飛躍を克服する手立ては明らかにされていないのである。 
 教室には「何が合理的かわからない」子どもや「合理的な判断ができない」子どもがいる。
そして，「合理的な判断をしていると思い込んでいる」子どももいる。このような子どもに
自身の思考過程を明示しながら直感のバイアスを制御できる手立てを講じることができれ
ば，子どもは論理的な思考をとおして妥当性の高い根拠を形成し，合理的な意志決定ができ
るようになる。 
 
2 直感のバイアスを制御する方略と方法開発 
(1)システム１とシステム２のはたらき 
 なぜ，既に論じた「理由の後付け」と「不公平な比較」の問題は起こるのだろうか。その
手がかりは，次の研究成果にある。 
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「人は必ずしも合理的な選択をし，行動するわけではない。」－これは，行動経済学者の
D.カーネマン(Daniel Kahneman)が明らかにした人の意志決定と行動のメカニズムである。
カーネマンは様々な実験をとおして，人の意志決定の大部分は直感によって行われること
を明らかにした 13)。カーネマンによれば，意志決定の思考過程は，「直感的な結論による意
志(思)決定→結論に適合する情報の収集と分析→結論に適合した根拠の形成」となる。つま
り，人は「はじめに結論ありき」の合理的ではない意志決定をしがちなのである。 
 カーネマンは，意志決定における思考の特徴をシステム 1 とシステム 2 に分けている。
システム 1 とシステム 2 の特徴は，次の表Ⅳ-5 のとおりである 14)。 
 
表Ⅳ-5 システム 1とシステム 2の特徴 
名称 システム 1 システム 2 
分類 直感思考 熟慮思考 
特徴 ・無意識で常時はたらく。 
・結論に論理が従う。(直感のバイアスの影響が
ある) 
・意識的にはたらかせる必要がある。 
・論理によって結論を出そうとする。(熟考) 
(カーネマンの論をもとに作成) 
 
人は，日常の様々な判断や意志決定の多くを直感のバイアスの影響があるシステム 1 に
よって行っている。直感による判断や意志決定は，熟考によるそれよりも誤りを生み出す可
能性が高い。したがって，判断や意志決定をする時にシステム 2 が果たす役割は大きい。し
かし，システム 2 は意識的にはたらかせる必要があるのに対して，システム 1 は無意識で
常時はたらいている。つまり，直感を排除することは困難であり，直感のバイアスの影響を
理解し，システム 2 を意識的にはたらかせることでその制御を図ることが必要になる。 
イツァーク・ギルボア(Itzhak Gilboa)は，合理性に欠ける決定をさける方法について，次
のように述べている 15)。 
 
   第一に，意識することが重要である。さまざまなタイプのバイアスや間違い，心理学的な効果を意 
識することは，推論や意思決定のプロセスにおいてそれらを見つけ出し，避けようとする際の重要な 
一歩である。第二に，形式的なモデルを使うことは大きな手助けになる。 
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 マックス・ベイザーマン(Max H. Bazerman) は，合理的な意志決定のプロセスを次の六
つのステップにまとめている 16)。 
 
   ①問題を定義する。 
   ②選択肢を評価するための複数の規準を設定する。 
   ③各規準に重み付けをほどこす。 
   ④複数の選択肢を生成する。 
   ⑤各選択肢を各規準の観点から評価する。 
   ⑥最善の選択肢を算出する。 
 
 「基礎的意志決定学習」の授業構成論をギルボアとベイザーマンの論をもとに分析すると，
既に論じた直感のバイアスの存在に気づかせる学習，「タグ」シート法，分析視点の獲得は
合理性のある意志決定のプロセスであることがわかる。また，モデルを設定し，思考過程を
可視化することも合理的な意志決定に有効性があることがわかる。 
「基礎的意志決定学習」は，子ども自身がシステム 1 の影響を受けた意志決定をしてい
ることを理解し，意識的にシステム 2 をはたらかせることを意図する学習といえる。この
学習によって子どもが論理的に思考するトレーニングをし，直感のバイアスを制御した合
理性の高い意志決定をすることをめざす。また，システム 2 をはたらかせた学習経験は，そ
の後の日常生活の熟考を要する場面で論理的な思考による合理的な意志決定ができること
につながることも期待している。しかし，理念はそうであったとしても，直感のバイアスの
制御が難しいことは先述のとおりである。「基礎的意志決定学習」の理念が絵に描いた餅に
ならないためには，思考過程の可視化によって直感のバイアスの制御を図らなければなら
ない。特に，「基礎的意志決定学習」は，子どもの実態調査から明らかになった「理由の後
付け」と「不公平な比較」の課題を克服するものでなければならない。しかし，「タグ」シ
ート法と分析視点の獲得を図る学習では，これらの課題を克服することはできない。 
そこで，以上の課題を克服するために開発した学習法が比較吟味自己内討論法である。 
 
(2)比較吟味自己内討論法の学習過程  
比較吟味自己内討論法では，個人が意志決定に至る思考過程を一つの枠組みで示し，それ
に則り学習が進められる。 
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社会的論争問題に対する意志決定は，仮に結論が同じであっても自然科学とは異なり結
論に至る過程までが同じとは限らない。したがって，意志決定に至る思考過程に注目するこ
とで，次の二つの効果を期待できる。一つは，子どもが意志決定に至る思考過程を省察する
ことで論理性を高めた学習が可能になる。もう一つは，授業者が子どもの思考の非論理性に
気づき，子どもとともにその修正を図る学習が可能になる。意志決定に至る思考過程を可視
化し，なぜその結論に至ったかを自身にも他者にも明確に示すことで論理的な思考過程を
担保し，意志決定の合理性を高めることができる。 
比較吟味自己内討論法は，次の三つの段階で構成される。 
 
①複数の選択肢それぞれのメリットとデメリットを比較する段階。 
②①をもとに作成した規準によって複数の選択肢を吟味し，仮の意志決定をする段階。
③自己内討論をとおして仮の意志決定を再吟味し，最終的な意志決定をする段階。 
 
学習が①から③の段階を順に進むことで，選択肢の比較，吟味を行ってから判断や意志決
定をするため「理由の後付け」は起こらない。さらに，①と②の段階で論理的に比較してか
ら選択肢の優位性や妥当性を吟味するので「不公平な比較」にならない。 
 比較吟味自己内討論法の学習過程について，ワークシートのモデルをもとに論じる。比較，
吟味段階のワークシートのモデルは，次の表Ⅳ-6 のとおりである。 
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表Ⅳ-6 比較段階と吟味段階のワークシートモデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①比較，吟味する段階 
比較段階にあたる表Ⅳ-6の(1)(2)について論じる。本研究では，直感のバイアスを制御し，
個人による意志決定の合理性を高めることをめざしている。したがって，本来は「自分で考
えたアイディア」のみを選択肢として比較，吟味をすべきである。しかし，これまで直感に
よる思考を続けてきた子どもにとって，様々なアイディアを出すことは難しい。直感的に出
したアイディアと無意識にそれより劣るアイディアを出してきて「はじめに結論ありき」の
比較をすることも予見される。そこで，初めて比較吟味自己内討論法に取り組む時は，他者
のアイディアを知ったり，取り入れたりする過程を組み込む。この過程を組み込むことで，
自分が思いつかなかった考え方に気づいたり，異なる視点や思考過程を経て導き出された
アイディアの優れている点に気づいたりできる。子どもは，次回の学習から様々な角度から
検討を加えたアイディアを自身で出すことができるようになる。次回の学習からは，(1)の
【他の人のアイディア】を聞く段階は省略することができる。 
(1)どのような解決法があるだろうか。 
【自分の考えたアイディア】 
・・・・・(ⅰ)   ・・・ 
【他の人のアイディア】 
 ・・・・・・・・・(ⅱ) 
(2)それぞれのメリットとデメリットを考えてみよう。 
 メリット デメリット 
ⅰ ○○○ ☆☆☆ 
…   
ⅳ △△△ ――― 
(3)(2)のメリットなどをもとに判断する規準をつくって(その正しさを確認して)，比較と吟味をしてみ
よう。 
 〇〇〇 ××× △△△ □□□ ◇◇◇  
ⅰ        
…       
ⅳ       
(4)この時点での自分の考えをまとめよう 
他者のアイディアを聞き取る時は，アイディアの交換(根拠を述
べず，アイディアの開陳のみ)とする。すべてのアイディアの中か
ら 4～５個を選択し，その選択したものにⅰから順に番号を打つ。
(番号は優先順位ではない) 
次の吟味段階に進むために，ⅰ～ⅳそれぞれのメリット
とデメリットの両方を検討する。  
それぞれの選択肢のデメリットをあげることで，直感の
バイアスの制御を図る。 
比較段階(2)のⅰ～ⅳのメリットをそれぞれ規準として採用
する。 
規準は，自由に増やしてもよい。 
・(3)からどのように判断したか。→(判断規準の例：各規準をポイント化，優先項目など) 
・ⅰ～ⅳのどの選択肢に決定したか。この段階での根拠を示した仮の意志決定をする。 
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 授業では，(1)で羅列的に出した自分と他者のアイディアの中から 4～5 個のアイディアを
選択肢として採用し，(2)の比較を行う。選択肢となるアイディアを選ぶのは直感であるも
のの，(2)でそれぞれの選択肢のメリットとデメリットを検討し，比較分析することで直感
のバイアスを制御する。 
次に，吟味段階にあたる表Ⅳ-6 の(3)(4)について論じる。子どもは(3)の表を自身で作成し，
選択肢ⅰ～ⅳの吟味を行う。表を用いることの利点は，次の 2 点である。 
 
ⅰ)比較段階の(2)でまとめた各選択肢のメリットを連動させた規準を吟味することで，
特定の選択肢のみに優位性がある規準による吟味にならない。 
ⅱ)表のもつ一覧性によって，複数の規準による各選択肢の吟味の結果を視覚的に把握
できる。 
 
そして，(3)の一覧表をもとに各選択肢を評価し，(4)仮の意志決定を行う。子どもの評価
方法は次の 3 種類がみられた。 
 
ⅰ)ポイント(例：◎3 点，〇2 点…など)の合計で評価 
ⅱ)特定項目のポイントを重みづけし，各規準のポイントの合計で評価 
ⅲ)必須項目を設定し，選択肢を絞り込んでからポイントの合計の比較で評価 
 
自身の評価に基づいて作成した一覧表をもとに，子どもは仮の意志決定をする。ここまで
の学習で，「理由の後付け」と「不公平な比較」の課題は解決される。 
 
②自己内討論をする段階 
次に，自己内討論段階にあたる表Ⅳ-6 の(5)(6)について論じる。自己内討論段階は，判断
や意志決定をした後に自分の考えを再吟味する省察過程である。さらに，自分の意志決定が
「理由の後付け」に陥っていないかを再点検し，他者の視点に立って意志決定に至る過程を
批判的に吟味することで結論の論理性や妥当性を担保する。自己内討論段階のワークシー
トのモデルは，次の表Ⅳ-7 のとおりである。 
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表Ⅳ-7 自己内討論段階のワークシートモデル 
 
 
 
 
 
(5)では仮の意志決定に対する他者からの反論をあらかじめ想定し，その反論に対する反
駁が可能かを検討する。反駁が可能かを検討するのは，自分の考えを押しとおすためではな
い。自己内討論の意図は，自身の意志決定を他者の立場から再吟味することである。再吟味
の結果，仮の意志決定に納得がいかなければ，比較段階や吟味段階に戻ることもある。再吟
味の結果，仮の意志決定に変更がなければ，(6)で最終の意志決定をする。 
自己内討論段階は，他者の視点による結論に至る論理性や根拠の妥当性を批判的に吟味
する過程である。この過程をとおして根拠の妥当性を強化したり，思考過程の非論理性に気
づくことで根拠の修正や既に行った仮の意志決定を変更したりする。 
比較段階と吟味段階が論理的な思考過程を保障するための学習，自己内討論をする段階
が結論に至る論理性や根拠の妥当性を高めるための学習となる。 
以上のように，比較吟味自己内討論法はこれまでの意志決定学習では不十分であった直
感のバイアスを制御し，「理由の後付け」と「不公平な比較」の課題を解決できる学習方法
である。 
 
(3)比較吟味自己内討論法を用いる学習内容 
 比較吟味自己内討論法は，賛否を問う社会的論争問題の学習には適していない。「YES 
or NO」で単純に答えられない社会的論争問題の学習に適している。比較吟味自己内討論
法では，意志決定において複数の選択肢を検討する必要があるもの，もしくは意志決定をす
る前の価値判断場面においてトレードオフの関係を求められるものがのぞましい。つまり，
最終的な意志決定をしたとしても課題が残るような絶対解のない社会的論争問題を扱うこ
とになる。例えば，具体的な実践例として後述する「電源構成を考えよう」は，現在の生活
レベルを維持することを前提とするならば，いずれかの発電方法の割合を低くすれば，いず
れかの発電方法の割合を高める必要があるトレードオフの関係を前提とした意思決定学習
である。その他にも，「税の集め方を考えよう」，「未来の○○市の予算を考えよう」，「福祉
に使うお金の配分を考えよう」などを想定している。 
(5)どのような反論が出るだろうか。その時に，どのように説明すればよいだろうか。 
(6)(4)の決定のままでよいのか(1)～(5)までを振り返って，最終判断をしよう。 
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 本章では，「基礎的意志決定学習」の授業構成論について論じた。「基礎的意志決定学習」
は，論理的な思考過程とツール(可視化)によって選択肢を比較，吟味し，根拠の妥当性を高
めることで合理性の高い意志決定をめざす授業構成論である。特に，比較吟味自己内討論法
は，従前の意志(思)決定型学習の授業構成論の課題であった直感のバイアスの制御を図るこ
とができる学習法である。 
 次章では，比較吟味自己内討論法を用いた社会科授業実践と実践分析をもとにした改善
プランを子どもの学習実態とあわせて論じ，比較吟味自己内討論法の有効性について明ら
かにする。 
 
【註及び引用参考文献】 
1)關浩和「ウェッビング法による小学校社会科地域学習の単元開発」全国社会科教育学会『社
会科研究』第 59 号,2003 年,p.32 
2)北俊夫『社会科学力をつくる知識の構造図』明治図書,2011 年,p.106 
3)子どもの知識の構造化に関する実態調査については，拙著「子どもによる知識の構造化を 
めざした社会科学習指導法の改善」社会系教科教育学会『社会系教科教育学研究』第 26 
号,2014 年,pp.43-44 に詳しい。 
4)KJ 法については，次の文献に詳しい。川喜田二郎『発想法』中央公論社,1967 年,220p.及
び，川喜田二郎『続・発想法』中央公論社,1970 年,316p. 
5)ウェッビング法については，次の文献に詳しい。關浩和『ウェッビング法』明治図書,2002 
年,135p. 
6)概念地図法については，次の文献に詳しい。福岡敏行編著『コンセプトマップ活用ガイド』 
東洋館出版社,2002 年,173p. 
7)三図法の分析については，拙著「子どもによる知識の構造化をめざした社会科学習指導法 
の改善」社会系教科教育学会『社会系教科教育学研究』第 26 号,2014 年,pp.44-45 に詳し 
い。 
8)篠原彰一『学習心理学への招待』サイエンス社,2008 年,p.137 
9)草原和博「地理教育改革のオールタナティブ」社会系教科教育学会『社会系教科教育学研
究』第 20 号,2008 年,pp.21-30 
10)教科書分析に用いた教科書は,いずれも 2011 年 3 月 30 日文部科学省検定済みのもので
ある。 
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11)株式会社帝国書院発行(2011)『社会科 中学生の公民』,pp.125-151 に 12 回に分けて学 
習が設定されている。例えば,株式会社のしくみを学習した後のまとめとして,「③どのよ 
うな企業の形態がよいか」(p.129)が設定されている。個人経営や株式会社の企業形態の 
選択肢から,子どもが自分の経営するパン屋に適した形態を選択する学習になっている。 
12)加藤武行「地理学の研究成果を生かした内容構成論」星村平和監修・岩田一彦編著『新 
中学校社会科授業方略(ストラテジー)の理論と実践-地理編』,清水書院,1992 年,pp.16-22 
13)ダニエル・カーネマン(著) 村井章子(訳)『ファースト＆スロー 上』早川書房,2014 年，
446p. 
14)カーネマン 前掲書 13) 
15)イツァーク・ギルボア(著) 川越敏司 佐々木俊一郎(訳)『意思決定理論入門』NTT 出
版,2012 年,p.20 
16)マックス・H・ベイザーマン ドン・A・ムーア(著) 長瀬勝彦(訳)『行動意思決定論-バ 
イアスの罠-』白桃書房, 2011 年,pp.3-4 
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第Ⅴ章 比較吟味自己内討論法を用いた授業開発-「電源構成を考えよう」の場合 
 
本章では，第Ⅳ章で示した「基礎的意志決定学習」の授業構成論に基づき開発した授業実
践について論じる。 
「基礎的意志決定学習」は，情報を整理し，社会認識形成を図る「タグ」シート法，判断
規準を抽出する分析視点の獲得，比較吟味自己内討論法で構成される。社会認識形成を図る
学習法は「タグ」シート法以外にも存在し，その目的に合わせて適切な学習法を選択すれば
よい。また，分析視点の獲得については，本研究で示した授業プランは一例にとどまる。分
析視点の獲得は，地理的分野や歴史的分野で学習したことを公民的分野の学習に活用した
り，反対に公民的分野で学習したことを地理的分野や歴史的分野の学習に立ち返って活用
したりする相互往還による学習を意図している。授業者が中学校社会科の三分野の領域を
相互往還させながら，三分野の枠にこだわらず社会科の教科全体で公民的資質の育成につ
ながる授業構成を図ることを求めている。したがって，「タグ」シート法による社会認識形
成と分析視点の獲得については，従前の授業プランにそれらの理念を組み込めば，「基礎的
意志決定学習」の授業構成論に基づいた授業になりうる。 
しかし，意志(思)決定型学習の課題として明らかになった「理由の後付け」と「不公平な
比較」については，既存の授業プランの一部を変更するだけでは対応できない。なぜなら，
意志決定学習での直感のバイアスの影響については，これまで検討されたことはなく，それ
らを克服する意志決定学習の方法も存在しなかったからである。比較吟味自己内討論法は，
その課題を克服することを意図している。つまり，本章で授業実践をとおして直感のバイア
スの影響を制御する子どもの事実を具体的に示すことができれば，意志(思)決定型学習の課
題を克服するものとなる。以上のことから，本章では，比較吟味自己内討論法による授業実
践をとおして作成された子どもの成果物をもとに，その有効性について論じる。 
第 1 節では，比較吟味自己内討論法を用いた授業実践「電源構成を考えよう」の開発につ
いて論じる。 
第 2 節では，授業実践「電源構成を考えよう」における 2017 年度第 3 学年の子どものワ
ークシート記述を分析し，比較吟味自己内討論法の有効性と課題について論じる。 
第 3 節では，第 2 節で明らかになった課題の改善を図った授業実践「電源構成を考えよ
う」における 2018 年度第 2 学年の子どものワークシート記述を分析し，改善プランの有効
性について検証する。 
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第 1節 比較吟味自己内討論法を用いた授業「電源構成を考えよう」の開発 
1 授業の特徴とその意図 
 開発した授業「電源構成を考えよう」は，次の 3 段階で構成する。 
 
①日本の発電をめぐる現状を知る。 
②各発電方法の特徴をまとめる(グループ学習)。 
③比較吟味自己内討論学習によって今後の電源構成のあり方を意志決定する。 
 
本授業は，①②で整理した発電に関する知識を活用して，③で子どもが 2016 年度の電源
構成を参考にしながら，それぞれの発電方法のメリットとデメリットを比較，吟味して電源
構成のあり方を意志決定する。 
 本授業では，「火力，水力，原子力，太陽光，風力，その他自然エネルギー」の電源構成
のあり方を％で示して意志決定する。そして，何を優先したのか，その場合にどのようなデ
メリットを受容するかについて論述することを求める。電源構成のあり方の％に正解はな
い。％で示すことを求めるのは，何かの割合を低くすれば，何かの割合を高めなければなら
ないというトレードオフの関係を自然と理解できるからである。 
 例えば，これからの発電のあり方を問うて，「エコだから太陽光発電の割合を高めていく
べきである」を最終的な意志決定とする学習は意志決定学習とはいえない。割合を高めると
いうのがどの程度なのか，現実にどの程度まで高められるのかについて検討されなければ，
絵空事の意志決定になる可能性がある。また，日本の電力使用量が現状のままであるとすれ
ば，何かの発電割合を減らせば何かの割合を高くしなければならない。例えば，コスト面と
環境面を重視して CO2 排出量が少ない原子力発電の割合を高めるのならば，原発事故のリ
スクをどのように考えるのかについても検討しなければならない。同様に，火力発電の割合
を高めれば CO2 排出量，太陽光発電の割合を高めればコスト高や景観保全について検討し
なければならない。つまり，エネルギー政策のあり方を考える学習では太陽光発電を推進す
べきか否か，原発を再開するか否かという発電方法ごとの検討には意味がなく，全体の電源
構成のあり方を検討する必要がある。仮に，個人の意志決定をもとに集団で電源構成のあり
方を意思決定する授業を行うとする。その場合，「コスト面を重視して火力発電を増やすべ
き」と考える子どもたちと「環境面を考えて太陽光発電を増やすべき」と考える子どもたち
の間では意見表明はできても議論には至らない。 
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 比較吟味自己内討論法は，選択肢のメリットとデメリットを比較，吟味し，さらに異なる
考えからの批判を想定して自己内討論をする論理的な思考過程による合理性の高い意志決
定をめざす。また，比較吟味自己内討論法で作成したワークシートを用いることで，意志決
定に至る思考過程を明示した集団による議論の活性化が期待できる。 
本授業で比較吟味自己内討論法を用いるのは，賛否の表明にとどまらない意志決定を求
めるからである。比較吟味自己内討論法によって，子どもは複数の選択肢を比較，吟味した
り，自身の考えを省察したりして全体のバランスを検討し，電源構成のあり方を意志決定す
ることができる。 
 
2 「電源構成を考えよう」の学習過程 
(1)単元の指導計画(全 4 時間) 
 第 1 次 日本の発電をめぐる現状を知ろう…1 時間  
第 2 次 各発電方法の特徴をまとめよう…1 時間 
第 3 次 電源構成を考えよう…2 時間 
 
(2)第 1 次「日本の発電をめぐる現状を知ろう」と第 2 次「各発電方法の特徴をまとめよう」 
 第 1 次では，2016 年度の電源構成とそれ以前の電源構成を比較し，日本のエネルギー政
策の変遷を歴史的な視点をもとにたどる授業である。 
 第 1 次では，次の 4 点について学習する。 
 
①戦後まもなくは水力発電に頼っていた電源構成が次第に火力発電に転換されていっ 
たこと。 
②オイルショックを契機に国の政策として原子力発電の割合を高めていったこと。 
③地球温暖化問題を契機に再生可能エネルギーの普及が国の政策として図られていっ 
たこと。 
  ④東日本大震災での原発事故により，再び火力発電への依存が高まっていること。 
 
 以上の学習によって，日本のエネルギー政策に関する基礎的な知識の習得を図る。第 1 次
の学習によって，電源構成について意志決定する第 3 次の学習において，例えば「CO2を排
出しない原子力発電の割合を 80％に高める」というような妥当性に欠ける意志決定を回避
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できる。 
 第 2 次では，各発電方法の特徴を学習する。技術家庭科と理科でも電気についての学習
をしており，それらの学習で習得した知識も加えて各発電方法の特徴をまとめる。この学習
をとおして，各発電方法を第 3 次の比較吟味自己内討論法で発電コスト，CO2排出量，安全
性，安定性，資源の枯渇などの視点で比較する準備が整う。 
 
(3)第 3 次「電源構成を考えよう」 
①目標と評価基準 
各発電方法の特徴を比較，吟味し，これからの電源構成のあり方について合理的な意志決
定をすることができる。【思考・判断・表現】  
 
表Ⅴ-1「電源構成を考えよう」の評価基準 
評価 基準 
A 自身が優先すべきと考えること(環境，コスト，安全性，安定性，持続性など)を
明確に示した上で，その場合に受容すべきデメリットも示した論理的な意志決
定ができる。 
B 自身が優先すべきと考えること(環境，コスト，安全性，安定性，持続性など)を
明確に示した論理的な意志決定ができる。 
C 意志決定の過程と結果が論理的でない。 
 
②授業展開 
 
表Ⅴ-2「電源構成を考えよう」の授業展開(第 3次の 1) 
段
階 
学習活動 ◎主な発問，指示 
・予想される生徒反応 
〇指導上の留意点 資料 
ワークシート 
時間
(合計) 
学
習
の
準
備 
Ⅰ 
・各発電方法
の特徴を確認
する。 
◎前の時間にグループ
で作成した各発電方法
の特徴と電源構成の変
化を思い出してみよう。  
・2013 年は火力の割合
が高かった。 
・それぞれの発電方法に
〇ワークシート
にまとめた各発
電方法の特徴を
想起させる。 
・参考資料①② 
・前時まとめワ
ークシート 
[自作資料] 
・資料 A「発電方
法の特徴」1資
料 
・資料 B「再生可
能エネルギー
関連」3資料 
・資料 C「太陽光
発電関連」5資
料 
5 分間 
(5 分) 
- 140 - 
メリットとデメリット
があった。      
・資料 D「日本の
電源構成」2資
料 
・資料 E「エネル
ギーの現状」4
資料 
・資料 F「発電効
率」5資料 
  (計 20資料) 
比
較
段
階 
 
 
 
 
 
 
 
・発電方法の
メリットとデ
メリットをま
とめる。 
・発電方法の
メリットとデ
メリットを整
理する。 
◎今日は一人ひとりで
これからの電源構成を
どのようにすべきかに
ついて資料をもとに考
えよう。 
 
 
◎前の時間に作成した
資料をもとに，各発電方
法のメリットとデメリ
ットをまとめよう。発電
方法によって，どのよう
な違いがあるだろうか。 
・安全性に違いがある。 
・CO2を出すものと出さ
ないものがある。 
・発電コストにも違いが
ある。 
〇前時にグルー
プで作成した資
料から自身が理
解できた情報か
ら必要な情報を
抜き出すように
指示する。 
〇メリットとデ
メリットをまと
めた一覧表から
特徴を見つけら
れるように視点
の具体例を示
す。 
ワークシー
ト② 
 
 
 
 
 
ワークシー
ト③ -(1)( 比
較) 
15 分間 
(20 分) 
吟
味
段
階 
・各発電方法
のメリットを
評価規準にし
た一覧表を作
成し，各項目
を評価する。 
 
◎各発電方法のメリッ
トを規準にして，一覧表
を作成しよう。 
 
 
 
 
〇CO2 排出量を
例にして (この
メリットは全員
があげていると
考えられるの
で)，一覧表の作
成方法を示す。 
ワークシー
ト③-(2)(3) 
(吟味) 
25 分間
(45 分) 
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◎作成した一覧表を用
いて各発電方法を評価
しよう。 
・〇△×で評価して，得
点化しよう。 
・大切にしたい項目は得
点を 2 倍にしよう。 
〇評価方法の例
を示す。 
仮
の
意
志
決
定 
・仮の意志決
定をする。 
◎現段階での自分の考
えをまとめよう。 
〇2016 年度の
電源構成をベー
スにして，自身
の考えを％で示
させる。 
ワークシー
ト③ -(4)( 仮
の意志決定) 
5 分間
(50 分) 
 
表Ⅴ-3「電源構成を考えよう」の授業展開(第 3次の 2) 
段
階 
学習活動 ◎主な発問，指示 
・予想される生徒反応 
〇指導上の留意点 資料 時間
(合計) 
自
己
内
討
論 
・自己内討論をす
る。 
 
 
 
・想定される反論
について資料をも
とに再検討する。 
◎仮の意志決定を
もとに，自己内討論
をしてみよう。どの
ような反論が想定
されるだろうか。 
◎検討すべき反論
については，資料を
もとに再検討しよ
う。 
 
◎仮の意志決定を
再検討しよう。  
〇まずは，想定
される反論を箇
条書きで書かせ
る。 
 
〇反論について
反駁するだけで
なく，受け入れ
る可能性も示唆
する。 
 
ワークシー
ト③ -(5)( 自
己内討論) 
25 分間
(25 分) 
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最
終
意
志
決
定 
・最終の意志決定
をする。 
◎最終の意志決定
とその決定までに
考えたことを振り
返ろう。 
           
 ワークシー
ト③－(6)(最
終意志決定) 
20 分間 
(45 分) 
ま
と
め 
・学習のまとめを
する。 
◎自分の考えはど
のように補強され
たり，変わったりし
ましたか。 
〇学習を振り返
らせる。 
 5 分間
(50 分) 
 
 授業実践「電源構成を考えよう」は，以上の学習過程を含めて全 4 時間で学習を展開し
た。本実践では，意志決定に至る思考過程の可視化を重視したため，個人によるワークシー
ト作成が授業の大部分を占める。ただし，さらなる展開として，作成したワークシートをも
とにした集団による意思決定学習も可能である。ワークシート作成をとおして意志決定に
至る思考過程が可視化されているので，一人ひとりが論理的に議論に参加することができ
る。また，考え方の相違がどのような根拠から生まれているのかも明確になるので，建設的
な議論となることが期待できる。 
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(4)「電源構成を考えよう」の子ども作成ワークシート 
 第 3 次で用いたワークシートを示し，そのねらいについて論じる。なお，ワークシートに
ついては，記述内容のあらましが確認できるよう子ども作成のものを示す。作成者は，第Ⅲ
章で論じた「コンビニ意志決定」で直感的な意志決定をした子ども A である。 
 
資料Ⅴ-1 ワークシート① 発電方法の特徴(子ども A作成) 
 
  
電源構成の変遷は，個人で教科書のデータを読み取り，わかったこと・気づいたことを記
述した。その後，子どもは記述内容を発表し，電源構成の変遷についての情報を共有した。   
 
教科書をもとにした
電源構成の変遷の読
み取り 
資料を分担して読み取り，グループでまとめる。 
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次に，発電方法ごとにメリットとデメリットを表にまとめた。この学習は，①調べる発電
方法をグループで役割分担をして特徴をまとめる，②①をグループで共有して，各発電方法
のメリットとデメリットを一覧表にまとめる 2 段階で行った。学習過程で互いに質問した
り，資料を読み直したりすることで，全員が電源構成を考える準備を整えることができた。 
 
資料Ⅴ-2 ワークシート② 各発電方法のメリットとデメリット(子ども A作成) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
ワークシート①をもとに，メリットとデメリットをまとめた。ワークシート①の作成はグ
ループ作業のため，内容を確認しないままに丸写しをしてしまうことが懸念される。そこで，
ワークシート②では，自らが理解した情報のみをワークシート①から転記すればよいとい
う指示を出した。 
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資料Ⅴ-3 ワークシート③ メリットを規準にした各発電方法の評価(子ども A作成) 
 ワークシート②で整理した各発電方法のメリットを規準とした評価表を作成し，項目ご
とに評価していく。上記のワークシートの生徒は，「◎＝3 点，〇＝2 点，△＝1 点，×＝0
点」というポイント制で評価している。この評価方法は子どもによって異なっており，特定
の項目のポイントに重みづけしたり，優先するポイントを決めたりする姿がみられた。 
 
- 146 - 
資料Ⅴ-4 ワークシート④ 仮の意志決定から自己内討論段階(子ども A作成) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 子どもは，これまでの学習をもとに仮の意志決定をする。そして，自己内討論を行い，反
論を想定する。子どもが想定する反論は，自身の意志決定の弱点であったり，データが不十
分なところであったりする。この過程によって，自身の意志決定を振り返り，再検討を図る
ことができる。 
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資料Ⅴ-5 ワークシート⑤ 最終意志決定(子ども A作成)   
 以上の学習過程をたどり，子どもは最終の意志決定をする。比較，吟味，自己内討論の過
程がワークシート記述として可視化されているので，その過程を省察すれば，個人で意志決
定の妥当性をさらに高めることが可能になる。また，発展的な学習として集団で電源構成に
ついて議論をする場合，お互いの思考過程を理解しながら学習を進めることができるため，
それぞれの意志決定の違いではなく，それに至る思考過程に着目した議論が可能になる。 
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第 2節 2017年度第 3学年「電源構成を考えよう」ワークシート記述分析 
本節では，授業実践「電源構成を考えよう」における 2017 年度第 3 学年の生徒のワーク
シート記述を分析し，比較吟味自己内討論法の有効性と課題について論じる。なお，授業実
践は，2017 年 2 月に実施した。分析対象人数は 45 名である。 
 
1 各段階における思考過程の分析(2017年度第 3学年) 
(1)比較吟味段階 
比較段階で各発電方法のメリットとデメリットを整理し，そのメリットを規準として一
覧表に示し，電源構成のあり方を吟味した。子どもが比較吟味段階で設定した吟味の規準数
は平均 6.8 であった。比較吟味自己内討論法では，それぞれの比較対象のメリットを吟味の
規準とする。したがって，六つの発電方法を比較するためには最低 6 規準を抽出して比較
吟味することになる。子どもが設定した規準数は，4～10 であった。規準数が 6 未満の 10
名の記述を精査したところ複数の発電方法で「コスト」，「安全性」，「環境」などのメリット
が重複していた。精査した 10 名を含めた 45 名全員が各発電方法のメリットを規準にした
比較，吟味によって論理的に思考し，意志決定につなげていることが確認できた。以上の結
果から，45 名全員が「理由の後付け」による直感的な意志決定を回避したことが明らかに
なった。 
 
(2)自己内討論段階 
 次に，自己内討論段階の記述分析を行った。45 名全員が自身の仮の意志決定に対して想
定される反論の検討をしていた。想定した反論数は，平均 2.6 個であった。例えば，「環境
重視からコスト重視への転換」のように自己内討論後に意見が変化した子どもは 1 名であ
った。想定した反論に対して，その反論の視点を取り入れた新たな根拠を追加して最終決定
した子どもは 23 名(51.1％)であった。さらに，最終の意志決定の％を仮の意志決定から変
化させた子どもは 33 名(73.3％)であった。自己内討論によって自己の意志決定の省察がな
されたことがわかる。 
 
(3)最終意志決定の評価 
 最後に，表Ⅴ-1 の基準をもとに最終の意志決定を評価した。A 評価は 31 名(68.9％)，B
評価は 8 名(17.8％)，C 評価は 6 名(13.3％)であった。比較吟味自己内討論法によって，45
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名中 39 名の子どもが論理的な思考過程によって資料を比較，吟味し，根拠を明確にした意
志決定ができた。特に，45 名中 31 名の A 評価の子どもは比較，吟味ができただけでなく
最終の意志決定で生じるデメリットも理解しており，自身の最終の意志決定が絶対解では
ないことを省察できていた。 
 次項では，A 評価の子どもと C 評価の子どもを取りあげた記述分析の結果を示す。A 評
価の子どもを取りあげるのは，子どもの思考の深まりの実例を示すことで比較吟味自己内
討論法の有効性を明らかにする意図がある。C 評価の子どもを取りあげるのは，論理性の欠
如が比較吟味自己内討論法で「不公平な比較」を克服できていないことによるものか，それ
とも他の原因によるものかを明らかにする意図がある。子どもがつまずくポイントを明確
にすることで，比較吟味自己内討論法の改善の手がかりにする。 
 
2 子ども(2017年度第 3学年)のワークシート記述分析 
2017 年度第 3 学年のワークシート記述の分析結果は次のとおりである。 
 
(1)A 評価の子ども(2017 年度第 3 学年)のワークシート記述 
①子ども C の場合 
資料Ⅴ-6 ワークシート⑥ 子ども Cの比較段階 
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資料Ⅴ-7 ワークシート⑦ 子ども Cの吟味段階 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 子ども C は，比較段階の六つのメリットに加えて，安全性と気象条件を新たに追加し， 
各発電方法を評価している。また，原子力発電と太陽光発電のそれぞれを推進した場合のデ
メリットについて検討している。 
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資料Ⅴ-8 ワークシート⑧ 子ども Cの仮の意志決定及び自己内討論段階 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料Ⅴ-9 ワークシート⑨ 子ども Cの最終意志決定段階 
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資料Ⅴ-10 ワークシート⑩ 子ども Cの自由記述 
 
 
 
 
 
 
 
子ども C は，比較，吟味した結果から CO2排出量を削減することを重視した仮の意志決
定をしている。そのため火力発電の割合を 2016 年度の割合(83.4％)から大幅に低くしてい
る。そして，低くした割合の多くを原子力発電に振り分けている。自然エネルギーの割合を
高めることは，電力供給の安定性に欠けると判断して最終の意志決定している。子ども C
は，CO2排出量を削減するという仮の意志決定時からの方針に加えて，自己内討論をとおし
て安定性と安全性を比較，吟味して最終の意志決定をしたことがわかる。さらに，子ども C
は最終の意志決定を吟味し，自身の決定が実効性をもつためには提示した資料だけでは結
論を導き出せない未解決の課題を発見している。例えば，地震が少ないと考える日本海側に
原子力発電所を増設するというアイディア自体が十分に検討できていないことを理解し，
未解決の問題としている。 
 
②子ども D の場合 
資料Ⅴ-11 ワークシート⑪ 子ども Dの比較段階 
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資料Ⅴ-12 ワークシート⑫ 子ども Dの吟味段階 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
子ども D は，各発電方法をポイント制で比較した後，それぞれの発電方法で割合を高め
た場合と低くした場合のメリットとデメリットを検討している。特に，その記述から CO2 
排出量にこだわっていることがわかる。 
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資料Ⅴ-13 ワークシート⑬ 子ども Dの仮の意志決定及び自己内討論段階 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
子ども D の記述で特筆すべきは，自己内討論段階の記述の多さである。想定される五つ
の反論に対して三つは反駁している。風力発電と水力発電に関する想定される反論につい
ては，自己内討論段階で反駁することができず，納得している様子がうかがえる。 
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資料Ⅴ-14 ワークシート⑭ 子ども Dの最終意志決定段階 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 子ども D は，仮の意志決定から一貫して CO2排出量削減と安定性と安全性を重視し，コ
ストが高くなるデメリットは受容した最終の意志決定をしている。そして，自己内討論段階
で再生可能エネルギーの割合を高めることの困難さと再生可能エネルギーの割合を高めな
いかわりに原子力発電の割合を高めることで生まれるデメリットに気づいている。自由記
述欄にみられるように各発電方法に必ずあるメリットとデメリット両面を検討した上で，
電源構成を考えようとしている。 
その結果，子ども D は，仮の意志決定と比べて最終の意志決定において自己内討論段階
で反駁できなかった水力発電の割合を下げ，その修正を図っている。さらに，子ども D は
自己内討論段階で想定した風力発電に関する反論には対応できなかったことをはじめとし
て，最終の意志決定後にも未解決の課題が残っていることも自覚している。比較吟味自己内
討論法によって，子ども D が自らの解が絶対解でないという自覚に基づく最終の意志決定
をしたことは，相手の意見を傾聴し，建設的な議論をする発展的な学習につながることを期
待できる。 
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(2) C 評価の子ども(2017 年度第 3 学年)の記述分析-改善にむけて- 
6 名の C 評価の子どもの記述を分析し，つまずきポイントを明らかにすることで比較吟
味自己内討論法の改善や今後の指導の改善を図る。 
 既に論じたように，6 名の子どもも含めた 45 名全員が比較吟味段階までは論理的な思考
をしている。したがって，比較吟味自己内討論法により 45 名全員が「理由の後付け」と「不
公平な比較」の問題を克服したことは確認できている。 
 それでは，論理性のない意志決定と評価された 6 名は，どこでつまずいたのだろうか。そ
の記述を精査した結果，次のことがわかった。 
 1 名の子どもは，仮の意志決定時の思考に課題がみられた。環境重視の立場から，2016 年
度に 1.9％の割合しか占めていない地熱発電とバイオマス発電の割合を 30％まで高めた。
しかし，割合を高めたことについて妥当性の検討はなく，飛躍した論理展開による最終の意
志決定になった。原因は全体の発電量をイメージできなかったため，現実に 1.9％から 30％
に発電割合を高めることの困難さに気づかなかったからである。割合を考える授業におい
ては，全体量を把握させ，1％上げるために何が必要になるかを具体的にイメージさせ，実
現可能かどうかを検討する手立てが必要となる。この子どものつまずきの原因は比較吟味
自己内討論法によるものではなく，数的処理に課題があることがわかった。 
 もう 1 名の子どもは，仮の意志決定時には理解していた火力発電のエネルギー源と発電
方法を混同した誤った認識によって最終の意志決定をしていた。なぜ，そのような混同が起
こったかは不明であるものの，この子どものつまずきの原因も比較吟味自己内討論法によ
るものではないことがわかった。 
 残りの 4 名の子ども全員の課題は，比較吟味自己内討論法の自己内討論段階にあった。4
名とも自己内討論段階で反論を一つしか想定できず，仮の意志決定の省察が不十分であっ
た。本学習においては，基準とした 2016 年度の電源構成より発電割合を高めたものと低く
したもののすべてに反論が想定される。しかし，4 名とも自身が優先して割合を高めた発電
方法に対する反論は検討したものの，それによって変化した他の発電方法に対する反論を
想定できない課題がみられた。 
 以上の課題に対する改善プランを次節で論じ，実践をとおして改善プランの有効性を検
証する。 
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第 3節 2018年度第 2学年「電源構成を考えよう」(改善プラン)のワークシート記述分析 
本節では，第 2 節で明らかになった比較吟味自己内討論法の課題に対する改善方略を検
討する。課題は，子どもが自身の力で仮の意志決定に対する省察を十分にできず，さらに想
定される反論を考えること自体が困難であることに起因している。したがって，子ども自身
の力で改善を図ることは困難であり，改善方略には授業者の介入が必要になる。以上のこと
をふまえて，次のように授業構成を変更して改善を図ることにした。 
改善プランは，自己内討論段階を第 1 時の後半と第 2 時の前半に分けて取り組めるよう
に授業を構成することである。第 1 時終了後にワークシートを回収して自己内討論でつま
ずいている子どもを確認し，第 2 時で支援を図る。これまでの分析によって，比較吟味自己
内討論法を用いることで，比較吟味段階を経た仮の意志決定までの論理性が担保されるこ
とは明らかになっている。したがって，自己内討論段階で授業者が介入して支援を図る改善
方略によって，子どもが自己内討論を充実させることができれば，課題の解決を図ることが
できる。以上の改善方略によって，2017 年度第 3 学年の 4 名にみられた課題の克服を図る
ことにした。 
授業実践は，2018 年 9 月に第 2 学年 36 名で行った。対象は第 2 学年の生徒であり，公
民的分野のエネルギーに関する単元は未履修である。したがって，単純に 2017 年度第 3 学
年と比較することはできない。しかし，仮に分析データに改善がみられたとするならば，学
習経験の差を乗り越えた比較吟味自己内討論法の有効性を示すことができる。 
 
1 各段階における思考過程の分析(2018年度第 2学年) 
(1)比較吟味段階 
比較段階で各発電方法のメリットとデメリットを整理し，そのメリットを規準として一
覧表に示し電源構成のあり方を吟味した。子どもが比較吟味段階で設定した吟味の規準数
は平均 7.0(2017 年度第 3 学年：6.8)であった。比較吟味自己内討論法では，それぞれの比
較対象のメリットを吟味の規準とする。したがって，六つの発電方法を比較するためには最
低 6 規準を抽出して比較吟味することになる。子どもが設定した規準数は，5～11(2017 年
度第 3 学年：4～10)であった。規準数が 6 未満の 5 名の記述を精査したところ複数の発電
方法で「安定性」，「コスト」，「安全性」，「環境」などのメリットが重複していた。精査した
5 名を含めた 36 名全員が各発電方法のメリットを規準にした比較，吟味によって論理的に
思考し，意志決定につなげていることが確認できた。以上の結果から，36 名全員が「理由
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の後付け」による直感的な意志決定を回避したことが明らかになった。また，2017 年度第
3 学年と同様の結果が出たことから，比較吟味自己内討論法が「理由の後付け」の回避に有
効性があることが改めて確認された。 
 
(2)自己内討論段階 
 次に，自己内討論段階の記述分析を行った。36 名中 34 名が自身の仮の意志決定に対して
想定される反論の検討をしていた。想定した反論数は，平均 2.1 個(2017 年度第 3 学年：2.6
個)であった。例えば，「環境重視からコスト重視への転換」のように自己内討論後に意見が
変化した子どもは 3 名(2017 年度第 3 学年：1 名)であった。想定した反論に対して，その
反論の視点を取り入れた新たな根拠を追加して最終決定した子どもは 14 名(38.9％ 2017
年度第 3 学年：51.1％)であった。さらに，最終の意志決定の％を仮の意志決定から変化さ
せた子どもは 29 名(80.6％ 2017 年度第 3 学年：73.3％)であった。自己内討論によって自
己の意志決定の省察がなされたことがわかる。 
自己内討論ができなかった 2 名については，改善プランにしたがって授業者が介入した。
両名とも，自分の考えに対してどのような反論が出されるか想像できないとのことであっ
た。一人の子どもは，仮の意志決定で放射能被害をもたらさないという安全性を重視し，水
力発電の割合を 50％に高めた。授業者からの水力発電には基本的にダムが必要になるとい
う助言を聞き，安全性を水力発電にこだわらず，太陽光発電や火力発電でも担保できること
を自身で分析し，最終意志決定をした。デメリットについての検討は不十分であったものの，
B 評価となった。もう一人の子どもは，自己内討論の段階で自身の主張を述べており，自己
内討論の趣旨を理解できていなかった。ただし，比較，吟味は行っていた。学習では，自己
の主張のみにとどまり，デメリットの検討は不十分であるものの，B 評価となった。 
 2018 年度第 2 学年において，授業者は改善プランに基づく自己内討論段階の介入をこの
2 名を含む 5 名に対して行った。残りの 3 名については，後述する。 
 
(3)最終意志決定の評価 
 最後に，表Ⅴ-1 の基準をもとに最終の意志決定を評価した。A 評価は 22 名(61.1％ 2017
年度第 3 学年：68.9％)，B 評価は 11 名(30.5％ 2017 年度第 3 学年：17.8％)，C 評価は 3
名(8.3％ 2017 年度第 3 学年 13.3％)であった。比較吟味自己内討論法によって，36 名中
33 名の子どもが論理的な思考過程によって資料を比較，吟味し，根拠を明確にした意志決
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定ができた。特に，36 名中 22 名の A 評価の子どもは比較，吟味ができただけでなく最終
の意志決定で生じるデメリットも理解しており，自身の最終の意志決定が絶対解ではない
ことを省察できていた。2017 年度の割合をもとにすれば，2018 年度第 2 学年では 4.7 人の
C 評価の子どもが出現する可能性が想定される。しかし，改善プランによる授業実践では，
2018 年度第 2 学年の C 評価は 3 名となった。ちなみに，想定される C 評価の子ども人数
である 4.7 名とは，改善プランによって自己内討論段階で介入した 5 名と同数である。 
 
(4)2017 年度第 3 学年と 2018 年度第 2 学年の比較 
 比較吟味自己内討論法によるワークシート記述分析の結果は次の表Ⅴ-4 のとおりである。
なお，2018 年度第 2 学年は改善プランによって授業を実践したものである。 
 
表Ⅴ-4 2017年度第 3学年と 2018年度第 2学年のワークシート記述分析の比較 
        対象 
項目 
2017年度 
第 3学年 
2018年度 
第 2学年 
 調査人数 45 名 36 名 
比較 
吟味 
評価規準数平均 6.8 7.0 
規準数範囲 4～10 5～11 
自己内
討論 
自己内討論人数 45 名(100％) 34 名(94.4％) 
想定反論数平均 2.6 2.1 
最終 
意志 
決定 
意見変化人数 1 名(2.2％) 3 名(8.3％) 
根拠追加 23 名(51.1％) 14 名(38.9％) 
数値変化 33 名(73.3％) 29 名(80.6％) 
評価 
A 評価 31 名(68.9％) 22 名(61.1％) 
B 評価 8 名(17.8％) 11 名(30.5％) 
C 評価 6 名(13.3％) 3 名(8.3％) 
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2 C評価の子ども(2018年度第 2学年)の記述分析-さらなる改善にむけて- 
3 名の C 評価の子どもの記述を分析し，つまずきポイントを明らかにすることで今後の
指導の改善を図る。 
 既に論じたように，3 名の子どもも含めた 36 名全員が比較吟味段階までは論理的な思考
をしている。したがって，比較吟味自己内討論法により 36 名全員が「理由の後付け」と「不
公平な比較」の問題を克服したことは確認できている。したがって，2017 年度と 2018 年
度で分析した 91 名全員が比較吟味自己内討論法により，「理由の後付け」と「不公平な比
較」の問題を克服できた。 
 それでは，改善プランで授業実践をしたにも関わらず，論理的でない意志決定と評価され
た 3 名は，どこでつまずいたのだろうか。その記述を精査した結果，次のことがわかった。 
3 名の子どもは，授業者が改善プランに基づいて介入している。3 名の子どもが C 評価と
なったのは，すべて全体量に対する割合のイメージをもつことができていないという課題
によるものであった。国内の電力需要量の 1％を変化させることがどれほどのことかや，ど
れほどの施設が必要なのかのイメージをもつことができていなかった。この課題について
は，例えば，火力発電所 1 か所の発電量を家の屋根にあげているソーラーパネル何枚でま
かなえるかなどの資料を提示することで改善を図ることができる。3 名中 2 名の子どもは，
火力発電の割合を 10％，30％にそれぞれ下げているものの，実現可能性には論及できず，
ともに「そうなったらいいなあと思う」という希望的観測で最終の意志決定をしていた。も
う 1 名の子どもは，電源構成は「火力：75％，水力：8％，原子力 3％，太陽光：7％，風力：
3％」というように論理的に考えて％を導き出しているようにみえた。また，地球温暖化防
止，事故の被害を考えて電源構成を決定したというところまでは論理的であった。しかし，
デメリットとして「発電量を減少させること」をあげており，資料に示されていない論理の
飛躍がみられた。 
以上の分析から，3 名の子どものつまずきの原因は比較吟味自己内討論法の課題ではなく，
介入時の授業者の助言が的確さを欠いていたことによるものであることが明らかになった。
したがって，比較吟味自己内討論法の改善プランの有効性を確認することができた。  
C 評価の子どもの課題であった「割合を考える時の全体量のイメージを図る」ための授業
方法については，本研究と射程が異なる。例えば，数学科と連携して資料の読み取り学習を
行うなどの別の手立てが考えられる。 
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授業「電源構成を考えよう」配布資料 
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終章 本研究の成果と課題 
 
 本研究は，合理的であるとされてきた従前の意志(思)決定型学習を批判的に分析し，その
合理性に関する課題を明らかにした。さらに，その課題を克服する新たな意志決定の授業構
成論として「基礎的意志決定学習」を提案した。新たな授業構成論の構築にあたっては，常
に社会科学習が苦手な子ども，ともすれば教室で学習を投げ出しそうになる子どもにとっ
て有効性のあるものになることを念頭においた。「主体的で，対話的で，深い学び」という
フレーズが広く語られ，問題解決的な学習に取り組んだり，討論や議論をしたりする学習が
増えている中でスポイルされている子どもが確実に存在する現実がある。「何をどのように
調べたらよいのかわからない」，「何をどのように話し合ったらよいのかわからない」という
中で，社会科学習に苦手意識をもつ子どもは海図も持たされず，主体的な学習という名の大
海原に放り出される。このような子どもは，黙って椅子に座って，ノートを写している講義
型，知識注入型の授業の方がよかったと考えている。 
学びに向かう姿勢が評価されようとしている現在，先述のような子どもの学習意欲の減
退を防ぐ必要がある。そのためには，学びに向かう姿勢を評価する前に，学びに向かう姿勢
をつくることができるように支援することが教育に携わる者に求められる。 
 そこで，本研究では，すべての子どもが論理的な思考過程をたどり，社会的論争問題につ
いて合理性の高い意志決定するための手立てとして，思考過程の可視化に着目した。「基礎
的意志決定学習」によって，論理的な思考過程をもとに妥当性の高い根拠に基づく意志決定
ができたならば，自ずと学びは主体的になる。また，意志決定の合理性を高めることができ
たならば，自信をもって他者に自分の意志を伝えられ，対話的な学びにも発展する。以上の
ように，すべての子どもが社会科意志決定学習に主体的に取り組むことを本研究はめざし
た。 
 
第 1節 本研究の成果 
 本研究の成果は，次の 4 点である。 
 
(1)意志決定における直感のバイアスの影響と，その制御を図る必要性を明らかにした。 
 公民的資質の育成には，意志(思)決定型学習に有効性がある。しかし，従前の意志(思)決
定型学習は，結論と根拠の論理整合性をもって合理性のある意志(思)決定であるとし，その
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思考過程の論理性に着目してこなかった。従前の意志(思)決定型学習の授業構成論の分析結
果と認知心理学や行動経済学の研究成果である思考のメカニズムを照合することで，意志
決定に直感のバイアスの影響があることを明らかにできた。そして，現実的には意志決定に
おける直感のバイアスの影響を完全に排除することは困難であるため，その制御を提案し
た。 
 
(2)意志決定の合理性を高める「基礎的意志決定学習」の授業構成論を構築することができ
た。 
 直感のバイアスの制御を図るために思考過程を可視化する授業構成論である「基礎的意
志決定学習」を構築した。この授業構成論は，社会認識形成過程と価値判断・意志決定過程
を一体として学習できることはもちろんのこと，中学校社会科 3 年間をとおして段階的に
学習を積み重ねることのできる授業構成論である。 
 
(3)「基礎的意志決定学習」による「電源構成を考えよう」の授業を開発し，実践をとおし
てその有効性と課題を明らかにできた。 
 「基礎的意志決定学習」による授業実践の具体を示すことができた。また，大部分の子ど
もが「基礎的意志決定学習」によって，直感のバイアスの影響である「理由の後付け」と「不
公平な比較」に陥らない意志決定をしたことから，その有効性を示すことができた。また，
C 評価の子どもの学習過程の分析をとおして，授業者の介入による改善プランを策定した。 
 
(4)改善プランに基づく「基礎的意志決定学習」の有効性を明らかにできた。 
比較吟味自己内討論法の自己内討論段階にける授業者の介入が，つまずいている子ども
の学習に対して有効性があることを明らかにした。また，2018 年度第 3 学年に加えて，2018
年度第 2 学年も「基礎的意志決定学習」によって直感のバイアスの影響を制御した合理性
の高い意志決定ができることを示し，「基礎的意志決定学習」の有効性を明らかにすること
ができた。 
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第 2節 今後の課題 
 本研究の課題は，次の 2 点である。 
 
(1)他の単元で授業実践を開発し，「基礎的意志決定学習」の有効性を検証すること。 
 本研究においては，学年の異なる二つの集団の学習成果物(ワークシート)を分析し，「基
礎的意志決定学習」の有効性を検証することができた。しかし，異なる単元での「基礎的意
志決定学習」の有効性を検証することはできていない。他の単元での授業実践を開発し，さ
らに有効性の検証を図る必要がある。 
 
(2)「基礎的意志決定学習」を他の授業者が取り組みやすい汎用性の高い授業構成論に精緻
化していくこと。 
 開発した筆者だけでなく，他の実践者にも実践をしてもらい「基礎的意志決定学習」の有
効性を検証する必要がある。そのためには，実践の公開などを進め，「基礎的意志決定学習」
の理念の紹介や普及に努める必要がある。 
 
 以上の課題は，さらに「基礎的意志決定学習」の有効性を示すことを求めている。本研究
では，社会科学習に苦手意識をもっている子どもに「基礎的意志決定学習」は有効性がある
ことを明らかにできた。今後は，実践をとおして「基礎的意志決定学習」がすべての意志決
定学習の単元とすべての実践者が実践可能である汎用性の高い授業構成論であることを明
らかにする必要がある。これらの課題を克服することで，「基礎的意志決定学習」は，すべ
ての子どもに有効性のある意志決定学習の方法となる。 
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